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研究要旨：肝炎の予防及び医療に携わる人材として肝炎医療コーディネーター（肝Co）が

令和４年度までに全国４７都道府県で合計約３万人が養成されてきたが、令和元年度まで

の研究班での活動事例について半構造化面接手法等を用いた全国規模での質的・量的調査

や厚生労働省の全国調査によれば、肝Coの配置や活動度合は十分と言える状態ではないこ

とも判明した。また、ウイルス性肝疾患のみならず非ウイルス性の肝疾患の増加している

中、それらの疾患の掘り起こしから受検・受診・受療・フォローアップの促進に肝Coのさ

らなる活動向上は意義が期待される。そこで、肝Co等の人材育成における適切な養成方法

や配置、効果的な活動の方策について、それぞれの地域特性も鑑みながら明らかにした。

また配置や効果的な活動においては２次医療圏等をひとつの単位として評価することにつ

いての意義を明らかにした。また、職種別、配置場所別の知識面・活動度合等の質的な評

価方法の策定と現場における実際の評価に応じた改善策を明らかにして、活動評価のため

の肝Coフォローアップシステムの開発を進めた。さらに、近年、ウイルス性肝疾患のみな

らず非ウイルス性の肝疾患の増加している現状も踏まえて肝疾患のトータルケアに資する

人材育成の方策を進めてきた。 



A. 研究目的

肝炎の予防及び医療に携わる人材として肝炎医

療コーディネーター（肝Co）が令和2年度までに

全国４７都道府県で約３万人が養成されてきた

が、令和元年度までの研究班での活動事例につ

いて半構造化面接手法等を用いた全国規模での

質的・量的調査や厚生労働省の全国調査によれ

ば、肝Coの配置や活動度合は十分と言える状態

ではないことも判明した。一方では、ウイルス

性肝疾患のみならず非ウイルス性の肝疾患の増

加している中、それらの疾患の掘り起こしから

受検・受診・受療・フォローアップの促進に肝

Coのさらなる活動向上は意義が期待される。そ

こで、本研究では、（１）肝Co等の人材育成に

おける適切な養成方法や配置、効果的な活動の

方策について、それぞれの地域特性も鑑みなが

ら明らかにする。また配置や効果的な活動にお

いては２次医療圏等をひとつの単位として評価

することについての意義を検証する。（２）職

種別、配置場所別の知識面・活動度合等の質的

な評価方法の策定と現場における実際の評価に

応じた改善策を明らかにして、活動評価のため

の肝Coフォローアップシステムの開発を目指

す。（３）近年、ウイルス性肝疾患のみならず

非ウイルス性の肝疾患の増加している現状も踏

まえて肝疾患のトータルケアに資する人材育成

の方策を明らかにすることを目的とした。 

B. 研究方法

（１）北海道・東北・関東・中部・北陸・関

西・中四国・九州・沖縄を代表する班員の地域

における肝Coの配置と活動の現状の調査を、特

にいわゆるスケールが大きな活動ではなく、

個々の肝Coの本来業務の延長線上で行なってい

る活動の事例の詳細調査を行なった。また「兵

庫モデル」として、２次医療圏をひとつの単位

としてそれぞれの医療圏に所在する専門医療機

関に所属する肝Coを県のコア肝Coとして、また

その支援を県および拠点病院が行いながら、県

全体の配置および活動の向上を進める定例会を

オンラインで開始し、またMAP化による見える

化の推進を進め、２次医療圏ごとの評価が適切

な単位であることを検証した。

（２）初版の肝Coポケットマニュアルが受検・

受診・受療・フォローアップ、差別や偏見とい

った視点での構成であったため、新規に職種ご

とに比較的に取り掛かりやすい活動に重きを置

いて、①職種ごと（１６職種）・②取り掛かり

やすい活動・③患者および患者会肝Coに特化し

た複数のポケットマニュアルの作成をオンライ

ンまたは現地での座談会形式およびピアレビュ

ー方式で作成した。今後のオンライン化、DX

（デジタルトランスフォーメーション）を踏ま

え、地域全体の肝Coの意見交換や拠点病院や都

道府県からの情報発信、活動アンケート等を行

うために、代表的なソーシャルネットワーキン

グサービス（SNS）のひとつである「LINE」を用

いた「肝炎医療コーディネーター応援公式LINE

アカウント」を作成し、佐賀県、埼玉県、熊本

県に加え、山口県、兵庫県、新潟県、北海道、

茨城県、沖縄県また一般・患者会向けで情報共

有としての運用を開始し、情報発信のみなら

ず、養成やスキルアップの研修会の参加登録案

内、活動収集ツール、都道府県の肝疾患の制度

等の説明サイトへの誘導するリッチメニューと

いう機能の付加等によりより具体的に活用し、

活動アンケート等も実施した。

（３）肝炎医療コーディネーターによる脂肪性

肝疾患（NAFLD・MAFLD）に対する運動療法プロ

グラム、ツールを開発し、それらを用いた啓発

と介入についての実証実験を行った。

C. 研究結果

・研究代表者（江口有一郎）

1． 肝Coの配置と効果

中央部門として考藤・是永が全国的な視野、

肝炎情報センターとしての役割に則り、現状

調査と活動支援等を継続的に行なってきた。

地域部門として２年目から３年目は、特に

「２次医療圏」を単位とした視点において北

海道、東北地区（岩手）、甲信越地区（山

梨）、関東地区（埼玉）、中部地区（静

岡）、北陸地区（福井）、関西地区（兵

庫）、中四国地区（山口）、九州地区（福

岡・熊本）、沖縄が各自治体での配置や活動

に関する現状を調査した。ただし３か年に亘

りCOVID-19蔓延化が様々な影響を及ぼした。

２．２次医療圏配置Mapシステムの開発 

肝Coの全国４７都道府県での2次医療圏配置

Mapシステムを製作し

（https://sagaweb.jp/map/）、全国の拠点病

院での活用を果たした。また３年目では、２

次医療圏を１単位とした配置に関する評価や

計画に有用性を拠点病院班員の自治体で確認

した。本件については、令和3年5月の厚生労

https://sagaweb.jp/map/


働省肝炎対策推進協議会および同年7月の国立

国際医療研究センター拠点病院等連絡協議会

医師向け研修会、日本肝臓学会総会、拠点病

院連絡協議会、令和4年公益財団法人 宮川庚

子記念研究財団研修会、令和4年国立感染症研

究所肝炎ウイルスセミナー、日本消化器病学

会総会、支部例会等で提言した。 

以下は沖縄県の状況を示す。 

以下は兵庫県の状況を示す。 

３．肝炎医療Co活動支援 

地域の特性に応じた適切な養成やスキルアッ

プの方法として、これまで多職種から構成さ

れる肝Coに向けて、多様なツールや方法を上

梓し、内容、構成、コンテンツの一般向けへ

の全面改修を行い、公開し、またアクセス解

析を実施した（https://kan-co.net）。 

下図はポータルサイトのトップページを示

す。 

アクセス解析では、例年、世界肝炎デーが開

催される７月、また年度末の３月にアクセス

集中のピークを認めた。また流入経路および

使用したデバイスの解析を行った。

https://kan-co.net/DEMO/


第５５回日本肝臓学会総会からメディカルス

タッフセッションが開催され、全国の活動事例

が広く発表されることとなり、その活動を全国

へ参考事例として水平展開するために、メディ

カルスタッフセッション記録集を、本３か年で

は、第５７回、第５８回日本肝臓学会総会での

メディカルスタッフセッション記録集を作成し

た。 

 

 
 

以下は、第５８回日本肝臓学会メディカルス

タッフセッションに対する記録集のデジタルブ

ックのQRコードを示す。 

 

 
また、多職種からなるCoの活動事例をまとめ

た「肝炎医療コーディネーターこれだけは」も

デジタルブック化を行った。 

 

 
 

また、COVID-19蔓延下の状況およびDX（デジタ

ルトランスフォーメーション）、SDGsを目指

し、地域全体の肝Coの意見交換や拠点病院や都

道府県からの情報発信、活動肝炎医療Coの活動

支援やアンケート等を行うために、代表的なソ

ーシャルネットワーキングサービス（SNS）のひ

とつである「LINE」を用いた「肝炎医療コーデ

ィネーター応援公式LINEアカウント」を作成し

た。役割としては、下図に示している。 

 
LINEのリッチメニューの役割のイメージ図を下

図に示す。 

 

 
 

佐賀県、埼玉県、奈良県、熊本県、山口県、兵

庫県、新潟県、北海道、茨城県、また一般・患



者会向けで情報共有としての運用を開始した。 

 

LINEでは、情報発信のみならず、養成やスキル

アップの研修会の参加登録案内、活動収集ツー

ル、都道府県の肝疾患の制度等の説明に活用す

る手法を確立し、また３年目には世界肝炎デー

に合わせて全国アンケートも実施し、有効性も

確認した。 

 

デ  

 

 
 

 
 

 

以下にQRコードは一般・患者会向けを示す。 

 

 
 

３か年目の令和４年１２月現在、1850名の登録

数に達した。 

 

 
 

 
 

４．肝Coの活動や定期検査助成制度への方策 

肝Coの活動や定期検査助成制度（https:// 

youtu.be/Gb8WwbqhgzE）および肝がん重度肝硬

変医療費助成制度の理解や患者向け、また非ウ

イルス性肝疾患やエビデンスに基づく肝疾患に

適した運動療法につい肝Co向けLINEやポータル

サイトで視聴可能な動画コンテンツの作成を行

い、全国展開を行った。

（https://youtu.be/9bEP4rsgNlo）。 

 

５．非アルコール性脂肪性肝疾患（NAFLD）やア

ルコール性肝障害（ALD）に対する肝Coによる支

援  

非ウイルス性肝疾患である非アルコール性脂肪

https://youtu.be/Gb8WwbqhgzE
https://youtu.be/Gb8WwbqhgzE
https://youtu.be/9bEP4rsgNlo


性肝疾患（NAFLD）やアルコール性肝障害

（ALD）に対する肝Coによる継続的なサポート

に資する肝Coに対する同疾患への講習手法開発

（https://sagankan.med.saga-

u.ac.jp/general/1890.html）、啓発資材

（https://sagankan.med.saga-

u.ac.jp/fatty_liver/1413.html）作成及び好

事例の発信を継続した。 

 
・研究分担者(考藤達哉) 
 

肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の受

検、肝炎ウイルス陽性者の受診・受療、専門医療

機関・肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点病

院）による適切かつ良質な肝炎医療の提供という

スキームの中で、肝硬変又は肝がんへの移行者を

減らすことが目標と設定されている。しかし上記

スキームの実施現状調査によると、受検率、肝炎

ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コー

ディネーター（以下、肝炎Co）の養成と適正配置

など、十分ではない課題が指摘されている。 

肝炎ウイルス検査の受検勧奨を行い、肝炎ウイ

ルス検査陽性者を適切に受診、受療、治療後フォ

ローを行うために、肝炎 Coの活動が期待されて

いる。しかし、都道府県事業として委託されてい

る肝炎 Co養成数は都道府県間格差が生じてお

り、また養成された肝炎 Coが適正に配置できて

いない現状がある。本研究班では、指標班、拡充

班と連携し、肝炎 Co 関連事業指標の評価を行

い、肝炎 Coの効率化・活性化の基盤となる情報

を提供することを目的とした。平成 30年度には

全都道府県で肝炎 Co の養成が始まった。平成 30

年度、令和元年度、令和 2年度に肝炎 Coの資格

更新研修を実施している都道府県は 21、23、25

であった。肝炎 Coの配置状況に関しては、拠点

病院、保健所への配置は全国的に進んでいるが、

肝疾患専門医療機関、市町村担当部署への配置は

都道府県間格差があり、十分ではないことが明ら

かになった。令和 4年度も自治体事業指標調査の

中で肝炎 Co関連指標を調査し、平成 29年度から

令和２年度実績を比較した。その結果、肝炎 Co

養成数（累積）は増加しているものの、市町村担

当部署においては他の機関（拠点病院、専門医療

機関、保健所）に比べて肝炎 Co の配置は進んで

いないことが明らかになった。令和３年度実績は

解析中である。今後も継続して肝炎 Co事業関連

指標の調査を実施し、各都道府県へ個別・全体指

標結果を提供することで、事業改善の基礎資料と

なることが期待される。 

 

 
・研究分担者(是永匡紹) 

 
新規の肝炎ウイルス陽性者は減少しつつあり、今

後は専門医のみならず非専門医を含めたメディカ

ルスタッフ、地方公共団体の肝炎ウイルス対策部

署・保健所、健診医療機関や保険者等にも肝炎ウ

イルス検査受検促進、陽性者を受診、受療へ導く

ことの重要性を認知させることが急務であり、そ

の対策として多職種による肝炎医療コーディネー

ター(肝Co)養成が全国で勧められている。 本研

究では「新たな手法を用いた肝炎ウイルス検査受

検率・陽性者受診率の向上に資する研究（是永

班）」と連携し、1. コロナ禍による肝臓病教室

(院内・患者向け)は減少している一方で、紙上・

web・市民公開講座の活用し活動が維持されている

こと 2. 拠点病院においても肝Co配置に不均衡が

顕著であること 3.肝炎ウイルス陽性者の非専門

科での肝Co養成が急務であること 4肝Co養成講習

内容に大きな差があること が明らかとなった。

今後は肝Co活動維持のみならず、知識の均てん化

を課題として、養成講習内容の統一化、webを応用

とした継続研修の回数を増加させ学習機会を与え

ることが必要であり、更に拠点病院においては、

率先して非専門医科に肝Coを配置させ院内肝炎ウ

イルス陽性者対策の効率化を図り、専門医療機関

やクリニックへ展開することが望まれると考えら

れた 

 
・研究分担者(小川浩司) 

 
北海道において2017年度より合計6回の肝炎医療

コーディネーター（肝炎Co）研修会を開催し、

合計752名の肝炎Coを養成し、全ての二次医療圏

に肝炎Coが配置された。2022年度に開催された

北海道肝炎対策協議会において、肝炎Coを自治

体、肝疾患専門医療機関に重点的に配置するこ

とを決定し、周知した。最も人口の多い札幌市

においては、保健所および検査実施医療機関に

肝炎Coを配置し医療機関受診確認率が飛躍的に

向上した。今後地方中都市などの主要都市への

配置促進が望まれる。肝疾患専門医療機関にお

いても、順調に配置が促進しており、今後の非

専門医対策への貢献が期待される。 

 
・研究分担者(宮坂昭生) 

 
今回、岩手県における二次医療圏ごとの肝炎医

https://sagankan.med.saga-u.ac.jp/general/1890.html
https://sagankan.med.saga-u.ac.jp/general/1890.html
https://sagankan.med.saga-u.ac.jp/fatty_liver/1413.html
https://sagankan.med.saga-u.ac.jp/fatty_liver/1413.html


療コーディネーター（Co）の配置と必要性、活

動状況および「地域肝炎医療Co連絡協議会」の

実施について報告した。(1) 岩手県では2010～

2022年度までに372名の肝炎医療Coを養成し、

全市町村への配置は完了した。(2) 保健師、看

護師が大部分を占めていたが、多職種へと広が

る傾向があった。(3) 岩手県における2次医療

圏は9医療圏あり、医療圏別にみた肝炎医療Co

の配置では、盛岡医療圏と新幹線沿線の医療圏

で多く、沿岸部の医療圏では少ない傾向にあっ

た。(4)各医療圏には中核病院である県立病院

が最低1施設あるが、その中核病院の肝炎医療

Coの人数は少なかった。(5)岩手県肝疾患診療

ネットワーク参加施設へ肝炎医療Coの配置と必

要性ついてアンケート調査を行った結果、専門

医療機関＞肝炎かかりつけ医＞一般医療機関の

順で肝炎医療Coが配置されており、専門医療機

関でより必要とされていた。(6)医療圏別にみ

た肝炎医療Coの活動状況を把握するため肝炎医

療Coにアンケート調査を行った結果、医療圏間

で活動状況に差がみられた。(7)コミュニケー

ションを図りながら、実質的な活動に向けて取

り組んでゆけるようにするため、2022年度は

「地域肝炎医療Co連絡協議会」を実施した。 

 

・研究分担者(井上泰輔) 

 
【背景】2009年に山梨県で開始した肝炎医療コ

ーディネーター（肝Co）は2018年度には全47都

道府県で養成されている。コロナウイルス蔓延

化での活動と山梨県の二次医療圏に注目した状

況、甲信越ブロックでの状況活動を検討した。 

【方法】１）2020年度の山梨県の肝Co活動を調

査した。２）2009~2020年度に養成した肝Coの

配置状況を、二次医療圏、拠点病院、肝疾患に

関する専門医療機関での職種別に確認した。

３）甲信越ブロックに属する新潟県、長野県、

山梨県での肝Co養成数と配置や活動の把握・支

援につき検討した。４）二次医療圏ごとに責任

施設、責任医師を設定して活動の取りまとめを

行う体制を整備し、各圏責任者と拠点病院スタ

ッフとで研究会を立ち上げた。 

【結果】１）2020年度は肝Co養成講習会、スキ

ルアップ講座、肝臓病教室ともWEB配信で行っ

た。養成講習会は前年と比較し参加者が増加し

た。相談会は開催できなかった。２）肝Co総計

479人のうち、二次医療圏別では中北地域で最

多の297人が養成され、看護師が120人と多く、

社会保険労務士が19人と特徴的であった。峡南

地域は10万人対が最多であった。峡東地区と富

士東部地域では10万人対がそれぞれ26.2人、

21.4人と県全体に比し少数であった。拠点病院

では養成118人中在籍は82人（69.5％）、実働は

66人（55.9％）と異動や退職が確認された。病

棟看護師が多く外来は少数であった。専門医療

機関では職種の偏りが大きく、3職種以上が在籍

する施設は3施設のみであった。全12施設中2施

設では不在であった。３）新潟県では2011年か

ら759人を養成し活動支援として拠点病院のホー

ムページにコーディネーター質問箱を設置して

いる。長野県では2018年から158人を養成し県へ

活動状況報告書を毎年提出している。山梨県で

は甲府市Co交流会を結成し、メールリスト登録

者に各種情報を配信している。４）山梨県の二

次医療圏に責任施設、責任医師を配置し、拠点

病院とともに研究会を開催し各地での活動状況

を報告しあって情報を共有し均てん化につなげ

る活動を開始した。 

【結語】コロナ蔓延化でもＷＥＢを活用した肝

Co活動が可能であった。地域と施設ごとの肝Co

配置確認により肝疾患に対する注目度の差や職

種の偏りが判明した。甲信越各県では他県で取

り入れていない独自の企画を始めていた。二次

医療圏ごとの責任施設を中心に地域の課題を認

識して改善に取り組み、県全体で情報を共有し

ていきたい。 

 
・研究分担者(内田義人) 

 
埼玉県では2021年度までに1,000名を超える肝

炎Coを養成したが、その活動実績は低く、特に

2020年度以降は新型コロナウイルス感染の流行

によりさらに低下している。肝炎Coの活動実態

を明らかにするために肝炎コーディネーターへ

活動に関するアンケート調査およびパネルディ

スカッションを実施した。会場とウェブのハイ

ブリッド形式で開催した肝炎コーディネーター

養成研修会、フォローアップ研修会において、

肝炎コーディネーターへ活動に関するアンケー

ト調査およびパネルディスカッションを実施し

た。肝炎コーディネーターの活動に関するアン

ケートは152件の回答が得られた。アンケート調

査において実際に活動していると回答したのは

37名（24%）で、同じ質問に対して2020年度

39%，2021年度20%とほぼ横ばいであった。一

方，活動に際して肝炎Coの人数が足りていると



回答したのは94名（62%）で，2020年度54%，

2021年度57%と比して上昇した。また，肝炎Co

の活動に新型コロナウイルス感染流行の影響が

あったかという質問に対して影響があったと回

答したのは，43名（28%）であり，2020年度

42%，2021年度39%に比して減少が続いていた。 

【結語】埼玉県における肝炎Coの活動実態は依

然として低いが，コロナ禍での活動に医療施設

や肝炎Coが慣れてきており，今後肝炎Coの活動

アクティビティが活性化されることが期待され

る。 

 
・研究分担者(玄田拓哉) 

 
肝炎医療コーディネーター（Co）の県内2次医

療圏別の養成数と所属先、活動率を調査し、配

置・活動に差があることを明らかにした。肝炎

医療Co活動のモデルとして、肝炎ウイルス検査

陽性者受診率向上を目的とした院内連携システ

ムを構築し、連携パスと陽性者情報集約システ

ムなどを運用した結果、院内検査で見出された

肝炎ウイルス検査陽性者の受診数増加が確認さ

れた。また、県内肝炎医療Co活動支援を目的と

したWebページの作成を行っている。 

 
・研究分担者(野ツ俣和夫) 

 
【背景】肝炎医療コーディネーター（Co）活動

は、新型コロナ感染症蔓延以来、人集合型事業

や県との協働が不能となり、Co配置、活動状況

把握が不明となった。また病院に来れない肝炎

ウイルス陽性者への対応や非ウイル姿勢肝疾患

への関りが必要になっている。【方法】① 福

井県のCo活動の中心であるa.診療従事者研修

会、b.市民公開講座、c.肝炎医療Co養成研修

会、d.ウイルス肝炎患者拾い上げ講習会につ

き、非集合型の方法を発案し実行 ② 福井県

のCo配置、活動状況の調査 ③ 介護者（ケアマ

ネージャー）の肝炎ウイルス陽性者担当の実態

把握 ④ 非ウイルス性肝疾患に対するCoの活動

方針提示を行った。【結果】① a.診療従事者

研修会は、完全WEB形式またはハイブリッド型

で開催、b.市民公開講座は、ケーブルテレビの

番組を制作放送、C.Co養成研修会は、基礎講義

はYoutubeで配信して事前視聴とし実践の研修

をWEB上でLIVE開催、d.ウイルス肝炎患者拾い

上げ講習会は、レクチャー動画を制作し、ホー

ムページ掲載よび希望者へのDVD配布をした。② 

Co配置状況把握、活動状況把握がコロナ禍で不

明確不十分と判明し、県との協働による対策を

開始した。③ケアマネージャーへのアンケート

結果から病院に来れない被介護者ウイルス肝炎

陽性者の実態が判明し対策を開始した。④ 非ウ

イルス性肝疾患である脂肪肝患者の受検、受

診、受療推進におけるCoの関わりを示した。

【結語】非集合型の新たなCo活動方法を確立

し、Co配置、活動状況把握が不十分であり進め

ており、被介護者肝炎ウイルス陽性者への介護

者を通じた把握、介入を開始し、非ウイルス性

肝疾患に対するCoの関りを示した。これらは全

てCo活動において重要であり、引き続き取り組

みが必要であると思われた。 

 
・研究分担者(飯島尋子) 

 
兵庫県は東西南北に広く、人口540万人であ

る。兵庫県の肝疾患診療に関わる二次医療圏の

各医療機関とのネットワークを構築し、中核施

設を中心に県下全域の医療機関や職域を含めた

県民への啓発活動を目的に活動を開始してい

る。二次医療圏は10圏域あり、それぞれ肝炎医

療コーディネーター（肝Co）を配置し活動支援

を行い、｢兵庫モデル｣の確立を目指している。

この数年はCovid-19の感染蔓延により、県民の

みならず医療従事者への対面での啓発活動が制

限されており、紙面やWebでの啓発資材の活用と

推進が急務となっている。そこで、肝Coの配置

と配布媒体やデジタルコンテンツなどの活用に

よる活動推進の効果検証を行った。 

 
・研究分担者(日髙 勲) 

 
肝炎ウイルス陽性者は減少傾向にあるものの、

適切な受療に至っていない患者が多く存在する

ことが課題とされている。また、脂肪肝などの

非ウイルス性肝疾患患者への受療促進も課題で

あり、肝炎医療コーディネーター（肝Co）の活

躍が期待されている。山口県では肝炎医療コー

ディネーター連絡協議会、地域部会を開催する

ことにより、地域でのコーディネーター活動が

活性化された。また、二次医療圏毎の肝炎医療

コーディネーターの配置状況は良好であった。

臨床検査技師を含む多職種連携による肝炎ウイ

ルス検査陽性者への院内受診勧奨の取り組みを



実践した結果、適切な結果説明と院内紹介率上

昇につながった。また、病棟看護師による肝硬

変や肝癌患者への「症状チェックシート」を用

いた症状チェックは有用であった。管理栄養士

による非アルコール性脂肪性肝疾患患者へ継続

的な栄養指導は治療効果向上につながる可能性

を認めた。これらは、職種の特性を活かした肝

Coの活動として重要な役割である。 

 
・研究分担者(井出達也) 

 
研究1)【背景】職場健診において、ウイルス

肝炎検査受検率は低く、デジタルサイネージを

設置し、肝炎検査の受検率増加が認められるか

を検証した。【方法】福岡県久留米市の聖マリ

アヘルスケアセンターに、デジタルサイネージ

を２台購入、設置し、ウイルス肝炎に関するコ

ンテンツを流し、アンケート調査を行った。

【結果】アンケート結果42名：健診当日に肝炎

検査を追加した理由として最も多かったのは、

健診案内の中に入っていたちらしであった(20

名)。デジタルサイネージを見て受けた人も５

名あった。【結語】健診センターにデジタルサ

イネージを設置し、一定の効果が得られた。 

研究2) 【背景】近年、ウイルス性肝炎の治

療が飛躍的に向上したが、抗ウイルス治療を行

わず肝癌に進展した例などが散見される。この

ような患者をいかに受診、受療まで持ち込むか

が重要で肝炎医療コーディネーター（肝Co）の

活動が欠かせない。福岡県における肝Coの配置

状況について、二次医療圏別に解析し、今後の

肝Coの養成や活動の一助にすることを目的とし

た。【方法】福岡県の肝Coの養成数、二次医療

圏(13医療圏)別の肝Coの人数、人口あたりの人

数、職種、活動状況を解析した。【結果】１）

肝Coの養成数は年々順調に増えていた。２）肝

Coの養成人数は、地域差があり、とくに県北部

が少なかった。３）フォローアップセミナ-に

参加した肝Coの約4割が活動できていた。【結

語】福岡県における肝Co養成数は多いが、地域

差がありとくに県北部の養成数増加の方策を考

える必要がある。 

研究3) 【背景】近年、肝Coの養成数は増加し

ているが、今後は肝Coの数や質を上げるため、

その方策を考え、肝Coセミナーの工夫や助成研

究事業への肝Coの介入を検討した。【方法】肝

Coを増やすための方法として、福岡県で今年で

2回目となる福岡県肝疾患専門医療機関を対象

に連絡協議会行った。肝Coの活躍状況を説明

し、養成の依頼を行った。肝Coの質を上げるた

めの方法として、肝Coの養成セミナーの工夫を

行った。肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

に、肝Coが関わることで、その申請件数の増加

を試みた。【結果】肝Coの数の増加の有無は、

来年度以降集計する。養成セミナーは、WEB配信

となったが、職業別にディスカッションを行っ

たことで、好評であった。肝がん・重度肝硬変

治療研究促進事業は、2018年12月から2022年5月

まで当院の制度利用者は０名であったが、医事

課や肝Coでシステムを組むことにより、2022年

6-8月で7名の利用者があった。【結語】肝Coの

量や質をあげ、工夫することで、肝Coが活躍で

きる場が生み出されていくものと思われた。 

 
・研究分担者(裵 英洙) 

 
【背景】肝炎医療コーディネーターの数は増え

つつあり、全国各地で肝炎ウイルス検査後のフ

ォローアップや受診勧奨等の支援を地域や職域

において中心となって進めている。ただ、コー

ディネーター自身のモチベーション管理は各施

設等に任されているのが現状である。 

【方法】「コーディネーター」のモチベーショ

ン向上について、筆者の医療機関経営支援の経

験や文献等の考察を基に検討する。 

【結果】モチベーションを維持するまたは高め

るためのモチベーションマネジメントは様々な

手法があり、複合的アプローチからのマネジメ

ントが必要である。特に、チームリーダーや管

理職のマネジメント意識とスキルは極めて重要

である。 

【結語】肝炎医療コーディネーターの量と質の

充実はますます必要性が高まってくる。その質

に大きく影響するモチベーションマネジメント

をより効果的に実施していくことで、肝疾患ト

ータルケアに資する人材育成がさらに加速して

いくものと考える。 

 
・研究分担者（平井 啓） 

 

【背景】肝がん罹患のリスクを取り除くために

必要な肝炎ウィルス検査・治療に関するコミュ

ニケーションのあり方について、行動科学（行

動経済学）のアプローチの観点から、肝炎医療

コーディネーターが身につけるべき資質・能力

を整理し、研修プログラムを開発する必要があ



る。昨年度開発したプログラムをもとに、求め

られる資質を整理した上でプロトタイプの改修

を行う必要がある。 

【結果】コーディネーターに求められる能力・

資質を４つ「知識」「コミュニケーション能

力」「情報収集能力」「多文化への理解」とし

て整理した。さらに社会の変容に合わせた新た

なプログラム案を提言した。また肝炎医療コー

ディネーターの活躍のバリアとなっている病院

マネジメント上の要因について行動経済学の観

点から考察した。 

 

 
・研究分担者(米澤敦子) 

 
現在、全国すべての都道府県で養成されている

肝炎医療コーディネーター(肝Co)は、約28,000

人（令和4年度厚労省調査）におよび、すでに

都道府県の肝炎対策において欠かすことのでき

ない存在となっている。その職種は看護師、保

健師、医師、薬剤師など医療者を中心に自治体

職員や介護職員、医療機関の事務職員など多岐

にわたるが、近年患者や患者会メンバーの養成

を認めている都道府県が急増している。令和3

年度本研究において「患者や患者会メンバーの

肝Coとしての役割」について報告したが、令和

4年度はさらに「病院内における患者肝炎コー

ディネーター(患者肝炎Co)の役割」について検

討した。 

 すでに百数十名の職員が肝Coとして活躍して

いる医療機関の外来において、新たに「ピアサ

ポート外来」を設置、肝炎患者を患者自身がサ

ポートする場を設けた。患者肝炎Coは、当事者

である強みを活かし、これまでもピアサポート

活動を行ってきたが、この経験を病院内で実践

することにより、治療経験や感染症患者として

の思いの共有にとどまらず、医師との連携を深

めることで医療に繋がるサポートが可能とな

り、その後の治療のスムーズな促進など大きな

効果が得られた。今後はピアサポート外来の対

応を地域の患者肝炎Coに移行することを目指

す。また、ピアサポート外来において患者肝炎

Coが薬剤師とともに患者に服薬指導とピアサポ

ートを同時に行う試みを実施、患者にとって、

安心して治療を開始する場の提供を行うことを

可能とした。 

 

・研究分担者(川口 巧) 

 
【背景】運動療法は非アルコール性脂肪性肝障

害を含む様々な肝疾患に対する基本的な治療で

ある。本研究の目的は、肝疾患患者に対する運

動療法の普及を目指して、肝炎Coの養成および

患者指導に有用な運動のプログラムを作成する

ことである。また、本運動プログラムを用いて

肝炎Coが非アルコール性脂肪性肝障害患者を指

導し、我々が考案した運動プログラムが予後因

子である肝線維化におよぼす影響を検討するこ

とである。 

【方法】佐賀大学ならびに久留米大学の肝臓専

門医・リハビリテーション医/整形外科医・理学

療法士・看護師が、臥位・立位・座位で可能な

様々な強度の運動プログラムを検討した。ま

た、我々が考案した運動プログラムを用いて肝

炎Coが非アルコール性脂肪性肝疾患患者に対し

て運動指導を行い、運動療法施行60週後までの

糖・脂質代謝異常および肝線維化指数の変化を

検討した。また、肝線維化に関わる血小板由来

成長因子（platelet-derived growth factor-

BB; PDGF-BB）の変化を検討した。 

【結果】多職種検討会を開催し、37種類の運動

を選定した。37種類の運動を体位別および運動

強度に分類した（臥位 [8種類]）、座位 [16種

類]）、立位 [13種類]/ウォーミングアップ [4

種類]、初級 [20種類]、上級 [13種類]）。非ア

ルコール性脂肪性肝疾患患者（70歳代・女性）

に対して、考案した運動プログラムを用いて肝

炎Coが運動指導を行った。血清中性脂肪値およ

びインスリン値が低下した後にALT値およびGGT

値は低下した。また、FIB-4 indexや血清Mac-2 

結合蛋白糖鎖修飾異性体(M2BPGi)は60週後に改

善を認めた。さらに、これら肝線維化indexが改

善する前の33週後には血清PGDF-BB値が低下して

いた。 

【結語】肝疾患患者に対する運動療法の普及を

目的に、肝炎Coの養成および患者指導に有用な

運動のプログラムを作成した。また、本運動プ

ログラムは、肝線維化の改善が期待できるプロ

グラムであることも明らかとなった。肝炎Coが

本研究で作成した運動プログラムを用いて指導

を行うことで、肝疾患患者の病状が改善しうる

可能性が示唆された。 

 
・研究分担者(田中靖人) 

 



【背景】熊本県では2015年より肝疾患コーディ

ネーター（以下肝Co）を養成しており、その数

は年々増加している。これまで2018年、2019年

に肝Coを対象としたアンケート調査を実施し、

活動の現状と問題点を抽出してきたが、コロナ

禍において活動内容に変化が生じていることが

予想される。実態を把握するとともに、必要と

される支援の提供を目的とする。また、2次医

療圏毎の職種別配置状況を検討した結果、A医

療圏で臨床検査技師が、B医療圏で薬剤師が不

在であった。それぞれの医療圏での臨床検査技

師および薬剤師肝Co養成を目指す。 

【方法】1）熊本県内の肝Co 386人を対象に、

活動内容、活動できていない場合はその理由、

必要な支援などについてのアンケート調査を行

った。2）熊本県臨床検査技師会研修会およびB

医療圏での多職種連携研究会にて肝Coの必要性

と役割について講演を行った。 

【結果】1）68.9%の肝Coが活動できていた。一

方、活動ができない理由としては、コロナ禍の

影響もあり活動の場がない、時間がない、何を

したらよいかわからないという回答が多く、具

体的な活動の場や事例の情報提供が望まれてい

たため、啓発活動や研修などのイベントを開催

した。2022年度は熊本市内での開催であったた

め、熊本市外の肝Coの参加が困難であったが、

2023年度は熊本市外でも開催し、多くの肝Coの

参加を得た。2）A医療圏で、新規3名の臨床検

査技師を、B医療圏で、新規3名の薬剤師を肝Co

として養成した。 

【結語】今後は、さらに地域でのイベント開催

を増やす予定であるが、自発的活動がその後も

継続して行われるためには、地域の肝Coが計画

立案から主体的に参加することが重要であると

考える。 

 
・研究分担者(高橋宏和) 

 
近年、本邦における肝がんや肝硬変の背景肝

疾患は変容してきており、非ウイルス性肝疾患

である、肥満や生活習慣病に起因する非アルコ

ール性脂肪性肝疾患（NAFLD）及びアルコール

性肝疾患（ALD）が増加している。医療従事者

や肝炎医療コーディネーター（肝Co）の活動に

おいて、従来のウイルス性肝疾患に加えて、今

後は生活習慣に起因するこれらの肝疾患への対

応力が求められる。本研究では肝Coによる非ウ

イルス性肝疾患患者の支援活動に資する、コミ

ュニケーションの開始や時間空間的に継続性の

ある支援を的確に行うことを可能とするエビデ

ンスの構築や資材の開発を目的とした。更に非

ウイルス性肝疾患の高い有病率を勘案し、様々

な媒体を通じたpopulationアプローチによる啓

発を行った。 

日本人健診受診者を対象に、Fatty Liver Index

による脂肪肝予測の有用性を検討し、報告し

た。NAFLD/ALDの啓発や生活習慣改善の支援に肝

Coが使用する、ポケットマニュアルや患者用の

単語帳サイズの食事・運動記録シート、自宅で

運動習慣を維持するための運動カレンダーを作

成した。テレビ、新聞、インターネット等の媒

体によるメディアミクスアプローチによって、

非ウイルス性肝疾患の啓発を行った。非ウイル

ス性肝疾患に対する肝Coの効果的な活動や啓発

を促進すべく、展開及び効果検証を行ってい

く。 

 
・研究分担者(前城達次) 

 
沖縄県では肝臓病の第一の原因はアルコール

性であり、近年は非アルコール性脂肪性肝疾患

も増加傾向である。そのため肝炎医療コーディ

ネーター（肝炎Co）として肝炎ウイルス感染者

への対応に加えて飲酒を含む生活習慣病を合併

した肝臓病患者への対応も重要度を増してい

る。近年の新型コロナウイルス感染拡大による

自粛生活に関連したアルコール性肝疾患や脂肪

性肝疾患患者の増加、肝炎ウイルス感染者の受

診控えなど、対象者の状況も変化しており、結

果的に肝炎Coの状況も大きく変化していると思

われる。本研究ではコロナ感染の環境における

肝炎医療Coの活動実態を調査確認するととも

に、支援可能な方法を見つけ出し、コロナの影

響がなくなる今後の活動に繋げることを目的と

した。 

【研究結果】 

Ⅰ 沖縄県で活動する肝炎Coの現状調査 

① 肝炎医療 Co の配置・職種について離島僻地

では少数であり、その環境下では専門医の

応援も少なく情報不足から活動低下につな

がる危険性が高いと判断できた。 

② 活動の継続性では、特に行政や保健所の保

健師、専門医療機関における肝炎Co配置転換

などで活動が十分に継続できていない場合も

みられた。、 

② 肝炎医療 Co 活動に関しては複数の問題点が



あり、最も重要なのは医療機関、専門医と

の効果的な連携を望む声が多かった。 

Ⅱ Iの現状調査を受けて、肝炎医療Coへの情

報提供を行う体制構築を試みた。WEBでの情報

提供だけではなく、肝炎医療Coの横の連携体制

を構築した。 

 
・研究分担者(藤井英樹) 

 

近年、本邦における肝がんや肝硬変の背景肝疾

患は変容してきており、ウイルス性肝疾患が減

少した一方、非ウイルス性肝疾患である、肥満

や生活習慣病に起因する非アルコール性脂肪性

肝疾患（NAFLD）及びアルコール性肝疾患

（ALD）が増加している。医療従事者や肝炎医

療コーディネーター（肝Co）の活動において、

従来のウイルス性肝疾患に加えて、今後は生活

習慣に起因するこれらの肝疾患への対応力が求

められる。一方ALD患者を支援するための資材

は十分ではないため、本研究はその創出を目的

としている。令和4年度はALDの啓発や節酒指導

に役立つ資材として、①目標書き込みマグネッ

ト、②目標書き込みシール、③推し待ち受け、

④推しペン立て立てを作成した。今後は大阪府

での展開と効果検証を行い、さらに全国での利

活用を目指す。 

 

 

 
D. 考察 

１．研究の３つの柱 

本研究班は、以下に示す３つの柱に沿って実施

した。 

 

 
 

２．肝炎医療Coの配置と活用のための単位 

「2次医療圏」を単位とした肝Coの配置と活用

は、推進の評価と改善の方策に効果的である可

能性があり、全国展開へ向けた提言の発信を行

った。 

 

 
 

３．マニュアルやコンテンツ開発 

すでに約３万人が養成され、肝Co向けにポケ

ットマニュアル概論編の第２版の上梓、展開

を開始した。 

 

 
 

１６職種および患者会・一般肝Co向け、取り

掛かりやすい活動等のポケットマニュアルの

ニーズが高いことが確認されたため、作成を

行い、全国展開を開始した。 

 

 



 

３．非アルコール性脂肪性肝疾患（NAFLD）や

アルコール性肝障害（ALD）に対する肝Coによ

る支援 

非ウイルス性肝疾患である非アルコール性脂

肪性肝疾患（NAFLD）やアルコール性肝障害

（ALD）に対する肝Coによる継続的なサポート

に資する講習手法開発、啓発資材、好事例の

紹介をポータルサイトやマニュアル、リーフ

レット作成を進め、全国展開と効果測定を行

った。 

 

 
 

 
 

E. 結論 

（１）それぞれの地域特性も鑑みながら肝Co

等の人材育成における適切な養成方法や配置、

効果的な活動の方策や配置や効果的な活動に

おいては２次医療圏等をひとつの単位として

評価し、推進することが有意義であった。

（２）職種別、配置場所別の知識面・活動度

合等の質的な評価方法の策定と現場における

実際の評価に応じた改善策を明らかにするこ

とで、活動評価のための肝Coフォローアップ

システムの開発を目指した。（３）ウイルス

性肝疾患のみならず非ウイルス性の肝疾患の

増加している現状も踏まえて肝疾患のトータ

ルケアに資する人材育成を進めた。 

 

F. 政策提言および実務活動 

令和3年5月の厚生労働省肝炎対策推進協議

会および同年7月の国立国際医療研究センタ

ー拠点病院等連絡協議会医師向け研修会、

令和３年第５７回、４年第５８回日本肝臓

学会総会、令和４年公益財団法人 宮川庚

子記念研究財団研修会、令和４年国立感染

症研究所肝炎ウイルスセミナー、日本消化

器病学会総会、支部例会等で提言した。 
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肝炎医療コーディネーターの配置と効果検証の全国展開 

 

研究分担者：考藤 達哉 

国立国際医療研究センター肝炎・免疫研究センター 研究センター長 

 

研究要旨：肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受

診・受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点病院）による適切かつ良

質な肝炎医療の提供というスキームの中で、肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすことが

目標と設定されている。しかし上記スキームの実施現状調査によると、受検率、肝炎ウイ

ルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーター（以下、肝炎Co）の養成と適正

配置など、十分ではない課題が指摘されている。 

肝炎ウイルス検査の受検勧奨を行い、肝炎ウイルス検査陽性者を適切に受診、受療、治

療後フォローを行うために、肝炎 Coの活動が期待されている。しかし、都道府県事業と

して委託されている肝炎 Co養成数は都道府県間格差が生じており、また養成された肝炎

Coが適正に配置できていない現状がある。本研究班では、指標班、拡充班と連携し、肝

炎 Co関連事業指標の評価を行い、肝炎 Coの効率化・活性化の基盤となる情報を提供する

ことを目的とした。平成 30年度には全都道府県で肝炎 Coの養成が始まった。平成 30年

度、令和元年度、令和 2 年度に肝炎 Co の資格更新研修を実施している都道府県は 21、23、

25であった。肝炎 Co の配置状況に関しては、拠点病院、保健所への配置は全国的に進ん

でいるが、肝疾患専門医療機関、市町村担当部署への配置は都道府県間格差があり、十分

ではないことが明らかになった。令和 4年度も自治体事業指標調査の中で肝炎 Co関連指

標を調査し、平成 29 年度から令和２年度実績を比較した。その結果、肝炎 Co養成数（累

積）は増加しているものの、市町村担当部署においては他の機関（拠点病院、専門医療機

関、保健所）に比べて肝炎 Coの配置は進んでいないことが明らかになった。令和３年度

実績は解析中である。今後も継続して肝炎 Co事業関連指標の調査を実施し、各都道府県

へ個別・全体指標結果を提供することで、事業改善の基礎資料となることが期待される。 

 

A. 研究目的 

ウイルス肝炎から肝硬変、肝がんへの移

行者を減らすためには、肝炎ウイルス検査

受検率を向上させ、肝炎ウイルス検査陽性

者を適切に肝疾患専門医療機関、肝疾患診

療連携拠点病院（以下、拠点病院）へ紹介

 



し、治療の要否を判断することが必要であ

る。自治体検診等で判明した肝炎ウイルス

陽性者が、受診していない現状が明らかに

なっている。病院内の術前検査等で判明し

た肝炎ウイルス検査陽性者も、消化器内科、

肝臓内科等の専門診療科へ紹介されていな

い現状がある。 

肝炎ウイルス肝炎検査の受検勧奨を行

い、肝炎ウイルス検査陽性者を適切に受

診、受療、治療後フォローを行うために、

肝炎医療コーディネーター（以下、肝炎

Co）の活動が期待されている。しかし、

都道府県事業として委託されている肝炎

Co 養成数は都道府県間格差が生じており、

また養成された肝炎 Coが適正に配置で

きていない現状がある。本研究班では、

指標班、拡充班（研究代表者）と連携し、

肝炎 Co関連事業指標の評価を行い、肝

炎 Coの効率化・活性化と配置状況評価

の基盤となる情報を提供することを目的

とした。 

 

B. 研究方法 

「肝炎の病態評価指標の開発と肝炎対策

への応用に関する研究」班（指標班）（研

究代表者：考藤達哉）では、平成29年度に

肝炎医療指標（32）、自治体事業指標

（26）、拠点病院事業指標（21）を作成し

た。平成30年度には、これらの指標を拠点

病院へのアンケート調査、拠点病院現状調

査（肝炎情報センターで実施）、都道府県

事業調査（肝炎対策推進室で実施）から評

価した。いずれも平成29年度の事業実施状

況を調査している。平成31年度/令和元年

度は自治体事業指標を19項目に整理し、そ

の中で肝炎Co関連指標を前年度と同様に調

査・評価した。また指標班の継続政策班で

ある「肝炎総合対策の拡充への新たなアプ

ローチに関する研究」班（拡充班）（研究

代表者：考藤達哉）でも継続して肝炎Co関

連指標を調査している。 

本研究班では、指標班、拡充班との連携に

より、肝炎Co事業に関係する指標として肝

炎Co養成数、資格更新研修の有無、肝炎Co

の配置状況等に関する指標を評価した。 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、事業調査によって収集

されたデータに基づく解析研究であり、

個人情報を取り扱うことはない。したが

って厚生労働省「人を対象とする医学系

研究に関する倫理指針」（平成 26年 12

月 22日）を遵守すべき研究には該当し

ない。 

 

C. 研究結果 

肝炎 Co関連事業指標として、下記の

自治体事業指標を作成し調査した。平成

30年、平成 31年/令和元年/令和 2年/令

和 3年/令和４年に肝炎対策推進室が実

施した平成 29年度、平成 30年度、令和

元年度、令和 2年度、令和３年度自治体

事業調査結果を基に指標値を求め、結果

群別に都道府県数で表示した。なお、令

和３年度自治体事業調査結果は令和５年

3月時点で解析中である。 



（平成 29年度/平成 30年度/令和元年度

/令和２年度自治体事業指標結果） 

１） 肝炎 Co 新規養成人数（累積・新

規）（人口 10万人あたり）（自治

体施策 3,4） 

 

平成 29年度時点で肝炎 Co 養成なしの

都道府県が 8存在していたが、その数は

減少傾向にあり、平成 30年度には全都

道府県で養成が始まった。 

平成 29年度と比較して、平成 30 年度、

令和元年度、令和２年度の累積肝炎 Co

数は増加しており、指標値の増加が認め

られた。一方、新規養成率は横ばいであ

った。 

 

２） 肝炎 Co 資格更新研修の有無（自治

体施策 5） 

 

令和元年度、令和 2年度で肝炎 Coの資

格更新研修を実施している都道府県は 23、

25であり、増加傾向ではあるものの今後

の取組が必要である。 

 

３） 肝炎 Co配置状況（拠点病院、専門

医療機関、保健所、市町村）（自治

体施策 6〜9） 

 

 

平成 29 年〜令和２年度の専門医療機関、

保健所、市町村における肝炎 Co配置指

標を比較すると、いずれも指標値の上昇

が認められた。しかし市町村担当部署に

おける配置指標は専門医療機関、保健所

に比べて低値であり、更に配置を進める

必要があることが示唆された。令和３年

度の調査結果も加味して解析を行う予定

である。 

 

D. 考察 

受検、受診、受療を円滑に推進するた

めには、肝炎 Coに期待される役割は大

きい。現在、都道府県事業として肝炎 Co

事業が委託されているが、肝炎 Coの養

成、適正な配置、資格更新研修の実施等

の事業指標からは、都道府県間の格差が



存在することが明らかになった。 

肝炎 Co関連指標の継続的な調査と、

各都道府県での指標結果に基づく事業改

善の取り組みによって、肝炎 Co が肝炎

政策の推進に更に貢献できると考えられ

る。 

 

E. 結論 

肝炎 Co事業に関係する指標として肝炎

Co養成数、資格更新研修の有無、肝炎

Co の配置状況等に関する指標を調査した。

各都道府県への個別結果報告を行い、事

業改善のための情報提供を行う予定であ

る。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H. 知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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分担研究報告書 

 

肝炎医療コーディネーター（肝 Co）の現状と今後の課題 
 

分担研究者：是永匡紹 所属先 国立研究法人国立国際医療研究センター 肝炎情報センター 

 

研究要旨 

新規の肝炎ウイルス陽性者は減少しつつあり、今後は専門医のみならず非専門医を含めた

メディカルスタッフ、地方公共団体の肝炎ウイルス対策部署・保健所、健診医療機関や保

険者等にも肝炎ウイルス検査受検促進、陽性者を受診、受療へ導くことの重要性を認知さ

せることが急務であり、その対策として多職種による肝炎医療コーディネーター(肝 Co)養

成が全国で勧められている。 本研究では「新たな手法を用いた肝炎ウイルス検査受検率・

陽性者受診率の向上に資する研究（是永班）」と連携し、1. コロナ禍による肝臓病教室(院

内・患者向け)は減少している一方で、紙上・web・市民公開講座の活用し活動が維持され

ていること 2. 拠点病院においても肝 Co 配置に不均衡が顕著であること 3.肝炎ウイル

ス陽性者の非専門科での肝 Co 養成が急務であること 4肝 Co 養成講習内容に大きな差があ

ること が明らかとなった。今後は肝 Co活動維持のみならず、知識の均てん化を課題とし

て、養成講習内容の統一化、web を応用とした継続研修の回数を増加させ学習機会を与える

ことが必要であり、更に拠点病院においては、率先して非専門医科に肝 Coを配置させ院内

肝炎ウイルス陽性者対策の効率化を図り、専門医療機関やクリニックへ展開することが望

まれると考えられた 

A. 研究目的 

 2016年に改正された肝炎対策基本指針 

には治療薬の進歩に伴い「肝硬変・肝がんへの

移行者を減らすこと」を目標とすることが明記

され、効率的に非受検者を対象に肝炎ウイルス

検査を受検させること、広いあげた陽性者を確

実に専門医療機関へ受診させることがより急

務である。 その対策として新規の肝炎ウイル

ス陽性者は減少しつつあり、今後は専門医のみ

ならず非専門医を含めたメディカルスタッフ、

地方公共団体の肝炎ウイルス対策部署・保健所、

健診医療機関や保険者等にも肝炎ウイルス検

査受検促進、陽性者を受診、受療へ導くことの

重要性を認知させることが急務であり、その対

策として多職種による肝炎医療コーディネー

ター(肝 Co)養成が全国で勧められている。 

本研究では「新たな手法を用いた肝炎ウイルス

検査受検率・陽性者受診率の向上に資する研究

（是永班）」と連携し、肝疾患診療連携拠点病

院（拠点病院）の肝 Co 養成者数やその配置状

況を明らかにし、拠点病院ですら肝 Co 配置に

偏在することを報告(肝臓 2021)した。更に解

析を行い以下の検討を行った 

 

B. 研究方法 

・肝炎情報センター・新規手法(是永)班との連

携研究 1～拠点病院内活動～⇒拠点病院調査

と肝臓相談支援システムへの投稿から肝臓病

教室の開催状況を解析した 

・肝炎情報センター・新規手法(是永)班との連

携研究 2 ～拠点病院内の肝 Co 配置と非専門

医科の有用性～⇒ 是永班分担研究者施設に

調査を行った 

・肝炎情報センター・新規手法(是永)班との連

携研究 3 ～拠点病院以外の陽性者対策と肝

Co 養成～⇒是永班分担研究者施設に調査を行

った 

・肝炎情報センター・新規手法(是永)班との連

携研究４ ～肝 Co 養成講習会均てん化状況～

⇒web 上から各都道府県の肝 Co 養成講習プロ

グラム内容を解析した 

 

C. 研究結果 

・肝炎情報センター・新規手法(是永)班との連

携研究成果 1 

患者向けの「肝臓病教室」を開催していない拠

点病院はコロナ禍前より１５施設存在してお

り、令和 2 年度はほぼ倍増したが、令和 3 年度

は改善傾向を示した。開催は web を利用したも



 
 
の多く、その殆どはホームページに動画を掲載

し、期間限定あるいは継続して視聴可能として

いた。更に市民公開講座を web化し肝臓病教室

として広く公開する施設も増加した（千葉県は

市民公開講座は肝 Co 継続研修として認定を開

始した）。その一方で、集合型開催を計画して

も中止に追い込まれる場合もあり、開催施設は

増加せず紙上・DVD 配布を行う施設も増加して

おり、令和４年度にその傾向は変化がなかった。 

（下図） 

 
 

・肝炎情報センター・新規手法(是永)班との連

携研究成果 2 

肝 Co 養成講習会は、肝臓病教室とことなり多

くの地域で開催され、肝 Co 養成数も増加して

いた。拠点病院の肝 Coの多くが看護師であり、 

他科に存在していなかったが、継続調査にて 

数施設で養成されているのが確認された。特に 

眼科で養成した施設では、陽性者への対応が 

向上したことが明らかになった（下図）。 

 

・肝炎情報センター・新規手法(是永)班との連

携研究成果 3 

拠点病院以外の専門医療機関の肝炎ウイルス

陽性者対策を調査したところ 50%の施設で何

らかの介入を行っており、臨床検査技師の肝

Co 化が有効であることが確認された。また差

別・偏見の場とされる歯科と連携したところ、

歯科でも感染対策に対する講義を行っている

こと（標準予防策の周知）やウイルス肝炎につ

いては高齢層を中心に、正しく周知されていな

いことも明らかになった。その為、愛知県では

研究班・県歯科医師会と共催で肝 Co 養成講習

会を開催し、約 200 名の歯科医が Co と認定さ

れた（下図）。 

 

・肝炎情報センター・新規手法(是永)班との連

携研究 4 

１５地域で肝 Co 養成講習会の内容を調査した

ところ時間は２～１０時間、政策面では 

肝炎対策基本指針改変、肝炎情報センター・肝

炎対策推進室について、臨床面でも自己免疫性

肝疾患・A型肝炎・E型肝炎・HBワクチン等に

ついては講義内容から外されていた 

肝 Co の「知識」は極めて不均一といえること

が改めて確認された（下図）。 

 

D. 考察 

コロナ禍も 3年が経過し、殆どの拠点病院が

webを用いた肝臓病教室、都道府県と連携して

Co養成講習を開催していることが明らかにな

った。webの利点・欠点を考慮し、肝臓病教室

では live配信よりも、一定期間の録画を配信

する施設が多くなり、肝疾患相談・支援センタ

ーのホームページから視聴可能としている。実

際、相談・支援センター関係者 130名に活動状

況のアンケートをすると十分でなかった(34%)



 
 
に対し、新規発見(26%)、変わらない(22%)と大

きく 3つに分かれ、活動低下と回答したのは

２％に留まり、web開催準備、web 視聴等にて、

様々な知見を得た推測された（下図）。 

 

 

その一方で「肝臓病教室」と「市民公開講座」

の境目がなくなり、肝臓病教室を開催しない施

設の多くが市民公開講座を web化し肝臓病教

室と開催している。更に千葉県の様に 

市民公開講座を肝 Co 継続研修会として開催 

し、広く肝 Coに最新知識を得る chanceを増や

している。今後は、患者さんを含め肝 Coとな

って頂き、ハイブリッドを中心に継続研修回数

を増やしていくことが一考される 

 拠点病院には多くの肝 Co が養成されており、

実際、肝炎情報主催会議に参加される肝疾患相

談センター関係者の 90%は肝 Co を取得済みと

なった（下図） 

 

その一方で、拠点病院であっても肝 Co配置・

養成数に差があり、非専門医科には殆ど 

存在されておらず、専門医療機関に十分に 

その活動が伝わっているとは言えない現状と

いえる。是永班では、非専門医科や臨床検査技

師を肝 Coを養成することでその有用性 

を報告(臨床眼科 2023  肝臓 2022 2023)して

おり、「肝 Coをどこに配置して、どのように活

用すべき」を考えて養成すべきと考えられた。 

更に、都道府県主導で養成される肝 Coは そ

の講義内容からは、その知識は一定とはいえな

い。肝炎対策基本指針にも記載され「肝炎医療

の均てん化」には、「肝 Coの知識の均てん化」

も必要不可欠で、島根県のように診療報酬可す

るためには、養成講習にはシラバス等を作成し、

最低教えるべき内容を示すことが急務で、また

CO活動内容を細かく示すことも必要である

（下図 案） 

 

 

E. 結論 

 コロナ禍で院内肝臓病教室の開催に影響を

出て再開も難しい状況である。 

 その一方で、肝 Co 養成は継続され市民公開

講座を肝臓病教室・Co 継続研修としてその開

催を広く周知が始まっている 

 肝 Co 養成数だけ増加させる時期はすぎ、①

肝炎ウイルス対策が必要な非専門医科への肝

Co 養成者を増加させる②養成講習で最低講義

をしないといけない内容の決定など、 

「肝 Co の均てん化」に向けた方策を検討する

ことが必要である。 
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分担研究報告書 

 

北海道における受検～受診～受療に至る効果検証と質向上のための 

肝炎医療コーディネーター養成のあり方 

 

研究分担者 小川浩司 北海道大学病院 消化器内科/肝疾患相談センター 

 

研究要旨 

北海道において 2017 年度より合計 6回の肝炎医療コーディネーター（肝炎 Co）研修会を開

催し、合計 752 名の肝炎 Co を養成し、全ての二次医療圏に肝炎 Co が配置された。2022 年

度に開催された北海道肝炎対策協議会において、肝炎 Coを自治体、肝疾患専門医療機関に

重点的に配置することを決定し、周知した。最も人口の多い札幌市においては、保健所およ

び検査実施医療機関に肝炎 Coを配置し医療機関受診確認率が飛躍的に向上した。今後地方

中都市などの主要都市への配置促進が望まれる。肝疾患専門医療機関においても、順調に配

置が促進しており、今後の非専門医対策への貢献が期待される。 

 

Ａ．研究目的 

  肝炎から肝硬変、肝癌への移行を減らす

ためには、肝炎ウイルスによる肝病態の進

展抑制が必要である。そのためには肝炎ウ

イルス検査の受検、受診、受療の促進が必要

である。肝炎医療コーディネーター（肝炎

Co）は肝炎に関する基礎的な知識や情報を

提供し、肝炎への理解の浸透、相談に対する

助言や相談窓口の案内、受検や受診の勧奨、

制度の説明などを行うこととされ、2017年

4 月に都道府県に養成するように通知され

ている。 

北海道においては 2017 年度に初めて肝

炎 Co 研修会を開催し、2022 年度までに合

計 6回の肝炎 Co 研修会を開催した。COVID-

19感染拡大のため、2020年度からはオンラ

インによる研修会を行った（図 1）。本報告

では北海道における肝炎 Co の配置状況に

ついて報告する。 

 

 

Ｂ．研究方法 

2017-2022 年度の北海道における肝炎 Co

の養成状況から、特に自治体、肝疾患専門医

療機関への配置状況について検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

肝炎 Coの養成状況 

北海道においては 2022 年度までに合計

752名の肝炎 Coを養成した。職種別では医

師 3%、看護師 35%、保健師 10%、薬剤師 

16%、製薬企業 2%、管理栄養士 4%、理学療

法士 1%、検査技師 5%、事務職 11%、MSW 9%

図1 北海道における肝炎医療コーディネーター研修会



であった（図 2）。 

 

医療圏別では依然として札幌圏が 465 名

と多かったが、21 ある二次医療圏に順調に

配置が進んでいた（図 3）。 

自治体における肝炎 Co の配置 

北海道の人口は 2020年 4月時点で約 526

万人であるが、35市 129町 15村の合計 179

もの自治体が存在している。非常に多くの

市町村が存在しているが、道庁所在地の札

幌市が約 196 万人で北海道人口の 37%を占

めている。その他の人口約 5 万人以上の地

方中都市 15 市を加えると、北海道人口の約

74%を占めている（図 4）。 

 

自治体の肝炎検査における肝炎対策を進

めるためには、保健師や市町村肝炎ウイル

ス検査担当者への肝炎 Co 取得は非常に重

要である。自治体における肝炎 Coは、経年

的に増加しており、2022年度では 57名（市

町村担当者 25 名、行政保健師 32 名）とな

った。21ある二次医療圏のうち、19二次医

療圏（90.5%）まで配置が進んでいる（図 5）。 

 

 最も大都市である札幌市では、以前より

非常に多くの肝炎ウイルス検査が行われて

いたが、医療機関受診確認率が低いことが

課題であった。札幌市の肝炎ウイルス検査

は大規模な健診医療機関で実施されている

ことが多く、検査実施数上位 10施設で、検

査実施数全体の 55%を占めていた。そのため、

札幌市保健所の担当者、検査実施数上位の

医療機関担当者へ肝炎 Co の配置を進めた

（2022 年時点で 21名）。また、札幌市保健

所から健診医療機関に、文書による受診確

認を実施したところ、2020 年度における医

療機関受診確認率は HBV で 39.9%、HCV で

63.5%と飛躍的に向上した（図 6）。 

図2 北海道肝炎医療コーディネーター（職種別）
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図4 北海道の人口分布

図5 北海道自治体における肝炎Co配置状況
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 また、札幌以外の地方中都市における肝

炎対策も重要である。北海道第 4 の人口を

有する苫小牧市では、担当者が肝炎 Coを取

得し、医療機関受診確認も向上している（図

7）。しかし、地方中都市においては検査実施

数、医療機関受診確認ともに十分ではない。

今後、地方中都市を中心に配置を促進する

ことが課題となっている。 

 

肝疾患専門医療機関における肝炎 Co配置 

 

北海道は広大であり、北海道における肝

炎対策、均霑化には肝疾患専門医療機関が

非常に重要である。北海道には肝疾患専門

医療機関が 189 施設あるが、その中でも他

科診療科を有している病院は 80 施設であ

った。その 80 施設において眼科は 67.5%、

整形外科は 93.8%で有していた（図 8）。非

専門医における肝炎ウイルス陽性者の拾い

上げを考えると、特に他科診療科の有して

いるこれらの肝疾患専門医療機関への肝炎

Co配置は重要である。 

 

北海道肝疾患専門医療機関においては順

調に肝炎 Co取得が進んでいる。専門医療機

関全体では 2022 年時点で 344 名が取得し、

全体の 43.9%に配置されていた（図 9）。他

科診療科を有している 80 施設においては

208 名肝炎 Co を取得し、62.5%で配置され

ていた（図 10）。 

 

 

Ｄ．考察 

北海道にて 2017年より合計 6回の研修会

を開催し、合計 752 人の肝炎 Co を養成し

た。依然として札幌圏に集中しているが、21

ある二次医療圏全てに肝炎 Co が配置され

た。北海道は広大ではあるが、その人口は札

図6 札幌市肝炎フォローアップの現状と肝炎Co配置
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図9 北海道肝疾患専門医療機関における肝炎Co配置状況
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幌を中心とする道央地区に集中している。

一方、地方は肝疾患専門医療機関、肝臓専門

医ともに少ない。北海道における肝炎対策

には、自治体や肝疾患専門医療機関におけ

る肝炎ウイルス陽性者を確実に受診、受療

につなげることが重要である。2022年 7月

6日に実施された肝炎対策協議会において、

自治体、肝疾患専門医療機関に肝炎 Co配置

を進めることを決定し、自治体、肝疾患専門

医療機関に周知された（図 11）。 

 

北海道の自治体においては 2022 年まで

に 57名の保健師、市町村担当者を配置する

ことが出来た。21ある二次医療圏のうち 19

二次医療圏（90.5%）に配置したが、北海道

には 189 自治体が存在している。大都市の

札幌市では多数の肝炎ウイルス検査が実施

され、保健所担当者、検査実施医療機関に肝

炎 Coを配置することにより、医療機関受診

確認は飛躍的に向上した。今後地方中都市

を中心に肝炎 Co 配置を促進することが重

要である。 

肝疾患専門医療機関への配置も順調に進

んでおり、2022年時点において全 179施設

では 43.9%、他科診療科を有している 80施

設では 62.5%に配置された。今後も肝疾患専

門医療機関において肝炎 Co 配置を進めて

いく必要がある。 

現在、北海道では 100‐150 人/年程度で

肝炎 Coを養成しているが、今後は自治体お

よび肝疾患専門医療機関における肝炎 Co

配置を重点的に進めていく必要がある。 

Ｅ．結論 

北海道においては合計 752名の肝炎 Coを

養成した。今後は自治体、肝疾患専門医療機

関を中心に配置を進めていく。 

 

Ｆ．政策提言および実務活動 

北海道大学病院肝疾患相談センター長と

して、厚労省肝炎対策推進室、肝疾患診療連

携拠点病院と連携し、肝炎に関する総合的

な施策の推進活動に携わっている。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

肝疾患診療連携拠点病院における肝炎医

療コーディネーターの現状 肝臓 62巻 2

号 96-98． 

 

２．学会発表 

1. 北海道における肝炎医療コーディネ

ーター養成状況 肝臓 61巻 Suppl.1 

A255（2020/04） 

2. 北海道における肝炎医療コーディネ

ーターの現状と活動状況 肝臓 62巻

Suppl.1 A238（2021/04） 

3. 北海道における肝炎医療コーディネ

ーターの現状と活動状況 肝臓 63巻

Suppl.1 A241 (2022/04) 

 

Ｈ．知的所有権の取得状況 

  なし 

１．特許取得 

特記事項なし 

２．実用新案登録 

特記事項なし 

３．その他 

特記事項なし

図11 北海道から自治体、肝疾患専門医療機関への周知
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

令和 2－4年度 分担研究報告書 

 

非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に関する研究 

岩手県における二次医療圏ごとの肝炎医療コーディネーターの配置と活動状況 

 

研究分担者 宮坂昭生  岩手医科大学内科学講座消化器内科分野 准教授 

研究協力者 吉田雄一  岩手医科大学内科学講座消化器内科分野 助教 

佐々木純子 岩手医科大学内科学講座消化器内科分野 

佐々木琢磨 岩手県保健福祉部医療政策室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A．研究目的 

肝がんの主な原因はウイルス性肝炎で

あるが、C型肝炎は治療法の進歩により、 

副作用の少ない内服薬で、慢性肝炎から

非代償性肝硬変まで治療が可能となり、

ウイルス排除率は約95％以上となった。

したが 

 

 

 

したがって、肝炎ウイルス検査を「受検」

し、ウイルス感染が疑われる場合は精密検

査を受けるために医療機関を「受診」して、

感染が確認されれば抗ウイルス薬による

治療を「受療」し、さらに治療後も定期的

な検査を受け、肝発がんの有無をみてゆく

研究要旨： 

今回、岩手県における二次医療圏ごとの肝炎医療コーディネーター（Co）の配置と必

要性、活動状況および「地域肝炎医療 Co連絡協議会」の実施について報告する。 

(1) 岩手県では 2010～2022年度までに 372名の肝炎医療 Coを養成し、全市町村への

配置は完了した。 

(2) 保健師、看護師が大部分を占めていたが、多職種へと広がる傾向があった。 

(3) 岩手県における 2 次医療圏は 9 医療圏あり、医療圏別にみた肝炎医療 Co の配置

では、盛岡医療圏と新幹線沿線の医療圏で多く、沿岸部の医療圏では少ない傾向

にあった。 

(4) 各医療圏には中核病院である県立病院が最低 1施設あるが、その中核病院の肝炎

医療 Co の人数は少なかった。 

(5) 岩手県肝疾患診療ネットワーク参加施設へ肝炎医療 Co の配置と必要性ついてア

ンケート調査を行った結果、専門医療機関＞肝炎かかりつけ医＞一般医療機関の

順で肝炎医療 Co が配置されており、専門医療機関でより必要とされていた。 

(6) 医療圏別にみた肝炎医療 Coの活動状況を把握するため肝炎医療 Coにアンケート

調査を行った結果、医療圏間で活動状況に差がみられた。 

(7) コミュニケーションを図りながら、実質的な活動に向けて取り組んでゆけるよう

にするため、2022年度は「地域肝炎医療 Co連絡協議会」を実施した。 
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「フォローアップ」が大切となる。こうし

た「受検」「受診」「受療」「フォローア

ップ」の各ステップで役割を発揮すること

が期待されているのが肝炎医療コーディ

ネーター（Co）であり、その育成が全国で

行われている。岩手県においても2010年よ

り養成が始まっている。今回、岩手県にお

ける二次医療圏ごとの肝炎医療Coの配置

状況と必要性、活動状況および2022年度に

実施した「地域肝炎医療Co連絡協議会」に

ついて報告する。 

 

B．研究方法 

（1）岩手県の肝炎医療 Coの養成状況と二

次医療圏ごとの配置状況について推移も

含め精査した。 

（2）岩手県肝疾患診療ネットワーク参加

施設へ肝炎医療 Coの配置状況および必要

性についてのアンケート調査を 2022 年度

に行い、その結果を解析した。 

（3）2021 年度は、活動状況などについて

岩手県の肝炎医療 Co に対してアンケート

調査を行い、その結果を二次医療圏ごとに

解析した。 

（4）2022 年度は 2020 年度に立ち上げた

「地域代表肝炎医療 Co連絡協議会」を実

施した。 

 

C．研究結果 

(1)-①岩手県の肝炎医療 Coの養成状況 

 岩手県では、県主導で 2010 年度から

2022 年度まで肝炎医療 Co を養成してき

た。2010 年度～2017 年度までは集合形式

で午前から午後にかけて講義を行い、その

後、認定試験を行い、合格者を肝炎医療 Co

に認定してきたが、肝炎医療 Co へのアン

ケート調査より、肝炎医療 Co 間の情報や

コミュニケーションの不足が窺われたた

め、2018年度より集合形式で午前に講義、

午後にワークショップを行い、その後、認

定試験を行う形に変更した。しかし、2020

年度はコロナ禍で集合形式での開催が困

難となったため、新たな試みとして、on 

lineでの肝炎医療 Co養成研修会を実施し

た。Web上で期間内に必須である５講義を

聴講した者に認定試験を受けてもらった

が、2021 年度からはさらに期間内に Web

上で必須である 6 講義を聴講した者にワ

ークショップと認定試験を受けてもらい、

合格者を肝炎医療 Co として認定した。

2010 年～2022 年度までに岩手県では 372

名の肝炎医療 Co を養成し、全市町村への

配置を完了した。 

2020年度 124名と 2021年度 152名の職

種別の比率を比較した（図 1）ところ 2020

年度は保健師 54％、看護師 34％であった

が、2021 年度は保健師 47％、看護師 32％

でやや減少した。一方、2020 年度に比べ

2021 年度は保健師、看護師以外の職種が

増えていた。 

 

図 1. 肝炎医療 Co の職種別比率の推移 
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(1)-②岩手県における二次医療圏ごとの

肝炎医療 Co の配置状況 

岩手県の 2 次医療圏は 9 医療圏あり、

医療圏別にみた肝炎医療 Co の配置を図 2

に示すが、人口の多い盛岡医療圏と新幹線

沿線の医療圏で肝炎医療 Co 数が多く、沿

岸部の医療圏では少ない傾向にあった（図

2）。 

図 2.二次医療圏別肝炎医療 Co 配置状況 

 

また、各医療圏には中核病院である県立

病院が最低 1施設あるが、その中核病院の

肝炎医療 Co は、M医療圏 5名、C医療圏 2

名、I医療圏 3名、R医療圏 3名、Ke医療

圏 0名、Ka医療圏 1名、Mi医療圏 1名、

Ku 医療圏 0 名、N 医療圏 2 名と各医療圏

の県立病院の肝炎医療 Coの人数は少なか

った（図 3）。 

 

図 3.二次医療圏別中核病院の 

肝炎医療 Co の配置 

 

(2) 岩手県肝疾患診療ネットワーク参加

施設へのアンケート調査 

2022 年度に岩手県肝疾患診療ネットワ

ーク参加施設へ肝炎医療 Co の配置状況お

よび必要性についてアンケート調査を行

った。 

岩手県肝疾患ネットワーク参加施設は拠

点病院 1 施設、専門医療機関 16施設、か

かりつけ医 64施設で構成されているが、

今回のアンケート調査の回答率は 88％

（70/80施設、内訳：専門医療機関 15/16

施設、かかりつけ医 55/66施設）であった。 

専門医療機関の肝炎医療 Co の配置は 15

施設中 8施設（53％）で、肝炎かかりつけ

医では 55施設中 14施設（26％）で「配置

あり」であった。また、以前に行ったアン

ケート調査では一般病院における肝炎医

療 Co の配置は 0％であった。一方、肝炎

医療 Coの必要性については「必要と思う」

は専門医療機関 60％、肝炎かかりつけ医

46％ではあった。（図 4）。 
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図 4．医療機関別肝炎医療 Coの 

配置状況と必要性 

 

専門医療機関 16 施設での配置と必要性に

ついて検討した（図 5）。 

  

図 5．肝炎医療 Co の配置と必要性 

[専門医療機関] 

 

「認定者がいて、肝炎医療 Co を必要と考

えている施設」は 6 施設、「認定者がいる

が、必要性か感じていない施設」が 1施設、

「認定者はいないが、肝炎医療 Coが必要

であると考えている施設」は 3 施設、「認

定者おらず、必要性について判断できない

施設」が 2 施設、「認定者もおらず，必要

性を感じていない施設」が 1施設、両方も

しくはどちらにかに未回答の施設が 3 施

設であった。 

(3) 肝炎医療 Coに対して行った活動状況

についてのアンケート調査 

肝炎医療 Co の活動状況を把握するため、

2021 年度に図 6 に示す項目についてアン

ケート調査を行った。 

 

図 6.肝炎医療 Co 活動状況に関するアンケート 

 

回答率は 42％（114 名/271 名）であり、

回答を頂いた肝炎医療 Coの内訳は図 7 に

示す通りで、M 医療圏、C医療圏で回答率

が高く、それ以外では低い傾向にあった。 

 

図 7．回答を頂いた肝炎医療 Co（114 名） 

 

(3)-①二次医療圏別肝炎医療 Co の活動状

況 

 二次医療圏別の肝炎医療 Co の活動状況

を図 8に示す。医療圏間で活動状況に差が

みられ、「特段の活動なし」と答えた肝炎
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医療 Coは、全体では 52％であったが、医

療圏間で差がみられた。 

 

 

 

図 8．二次医療圏別肝炎医療 Co 活動状況 

 

(4) 「地域代表肝炎医療 Co連絡協議会」

の実施 

「受検」「受診」「受療」をすすめ「フ

ォローアップ」を継続し、通院中断者を

減らすために、肝炎医療 Coとの連携が必

要である。そして、肝炎医療 Co と連携し

ながら問題を解決してゆく必要があり、

医療圏間で活動に差が生じないようにす

るため、2020年に「地域代表肝炎医療 Co

連絡協議会」を立ち上げ（図 9）、

 

図 9. 地域代表肝炎医療 Co 連絡協議会組織図 

 

2022年度は、各医療圏より 1～4名の肝炎

医療 Co、計 22名に参加頂き、地域代表肝

炎医療 Co連絡協議会を on line にて開催

した（図 10）。 

 

図 10．地域代表肝炎医療 Co 連絡協議会 

 

D．考察 

肝がんの主な原因が肝炎ウイルスであ

ることより、肝炎ウイルス検査の「受検」

「受診」「受療」「フォローアップ」を進め

てゆくことにより肝がんを予防してゆく

ことが重要である。そのため、各ステップ

を効率よく行なうための方策が必要であ

る。「受検」「受診」「受療」「フォローアッ

プ」を進めてゆくには肝炎医療 Coの働き

が不可欠であると考えられ、岩手県では、
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県主導で 2010 年度より肝炎医療 Co の育

成をはじめ、全市町村へ配置が完了した。

しかし、肝炎医療 Co の職種をみると、保

健師、看護師が大半を占めているため、多

職種の参加が望まれていた。そこで、2021

年度より多職種に肝炎医療 Co 養成研修会

への参加を呼びかけたところ、保健師、看

護師以外でも肝炎医療 Coを取得する方が

増える傾向にあった。そして、二次医療圏

別に肝炎医療 Co の配置をみると、各医療

圏に最低 1 施設ある中核病院である県立

病院の肝炎医療 Coの人数は少ない状況で

あったため、2022 年度に拠点病院、専門

医療機関、肝炎かかりつけ医が参加する岩

手県肝疾患診療ネットワークに対してア

ンケート調査を実施したところ、専門医療

機関＞肝炎かかりつけ医＞一般医療機関

の順で肝炎医療 Coが配置されており、専

門医療機関でより必要とされている結果

であった。そのため、2022 年度も肝炎医

療 Co 養成研修会の募集にあっては、募集

期間を長くし、多職種に参加を呼びかけ、

各医療圏の中核病院である県立病院およ

び一般医療機関については、科長、事務、

薬剤師、検査技師、栄養士、それぞれの部

署に募集要項を送った。総数 860 通を送

り、2022年の肝炎医療 Co養成研修会への

新規および更新者の参加人数は 61名であ

った。 

また、肝炎医療 Coの活動状況について

アンケート調査も行った。回答率は低かっ

たが、医療圏間で比較検討を行ったところ、

医療圏間で活動に差がみられた。その差を

縮めるために、2020 年度に立ち上げた「地

域代表肝炎医療 Co連絡協議会」を 2022年

度は on line にて実施した。活動報告など

を通して、円滑なコミュニケーションを図

りながら、地域の問題を解決するとともに

地域間の活動の格差を是正し、実質的な活

動に向けて取り組んでゆけるよう肝炎医

療 Coの活動を支援してゆく必要もある。 

 

E．結論 

岩手県の肝炎医療 Co の養成状況と二次

医療圏ごとの配置状況について精査する

とともに、岩手県肝疾患診療ネットワーク

参加施設へ肝炎医療 Coの配置と必要性つ

いてアンケート調査を行った。さらに、

2021 年度に活動状況についてアンケート

調査を行い、本年度は「地域肝炎医療 Co

連絡協議会」を実施した。 

(1) 岩手県では 2010～2022 年までに 372

名の肝炎医療 Coを養成し、全市町村

への配置は完了した。 

(2) 保健師、看護師が大部分を占めていた

が、多職種へと広がる傾向があった。 

(3) 岩手県における医療圏別にみた肝炎

医療 Coの配置では、盛岡医療圏と新

幹線沿線の医療圏で多く、沿岸部の医

療圏では少ない傾向にあった。 

(4) 各医療圏には中核病院である県立病

院が最低 1施設あるが、その中核病院

の肝炎医療 Coの人数は少なかった。 

(5) 岩手県肝疾患診療ネットワーク参加

施設へ肝炎医療 Coの配置と必要性つ

いてアンケート調査を行った結果、専

門医療機関＞肝炎かかりつけ医＞一

般医療機関の順で肝炎医療 Coが配置

されており、専門医療機関でより必要

とされていた。 

(6) 医療圏別にみた肝炎医療 Coの活動状

況を把握するため肝炎医療 Coにアン



7 
 

ケート調査を行った結果、医療圏間で

活動状況に差がみられた。 

(7) 円滑なコミュニケーションを図りな

がら、実質的な活動に向けて取り組ん

でゆけるようにするため、2022 年度

は「地域肝炎医療 Co連絡協議会」を

実施した。 

 

F．健康危険情報 

特記事項なし 
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における C 型非代償性肝硬変に対す

るベルパタスビル/ソホスブビル治療

の検討．第 62 回日本消化器病学会大
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本消化器病学会雑誌 117 巻臨増総
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3） 岩泉康子、三浦幸枝、宮坂昭生、 滝

川康裕. 肝疾患拠点病院としての肝

炎医療コーディネーターの活動と今

後の課題. 第 107 回日本消化器病学

会総会（東京）2021年 4月．抄録集：

日本消化器病学会雑誌 118 巻臨増総

会,A262． 

4) 吉田雄一、鈴木彰子、宮坂昭生、 滝
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型非代償性肝硬変に対するソホスブ
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後の門脈圧亢進症と肝発癌．第 29 回

日本門脈圧亢進症学会総会（大阪）

2022 年 9 月．抄録集：日本門脈圧亢

進症学会誌 28巻 3号,62. 

10) 吉田雄一、宮坂昭生、鈴木彰子、滝川

康裕. DAAs 治療 SVR 後の C 型肝炎患

者のインスリン抵抗性の推移につい

ての検討．第 26 回日本肝臓学会大会

（福岡）2021年 10月．抄録集：肝臓

63巻 Suppl.2,A553. 

11) 吉田雄一、宮坂昭生、松本主之．C型

肝炎 Post-SVR のフォローアップ最適

化をめぐる取り組み ウイルス学的

著効後 C 型肝炎患者に合併する生活

習慣病の検討．第 44 回日本肝臓学会
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書   

 

非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に関する研究 

山梨県の二次医療圏に注目した肝炎医療コーディネーター養成と活動 

 

研究分担者 井上泰輔 韮崎市立病院 病院長 

         山梨大学 消化器内科・肝疾患センター 講師 

 

研究要旨 

【背景】2009 年に山梨県で開始した肝炎医療コーディネーター（肝 Co）は 2018 年度には全

47 都道府県で養成されている。コロナウイルス蔓延化での活動と山梨県の二次医療圏に注

目した状況、甲信越ブロックでの状況活動を検討した。 

【方法】１）2020年度の山梨県の肝 Co活動を調査した。２）2009~2020年度に養成した肝

Co の配置状況を、二次医療圏、拠点病院、肝疾患に関する専門医療機関での職種別に確認

した。３）甲信越ブロックに属する新潟県、長野県、山梨県での肝 Co養成数と配置や活動

の把握・支援につき検討した。４）二次医療圏ごとに責任施設、責任医師を設定して活動の

取りまとめを行う体制を整備し、各圏責任者と拠点病院スタッフとで研究会を立ち上げた。 

【結果】１）2020年度は肝 Co養成講習会、スキルアップ講座、肝臓病教室とも WEB配信で

行った。養成講習会は前年と比較し参加者が増加した。相談会は開催できなかった。２）肝

Co総計 479 人のうち、二次医療圏別では中北地域で最多の 297人が養成され、看護師が 120

人と多く、社会保険労務士が 19 人と特徴的であった。峡南地域は 10 万人対が最多であっ

た。峡東地区と富士東部地域では 10 万人対がそれぞれ 26.2 人、21.4 人と県全体に比し少

数であった。拠点病院では養成 118人中在籍は 82人（69.5％）、実働は 66人（55.9％）と

異動や退職が確認された。病棟看護師が多く外来は少数であった。専門医療機関では職種の

偏りが大きく、3 職種以上が在籍する施設は 3 施設のみであった。全 12 施設中 2 施設では

不在であった。３）新潟県では 2011 年から 759人を養成し活動支援として拠点病院のホー

ムページにコーディネーター質問箱を設置している。長野県では 2018年から 158人を養成

し県へ活動状況報告書を毎年提出している。山梨県では甲府市 Co交流会を結成し、メール

リスト登録者に各種情報を配信している。４）山梨県の二次医療圏に責任施設、責任医師を

配置し、拠点病院とともに研究会を開催し各地での活動状況を報告しあって情報を共有し

均てん化につなげる活動を開始した。 

【結語】コロナ蔓延化でもＷＥＢを活用した肝 Co活動が可能であった。地域と施設ごとの

肝 Co配置確認により肝疾患に対する注目度の差や職種の偏りが判明した。甲信越各県では

他県で取り入れていない独自の企画を始めていた。二次医療圏ごとの責任施設を中心に地

域の課題を認識して改善に取り組み、県全体で情報を共有していきたい。 

 

Ａ．研究目的 

  肝炎医療コーディネーター（肝 Co、山梨

県では肝疾患コーディネーター）は 2009 年

に山梨県で主にウイルス性肝疾患患者への

啓蒙や各種制度説明、診療サポート等のた

めに養成が開始された。その後各地で養成



されるようになり 2018 年度には全 47 都道

府県まで広がっている。しかし 2020 年度に

はコロナウイルスの蔓延で活動が制限され

た。また各地での養成、活動内容は統一され

ておらず、職種や配置施設も規定されてい

ない。近年診療体制として 2 次医療圏での

管理が進められている。そこで山梨県にお

ける現在の肝 Co の配置状況を二次医療圏

と職種を考慮して検討し、問題点を今後の

養成や活動支援に繋げることを目的とした。

あわせて甲信越ブロックに属する新潟県、

長野県での養成・活動支援状況も確認した。 

Ｂ．研究方法 

１）肝疾患コーディネーター養成講習会は

例年 8 講義を 4 日間で受講し、認定試験を

受験していた。2020 年度は同様の 8講義を

WEB 配信期間(9 月 28 日から 10 月 23 日)に

受講して、10 月 29 日に山梨大学医学部臨

床講堂で、学部生の試験時に準じた十分な

感染対策をとったうえで行った。 

 

認定コーディネーター対象のスキルアップ

講座は例年会場に集合して講演やパネルデ

ィスカッション、グループワークや関連施

設の見学等を行ってきた。2020 年度は WEB

配信（11 月 21 日から 11 月 29 日）で 6 人

の講師（医師 2名、認定コーディネーター4

名：MSW、栄養士、保健師、行政職員各 1名）

による本県でコーディネーター養成を開始

した約 10 年前と現在の肝疾患を取り巻く

変化についての講演とした。 

肝臓病教室は病棟会議室で患者と患者家族

を対象に行ってきた。こちらも WEB配信（3

月 1日から 3月 28日）で医師 1名、コーデ

ィネーター認定栄養士 1名が講演した。 

 

２）山梨県における肝 Coの配置状況 

・二次医療圏別の肝 Co配置 

山梨県の全 27市町村 4つの 2次医療圏（中

北地域、峡南地域、峡東地域、富士・東部地

域）の肝 Coを職種別に確認した 

・山梨大学医学部付属病院の肝 Co配置 

診療連携拠点病院である山梨大学医学部付

属病院での肝 Co配置状況を確認した。 

・肝疾患に関する専門医療機関の肝 Co配置 

山梨県の肝疾患の専門医療機関 12 施設で

の肝 Co配置状況を職種別に確認した。 

３）甲信越ブロックに属する新潟県、長野

県、山梨県での肝 Co養成数と配置状況確認

や活動状況の把握・支援を肝疾患センター

担当者へのアンケートにより調査した。 

４）山梨県の 4 つの二次医療圏（中北、峡

南、峡東、富士・東部）と、中北に含まれる

が近年保健所が独立し人口の多い甲府市に

責任施設、責任医師を配置し、各医療圏ごと

の特性に合わせた活動を行うとともに、情

報を共有していくこととし、2022 年 10 月

13日に研究会を開催した。 

 



Ｃ．研究結果 

１）コーディネーター講習会を WEB で行っ

た 2020年度は 89名が応募し 65名が新規に

認定された。2018 年度の応募 35 名認定 33

名、2019年度応募 31 名認定 30 名と比較し

増加していた。2022 年度までの合計認定コ

ーディネーター数は 604名となった。 

スキルアップ講座の視聴者数は 77 名で、

2019年の参加者 40名、2018年の 37名と比

較しこちらも増加していた。 

例年拠点病院内と院外数か所で開催し、多

職種の肝疾患コーディネーターが相談員と

して対応してきた相談会については今年度

は１回も開催できなかった。 

２）肝 Coの配置状況 

・二次医療圏別の肝 Co配置 

2020 年度までに養成した全 479 人の肝 Co

中、山梨県在職は 421 人であった。中北地

域は合計 297人、人口 10万人対で 64.6人、

職種は看護師が最多で 120人（40.4％）、次

いで保健師 71 人（23.9％）、薬剤師 24 人

（8.1％）、そして社会保険労務士 19 人

（6.4％）が特徴的であった。峡南地域は計

53人、10万対 110.8人、保健師が最多で 20

人（37.7％）であった。峡東地域と富士・東

部地域は 10万人対でそれぞれ 26.2人、21.4

人と県全体の 51.9 人に比し少数であった。

全市町村では 18/27 (66.7%)に在籍してお

り、9市町村では不在であった。各医療圏と

甲府市の計 5 か所にある保健所ではすべて

に配置されていた。 

 

・拠点病院での肝 Co配置 

山梨大学医学部付属病院では 2020 年度ま

でに合計 118 人を養成していた。そのうち

現在も在職しているのは 82 人 (69.5%)で

あり、配置換え等を考慮した実働数は 66人

（養成者中 55.9％, 在職者中 80.6％）であ

った。職種では看護師が 40人と最多で、病

棟に 34人、外来は 4人であった。他職種と

しては臨床検査技師 17人、栄養士 5人、メ

ディカルソーシャルワーカー2人、薬剤師と

臨床工学士が 1人ずつであった。 

 

・専門医療機関の肝 Co配置 

山梨県では中北地域に 7 施設、峡南地域に

1施設、峡東地域と富士・東部地域に 2施設

ずつ、計 12施設が肝疾患診療の専門医療機

関として登録されている。10/12 施設に Co

が在籍しており 2 施設では不在であった。

最多の 19 人が在籍するＡ病院では看護師

が 18 人以外は社会福祉士 1 人のみであり、

3 番目に多いＣ病院では看護師は不在で事

務職 6 人と臨床検査技師 4 人とであり、施

設により職種の偏りが大きかった。3職種以

上が在籍する施設は 3 か所のみであった。

本件には専門医療機関と重複しない肝がん

重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機

関が 5 施設登録されているが、1 施設に看

護師 1名が在籍するのみであった。 



 

３）甲信越ブロックでの肝 Co養成・活動支

援 

・新潟県では 2011 年から肝 Co 養成を開始

し 2020 年度までに 759人認定している。県

の養成目標数は設定していない。施設別の

配置確認は拠点病院としてはおこなってお

らず、活動内容の把握もできていない。認定

者支援としてフォローアップ講習会のほか、

2020年 8月より拠点病院のホームページ上

に新潟県肝炎医療コーディネーター質問箱

を設置してコーディネーターからの活動上

の質問に対して拠点病院スタッフが対応を

開始している。 

・長野県では 2018 年から開始し 2020 年度

までに 158 人認定している。県の養成数目

標は設定していない。施設別の配置を県と

拠点病院で把握しており、3年に 1回 Co研

修会へ参加することにより認定更新として

いる。また毎年県へ活動状況報告書を提出

している。2020 年度の報告数は 74/108 通

であったが、活動なしとの報告もみられる。 

・山梨県では 2009 年から 2020 年度までに

479人認定している。目標数は設定しておら

ず認定更新制度も導入していない。配置状

況は県と拠点病院で職種を含めて把握して

いる。活動支援としては年 1 回のスキルア

ップ講座（2020年、2021年は WEB開催）の

ほか、甲府市では肝疾患コーディネーター

交流会を結成し、メールリスト登録者に不

定期に講演会案内や各種肝疾患関連情報を

配信している。2020 年 2 月～2021 年 3 月 

配信 17回、2021 年 4月～2022年 3月 配信

7回、2022年 4月～2023年 3月配信 15回。 

 

  

 

 

４）山梨県の 4 つの二次医療圏と甲府市に

それぞれ責任施設と責任医師として中北：

韮崎市立病院・井上泰輔、峡南：富士川病

院・中山康弘、峡東：山梨厚生病院・斎藤晴

久、富士・東部：富士吉田市立病院・松田政

徳、甲府：市立甲府病院・雨宮史武を配置し、

拠点病院スタッフと共に 2022年 10月 13日

に研究会を開催した。二次医療圏ごとの肝

Co養成状況や自治体検診受検数の情報共有

や、各圏の医療機関での肝 Co養成や院内肝



炎ウイルス陽性者対策等につき具体的な取

組を発表しあった。 

 

 

 

Ｄ．考察 

2020 年度の COVID-19 蔓延下で肝疾患コ

ーディネーター関連活動も大きな制限を受

け、多人数が集合する講演会や相談会は開

催できなかった。しかしインターネットを

用いた WEB 配信により養成講習会、スキル

アップ講座、肝臓病教室は開催可能であり、

移動や時間の制約がないため例年よりも参

加者が増加した。今後 COVID-19が収束した

後にも WEB やメールを利用した活動を取り

入れていきたい。山梨県では歴史的に過去

の日本住血吸虫症蔓延の有無で肝疾患への

注目度に差がある。二次医療圏別の肝 Co配

置を見ても住血吸虫の影響が少なかった東

部ほど人口 10 万人対での養成が少数であ

った。以前の検討ではこうした注目度を背

景にした対策の遅れが相対的に高率な HCV

感染者残存に繋がっている可能性が示唆さ

れており、今後行政、医療、住民への啓蒙に

力を入れ、肝 Co養成と残存 HCV症例の治療

に繋げる必要がある。山梨県社会保険労務

士会の理解があり社労士の養成数が多いの

は山梨県の特徴と言え、肝疾患患者の就労

対策に有意義であり今後も継続して協力し

ていきたい。拠点病院では養成数は多いが

退職や異動のため実働数は養成数の 55％で

あった。職種にも偏りが目立ち、今回の調査

を基に実働数の少ない部署での養成へ働き

かける予定である。専門医療機関ではさら

に偏りが強く、多くの施設で不在の職種が

目立つため現状をフィードバックして調整

するべきである。こうした対策をこれまで

は拠点病院と県とで全県に向けて発信して

きたが、今回二次医療圏ごとの責任機関・責

任医師を設定したことにより地域の実情に

合わせた活動が進んでいくことが期待され

る。甲信越ブロックの調査では新潟県での

ホームページ上の質問箱、長野県での活動

報告書、山梨県での甲府市肝 Co交流会メー

ル配信など各県独自の活動が確認された。

情報を共有してさらなる活動の活性化に繋

げたい。 

 

Ｅ．結論  

コロナ下で制約があっても肝 Co 活動は

可能であり WEB を用いた活動にもメリット

がある。二次医療圏ごとに肝炎対策に影響

する背景があるため各圏に責任施設・責任

医師を設定することにより今後の対策の活

性化が期待される。甲信越各県では他県で

取り入れていない独自の企画を始めていた。

情報を共有していきたい。 
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分担研究報告書 

 

埼玉県における肝炎コーディネーターの配置状況と活動実態 

 

研究分担者 内田義人 埼玉医科大学 消化器内科・肝臓内科 助教 

 

研究要旨 

埼玉県では 2021 年度までに 1,000 名を超える肝炎 Co を養成したが、その活動実績は低

く、特に 2020年度以降は新型コロナウイルス感染の流行によりさらに低下している。肝炎

Co の活動実態を明らかにするために肝炎コーディネーターへ活動に関するアンケート調査

およびパネルディスカッションを実施した。会場とウェブのハイブリッド形式で開催した

肝炎コーディネーター養成研修会、フォローアップ研修会において、肝炎コーディネーター

へ活動に関するアンケート調査およびパネルディスカッションを実施した。肝炎コーディ

ネーターの活動に関するアンケートは 152 件の回答が得られた。アンケート調査において

実際に活動していると回答したのは 37名（24%）で、同じ質問に対して 2020年度 39%，2021

年度 20%とほぼ横ばいであった。一方，活動に際して肝炎 Co の人数が足りていると回答し

たのは 94名（62%）で，2020 年度 54%，2021年度 57%と比して上昇した。また，肝炎 Coの

活動に新型コロナウイルス感染流行の影響があったかという質問に対して影響があったと

回答したのは，43 名（28%）であり，2020年度 42%，2021年度 39%に比して減少が続いてい

た。 

【結語】埼玉県における肝炎 Co の活動実態は依然として低いが，コロナ禍での活動に医療

施設や肝炎 Co が慣れてきており，今後肝炎 Co の活動アクティビティが活性化されること

が期待される。 

 

 

Ａ．研究目的 

  人口 10 万人あたりの肝臓専門医が 2.79

人（2017 年）と少ない埼玉県では、肝疾患

診療連携拠点病院以外に、県内を 10の医療

圏に区分し各医療圏に 1 つ以上の県指定の

地区拠点病院 16施設を設置し、肝疾患の治

療に取り組んでいる。さらに，平成 25年度

～29 年度に 477 名の肝炎 Co が誕生し，肝

臓専門医と共に肝炎治療に従事している。

肝炎 Coの内訳として，看護師 159 名，保健

師 9 名，栄養士 43 名，薬剤師 90 名，臨床

検査技師 112名，医療事務 40名，患者 8名，

その他 16名であり，その多くが肝疾患診療

連携拠点病院ないし地区拠点病院に所属し

ている。 

 さらに、平成 30年度には病院外で活動す

るコーディネーターを養成する目的で、肝

炎地域 Coの資格を設定し、病院内で活動す

る肝炎医療 Co とは別に養成研修会を実施

し，平成 30年度～令和 3年度に新たに肝炎

医療 Co403 名，肝炎地域 Co221 名を養成し

た。 

 そこで，埼玉県内における肝炎 Coの活動

実態を明らかにするために肝炎 Co へ活動



に関するアンケート調査およびパネルディ

スカッションを実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

 埼玉県県民健康センターおよび Zoom ウ

ェビナーを利用して、2022 年 11 月 3 日に

肝炎医療コーディネーター養成研修会、

2022 年 12 月 3 日に肝炎地域コーディネー

ター養成研修会を開催した。肝炎医療コー

ディネーター養成研修会では、肝疾患の基

礎的な知識（総論・各論）、県の肝炎に関す

る施策について、肝炎地域コーディネータ

ー養成研修会では、肝疾患の基礎的な知識

（初級）、県の肝炎に関する施策、仕事と治

療の両立支援について講義を行い、いずれ

の研修会においても google フォームを利

用して試験を行った。 

また、2022 年 11 月 2 日に埼玉県県民健

康センターおよび Zoom ウェビナーを利用

して開催した肝炎コーディネーターフォロ

ーアップへの申し込み時に、googleフォー

ムを利用して活動に関するアンケート調査

を実施するとともに、パネルディスカッシ

ョンにおいて肝炎 Co の活動実態と課題に

ついて討議した。 

 

 

 肝炎 Co の活動に関するアンケート内容

を以下に示す。 

・施設名 

・職種 

・在職年数 

・肝炎 Coの種類 

・肝炎 Coの活動ができているかどうか 

・肝炎 Coの活動に際して人数が足りている

かどうか 

・コロナ禍の影響の有無 

・活動でよかったこと 

・活動で困ったこと 

 

Ｃ．研究結果 

  令和 4年度に新たに肝炎医療 Co 77名と、

肝炎地域 Co 59名が誕生した。 

 肝炎 Coの活動に関するアンケートは 152

件の回答が得られた。職種は、検査技師が

39名（26%）と最多で、次いで看護師 33名

（22%）、薬剤師 30名（20%）、MA・医療事務

16名（11%）、管理栄養士 9名（6%）、保健師

5名（3%）、患者 3名(2%)、その他 17名(11%)

であった。 

 

 

 

在職年数は，10年目未満が 50名（33%），

10年目以上が 101名（66%），未記入１名で，

肝炎 Coの種類は，医療 Coが 119名（78%），

地域 Co が 20 名（17%），医療 Co と地域 Co

の両者取得が 7名（5%）であった。 

肝炎 Co として活動ができていると回答

したのは 37 名（24%）で、同じ質問に対し

て 2020 年度 39%，2021 年度 20%とほぼ横ば

いであった。 

 

 

 

活動に際して肝炎 Co の人数が足りてい

ると回答したのは 94名（62%）で，2020年

度 54%，2021 年度 57%と比して上昇した。 

検査技師
39人（25.7%）

看護師
33人（21.7%）

薬剤師
30人（19.7%）

医療事務・MA
16人（10.5%）

製薬会社
11人（7.2%）

管理栄養士
9人（5.9%）

その他
6人（3.9%）

保健師
5人（3.3%）

患者
3人（2.0%）

職種（n=152）
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これを職種別にみると，医療事務，管理栄養

士，臨床検査技師，薬剤師は Co が足りてい

ると回答した頻度が高かった（64.3%，77.8%，

74.4%，66.7%）が，看護師，行政保健師で低

かった（43.8%と 50.0%）。 

 

 

 

 各職種による活動のパネルディスカッシ

ョンでは，活動好事例として，臨床検査技師

からは検査部におけるウイルス肝炎陽性者

の拾い上げについて，薬剤師からは薬剤指

導における肝炎外来の設置，管理栄養士か

らは肝疾患患者に対する栄養指導やサルコ

ペニアへの取り組み，医療事務からはコロ

ナ禍おける診療の取り組み，ウェブを利用

した肝臓病教室の取り組みなどの発表があ

った。 

肝炎 Co の活動に新型コロナウイルス感

染流行の影響があったかという質問に対し

て影響があったと回答したのは，43名（28%）

であり，2020 年度 42%，2021 年度 39%に比

して減少が続いていた。 

 

 

 

 

Ｄ．考察 

 2022年度はアンケート調査において実際

に活動していると回答したのは 24%であり，

2020 年度の 39%と比して低下していたもの

の，2021年度の 20%と比して上昇していた。

一方で，新型コロナウイルス感染が活動に

影響があったと回答したのは 2020年度 42%，

2021 年度 39%，2022 年度 28%と減少が続い

ていることより，コロナ禍での活動に医療

施設や肝炎 Coが慣れてきており，今後肝炎

Coの活動アクティビティが活性化されるこ

とが期待される。 

 肝炎 Co 活動に際して肝炎 Co の人数が足

りていると回答したのは 62%で，2020年度，

2021年度と比して増加傾向が見られた。職

種別にみると，臨床検査技師，MA・医療事務，

管理栄養士は活動できていると回答した頻

度，人数が足りていると回答した頻度の両

者が高かった。これらの職種ではパネルデ

ィスカッションにおいても具体的な活動の

好事例が挙がっており，それぞれの施設に

おいて活動の好事例をもとに活動アクティ

ビティが高くなっていると考えられた。一

方で，看護師の Co は人数は足りているが,

活動ができていないと回答した頻度が高か

った。看護師は在職年数が 10 年以上の Co

が多く，Coとしての業務がすでに普段の一

般業務として取り込まれており，Coとして
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の活動としての実感がないことによる可能

性がある。 

 

Ｅ．結論 

 埼玉県における肝炎 Co の活動実態と配

置状況について検討した。今後は職種のみ

ならず医療圏ごとの解析を継続していく。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

(1) 内田義人，中山伸朗，持田智，PD6-5 埼

玉県における医療助成診断書に基づいた

DAA治療開始患者の解析：自治体検診と職域

検診での陽性者の比較，肝臓 第 61 巻 臨

時増刊号（１）A106 

(2) 赤羽典子，小針陽子，玉井彩加，内田

義人，持田智，SP2-2-17 埼玉県における肝

炎対策の新たな取組：一般医療機関におけ

る術前検査等での肝炎検査実施状況に関す

るアンケート調査，肝臓 第 61 巻 臨時創

刊号（１）A262 

(3) 玉井彩加, 赤羽典子, 内田義人, 持田

智，埼玉県における妊婦検診肝炎ウイルス

陽性者の現状と受診勧奨の取り組み，肝臓 

62巻 Suppl.1 Page A235 

(4) 内田義人, 飯塚綾子, 持田 智，医療費

助成診断書に基づいた DAA 治療開始患者の

解析，日本消化器病学会雑誌 118巻臨増総

会 Page A212 

(5) 飯塚綾子, 田山智美, 征矢野ゆみ子, 

内田義人, 持田 智，新型コロナウイルス感

染流行下で求められる肝炎コーディネータ

ーの活動，日本消化器病学会雑誌 118巻臨

増総会 Page A264 

(6) 飯塚綾子, 内田義人, 征矢野ゆみ子, 

森永江利, 坂本里恵, 内村常子, 持田 智，

多職種 Coの連携による肝がん・重度肝硬変

治療研究促進事業助成申請の取り組み，肝

臓 (0451-4203)63 巻 Suppl.1 Page 

A244(2022.04) 

(7) 内田義人, 持田 智，日本の肝がん死の

減少を目指して-受検・受診・受療・フォロ

ーの Cascade of care(疫学・政策) 埼玉

県における妊婦健康診査肝炎ウイルス陽性

者の現状と受診勧奨の取り組み，肝臓

(0451-4203)63 巻 Suppl.1 Page 

A180(2022.04) 

(8) 内田義人, 持田 智，病態に基づく肝疾

患医療連携の今後 妊婦健康診査肝炎ウイ

ルス陽性者の現状と受診勧奨の取り組み，

日本消化器病学会雑誌(0446-6586)119巻臨

増総会 Page A230(2022.03) 

 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし



 



厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書   

 

肝炎医療コーディネーター活動とその支援に関する研究 

 

研究分担者 玄田拓哉 順天堂大学医学部附属静岡病院消化器内科 教授 

研究協力者 渡邊京子 順天堂大学医学部附属静岡病院肝疾患相談支援センター 

川口真希子  同上 

大高宏文  同上 

 

研究要旨 

肝炎医療コーディネーター（Co）の県内 2次医療圏別の養成数と所属先、活動率を調査し、

配置・活動に差があることを明らかにした。肝炎医療 Co活動のモデルとして、肝炎ウイル

ス検査陽性者受診率向上を目的とした院内連携システムを構築し、連携パスと陽性者情報

集約システムなどを運用した結果、院内検査で見出された肝炎ウイルス検査陽性者の受診

数増加が確認された。また、県内肝炎医療 Co活動支援を目的とした Webページの作成を行

っている。 

 

Ａ．研究目的 

  肝炎医療コーディネーター（Co）活動の問

題点を明らかにするために、静岡県におけ

る２次医療圏を単位とした肝炎医療 Co の

配置と活動状況を調査する。次に、肝炎医療

Co活動モデルとして院内連携が肝炎ウイル

ス検査陽性者に受診率向上に寄与しうるか

を検討する。また、これらの検討で明らかと

なった肝炎医療 Co 活動を支援するための

Web ページ作成を試みる。 

 

Ｂ．研究方法と結果 

１）県内肝炎医療 Co 所属先と活動状況の調

査 

令和 3年度静岡県肝炎医療 Co活動報告を元

に、所属先と活動状況を解析した。静岡県で

は８つの２次医療圏において肝疾患の検

査・治療を担う地域肝疾患診療連携拠点病

院を設置し肝疾患かかりつけ医・一般医療

機関と協力、連携して肝炎対策を推進する

ことが掲げられている。この仕組みの中で、

肝炎医療 Co はそれぞれの医療機関に配置

され、円滑な肝炎医療を推進することが期

待されている。しかし、実際には静岡県の８

つの２次医療圏のうち加茂圏域において地

域肝疾患連携拠点病院が整備されていなか

った。また、圏域別の肝炎医療 Co数を調査

では、賀茂圏域において肝炎医療 Co数が最

も少ないことが判明した。さらに、関連は不

明だが、この圏域において肝疾患死亡率高

いことも判明した（図１）。 

 

図１ ２次医療圏別肝炎医療 Co 数と肝疾患死 

 



肝炎医療 Co 所属先として最多のものは地

域拠点病院であり、全肝炎医療 Co の 45％

がこのカテゴリーの所属先に勤務していた。

また、各所属先カテゴリーでの活動状況を

調査したところ、活動率が最も高い所属先

カテゴリーは県肝疾患拠点病院であり、二

番目に高いカテゴリーが地域肝疾患拠点病

院であった。一方、かかりつけ医所属の肝炎

医療 Co の活動率は他の所属先カテゴリー

と比較して最も低かった。 

２）肝炎医療 Co 院内連携モデルの構築 

院内肝炎ウイルス検査陽性者の動向を調査、

院内各部署に配置された肝炎医療 Co の連

携を構築し、専門科受診状況の変化を解析

した。当院における 2018 年 1 月から 12 月

に行われた HBs 抗原検査 18117 件、HCV 抗

体検査 17921 件の検査結果を確認したとこ

ろ、それぞれ 145件（1%）、331 件（2%）の

陽性者が確認された。これらの陽性者の専

門科（消化器内科）受診歴を確認したとこ

ろ、受診率はそれぞれ 47%、32％であり、半

数以上の陽性者が消化器内科受診に至って

いないことが判明した。この状況を改善す

るため、まず非専門科病棟と消化器内科外

来に配置された肝炎医療 Co の連携パスを

作成した。このパスにより、非専門科に入院

した患者は退院時に病棟肝炎医療 Co によ

る肝炎ウイルス検査結果確認後、陽性者は

消化器内科受診勧奨を受ける。また、陽性者

情報は消化器内科外来配置肝炎医療 Co に

伝わり、受診状況確認が行われる。この非専

門科病棟—消化器内科外来連携パスは 2019

年 12 月から 2020 年４月までの 5 か月間運

用したが、実際に消化器内科受診に至った

陽性者は 1 名のみであった。このため、検

査室に配置された肝炎医療 Coと連携し、肝

疾患相談支援センターで院内肝炎ウイルス

検査陽性者情報を一元管理できるシステム

を構築した。検査室から定期的に提供され

る陽性者の臨床情報を肝疾患相談支援セン

ター所属の肝炎医療 Coが確認し、消化器内

科医師と相談の上受診勧奨が必要な患者を

抽出、電子カルテに担当医宛注意喚起と受

診勧奨依頼を記載した。また事務部門所属

肝炎医療 Co に依頼して医療安全講習会を

開催し、肝炎ウイルス検査結果見落としの

医療リスクに関する情報を院内に周知した。

これらの活動の結果 2020 年 5 月から 12 月

の 6か月間で 23人の陽性者受診が確認され

た（図２）。 

 

図２ 院内肝炎ウイルス検査陽性者の消化器内科

受診数推移 

 

３）肝炎医療 Co活動を支援 Webページ作成 

肝炎医療 Co から聞き取りを行い要望の多

かった血液検査、疾患、薬剤、行政制度、肝

炎医療 Co活動に関する情報を医師、薬剤師、

看護師、事務職員が分担して執筆し、肝炎医

療 Co活動支援のための Webページとして作

成している（図３）。 

 

図３ 作成中の肝炎医療 Co 支援 Web ページ 

  



Ｄ．考察 

現在静岡県では地域肝疾患連携拠点病院

を中心に肝炎医療 Coが養成されている。し

かし、地域肝疾患連携拠点病院の存在しな

い 2 次医療圏が存在し、この圏域では肝炎

医療 Co の養成数が少ないことが判明した。

また、肝疾患かかりつけ医に所属する肝炎

医療 Coの活動率が低いことから、このカテ

ゴリーでの肝炎医療 Co 活動をサポートす

ることの重要性が示唆された。特に、地域肝

疾患連携拠点病院の存在しない 2 次医療圏

では、このカテゴリーの肝炎医療 Coの活動

が重要と考えられた。 

院内各部門に配置された肝炎医療 Co の連

携を構築することで、院内検査で見出され

た肝炎ウイルス検査陽性者を専門科受診に

誘導することが可能であった。特に、検査室

と肝疾患相談支援センター連携による陽性

者情報一元管理は有用と考えられた。今回

のケースのように、肝炎ウイルス陽性者に

関する院内問題を院内各部門に配置された

肝炎医療 Co で共有し連携を構築すること

は、問題解決に有用であることが示唆され

た。 

Ｅ．結論  

静岡県内の 2次医療圏では肝炎医療 Coの

配置・活動に差があり、その主な要因は地域

肝疾患連携拠点病院の有無と考えられる。

このような 2 次医療圏では肝疾患かかりつ

け医所属の肝炎医療 Co の活動が重要と考

えられる。また、院内肝炎医療 Co連携によ

り、肝炎ウイルス検査陽性者の受診状況を

改善することが可能である。 

 

 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

渡邊京子, 川口真希子, 大髙宏文, 玄田

拓哉. 当院における院内受診勧奨の取組 

現状と課題. 第 107回日本消化器病学会総

会. 東京 2021.4.17. 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                          



 



厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書   

 

非ウイルス性を含めた肝疾患トータルケアに資する人材育成等に関する研究 

～福井県おける肝炎医療コーディネーターの活動、配置と新規取り組み～ 

 

  研究分担者 野ツ俣和夫 福井県済生会病院 肝疾患センター長、副院長 

    研究分担者 真田 拓  同上       内科副部長 

    研究協力者 橋本まさみ 同上             看護師 

    研究協力者 佐竹公一  同上       事務  

 

研究要旨  

【背景】肝炎医療コーディネーター（Co）活動は、新型コロナ感染症蔓延以来、人集合型事

業や県との協働が不能となり、Co 配置、活動状況把握が不明となった。また病院に来れな

い肝炎ウイルス陽性者への対応や非ウイル姿勢肝疾患への関りが必要になっている。【方法】

① 福井県の Co活動の中心である a.診療従事者研修会、b.市民公開講座、c.肝炎医療 Co養

成研修会、d.ウイルス肝炎患者拾い上げ講習会につき、非集合型の方法を発案し実行 ② 

福井県の Co 配置、活動状況の調査 ③ 介護者（ケアマネージャー）の肝炎ウイルス陽性者

担当の実態把握 ④ 非ウイルス性肝疾患に対する Co の活動方針提示を行った。【結果】① 

a.診療従事者研修会は、完全 WEB 形式またはハイブリッド型で開催、b.市民公開講座は、ケ

ーブルテレビの番組を制作放送、C.Co 養成研修会は、基礎講義は Youtube で配信して事前

視聴とし実践の研修を WEB上で LIVE開催、d.ウイルス肝炎患者拾い上げ講習会は、レクチ

ャー動画を制作し、ホームページ掲載よび希望者への DVD 配布をした。② Co 配置状況把

握、活動状況把握がコロナ禍で不明確不十分と判明し、県との協働による対策を開始した。

③ケアマネージャーへのアンケート結果から病院に来れない被介護者ウイルス肝炎陽性者

の実態が判明し対策を開始した。④ 非ウイルス性肝疾患である脂肪肝患者の受検、受診、

受療推進における Co の関わりを示した。【結語】非集合型の新たな Co 活動方法を確立し、

Co 配置、活動状況把握が不十分であり進めており、被介護者肝炎ウイルス陽性者への介護

者を通じた把握、介入を開始し、非ウイルス性肝疾患に対する Coの関りを示した。これら

は全て Co活動において重要であり、引き続き取り組みが必要であると思われた。 

 

Ａ．研究目的 

C 型肝炎の撲滅を始めとした肝疾患患者

さんへの恩恵を達成するために肝炎医療コ

ーディネーター（Co）の存在が重要なのは周

知の事である。さらに積極的な Coの取り組

みを進める予定であったが、2020 年春以来

の新型コロナ感染症蔓延のため、主力であ

る人が集まり直接行う活動が出来なくなり、

活動が暗中模索に陥った。また、県はコロナ

対策に追われ活動不能になった。しかし、Co

活動の停止は認められず、①独自に非集合

型非接触型の方式に変更しての活動を確立

して実践する必要に迫られた。また、②コロ

ナ禍により Co配置、活動状況の把握が不明



瞭となった。また、自分で病院に来られる C

型肝炎患者さんはほぼ DAA 治療が完遂され

ているが、③病院に来れない被介護者など

のいわゆる社会的弱者が大勢存在し恩恵に

預かっておらず、ウイルス肝炎患者のソー

シャルインクルージョン（社会的包摂）達成

がなされていない。また、④非ウイス性、特

に脂肪肝関連肝疾患が増えておりウイルス

性肝炎と同様な Co の関わりが必要となっ

ているがいまだ確立されていない。これら

の課題の実態把握、解決することを目的と

した。 

Ｂ．研究方法 

 ①福井県の Co 活動の中心である a.肝疾

患診療従事者研修会、b.市民公開講座、c.Co

養成研修会、d.ウイルス肝炎患者拾い上げ

講習会の 4 つを、非集合型の方式に変更し

て実践を試みた。②Co 配置状況は 2018 年

以後 Co 研修会を受け認定された Co の配置

を調査し、活動報告書による活動状況を調

査し、結果から課題抽出、解決の実施を開始

した。③介護支援専門員協会と協働し、介護

支援専門員（ケアマネージャー）に対してウ

イルス肝炎に関するアンケートを行い、結

果から方策を検討した。④非ウイルス性肝

疾患（脂肪肝）患者の受検・受診・受療を進

めるための各職種の関りを考案した。 

Ｃ．研究結果 

① 非集合型方式の確立、実践： 

a. 肝疾患診療従事者研修会は、福井県の 

肝疾患診療従事者からの一般講演と著名な

講師を招いた特別講演さらに県および拠点

病院からのお知らせというこれまでの形を

踏襲したが、これらを完全 WEB 形式または

ハイブリッド方式で行った。県内肝疾患診

療従事者に広く事前登録のお知らせをし、

登録者に URL を送り、LIVE で行った。2020

年 11月より 8回（年 3回：完全 WEB 6回、

ハイブリッド 2 回）施行したが、受講者は

毎回約 150 名前後で、これまで遠方や、診

療中といった事情で会場に行けなかった先

生方の参加があったことは大きな利点であ

った。ログイン時間、ログイン後退出までの

時間の把握は可能であるが、講演途中にキ

ーワードを入れたり講演後アンケートを行

うなどの工夫を行って、実際に視聴してい

ただけるように工夫をする必要があると思

われた。b. 市民公開講座は、高齢の方は WEB

視聴が困難であることを予想して、福井ケ

ーブルテレビの番組制作を行った（3回施行。

年 1 回）。テーマは分かり易いものとして

2020年度“生活習慣と糖尿病と肝ぞう～生

活習慣病が肝ぞうの大敵！～”、 2021 年度

“肝ぞうか知れば知るほどおかしろい！食

とかんぞうのすごい関係”、2022年度“持続

可能な健康な肝臓を守るための目標（SLGs）”

と題し、医師、看護師、検査技師、管理栄養

士、理学療法士からの講義を、番組司会者と

の掛け合い形式で行った。2回目、3回目は、

特別講師の講演を番組内に挿入した。視聴

者が楽しく学べるようにクイズコーナーも

企画した。放映は複数回にわたり行った。1

回目は県内の一部の地区の放映であったが、

2 回目 3 回目は県全体の地区で行い好評を

得た。 

c. Co養成研修会は、長時間の WEB視聴は 

困難と予想し、初心者対象の養成研修は、講

義を事前に収録し Youtube で一定期間オン

デマンド視聴していただき、当日は 2 時間

の WEB上での LIVEウェビナーでコーディネ

ーター活動の実践に関する研修を行った（3

回施行。年 1 回）医師の参加が増え、遠方

の方の参加もみられた。また、WEBの一方的

な講義は、ながら視聴や集中力の問題があ

るため、途中投票機能を使ってリアルタイ

ムアンケートをとりながら進めることで双

方向性を高めるようにした。終了翌日に自

動送信するフォローアップメールに試験問

題へのリンクを貼り、期日までに解答、基準

を満たした者に認定証、バッジを提供した。



2022 年 2 月 25 日にコーディネーターフォ

ローアップ WEB研修を、Zoomのブレークア

ウトセッション機能を使ってグループディ

スカッション形式で行った。十分なディス

カッション、意見の共有が可能であり、きわ

めて有意義な会となった。2023年 3月 17日

に現地集合型でフォローアップ研修を開催

する予定だが、WEB上と対面それぞれの利点、

欠点を整理する予定である。 

d.ウイルス肝炎患者拾い上げ講習会は、福

井県の 10 地区医師会ですべて行う予定で

あったが、感染症蔓延以来出来なくなり、講

習の内容と同じ 5 テーマのレクチャー動画

を作成し、拠点病院ホームページより視聴

可能とした。県内の全医療機関に案内をし、

希望する医療機関には、DVD を送付した  

② Co の配置、活動把握状況の調査： 

福井県は、2018年に県が Co要綱を作成し、

知事が Co認定書を授与し、3年に 1回の Co

養成研修会が必須と定めた（コロナ禍のた

め今年度は 4 年に延長）。2018 年以後研会

に参加し認定書の授与を受けた Coは 319名

で、2次医療圏（4ヶ所）別、職種別の配置

状況を確認した（Fig.1）。職種別では、看護

師が最も多く全体の半数近くを占めるが、

全職種にわたっていた。2次医療県別では、

福井・坂井地区が最も多く、他地区の Co配

置数は少数に留まっていた。また本来 100％

配置が必要な施設である県施設（8ヶ所中 4

ヶ所）、市町村施設（17ヶ所中 13 ヶ所）、肝

専門医療機関（21 ヶ所中 6ヶ所）で Coが配

置されていない施設がみられた。肝臓非専

門医療病院 55病院中 39病院は Co設置がさ

れていなかった。 

 

 

 

 

 

Fig.1 2 次医療県別職種別 Co 配置数 

 

Co活動状況は、福井県で設定した活動報告

書を Coが年 1回提出し県が集積、解析する

ことになっているが、2020 年度の回答率は

20％以下、2021 年度は 2022 年 7 月に実施

するも県が集積、解析中、2022年度は 2023

年 3 月に実施予定となっている。結果から

は、実際の活動報告の把握がほとんどなさ

れていないと言わざるを得ない結果であっ

た。活動報告書については福井県独自の活

動状況報告書を設定しているが、アンケー

トの項目は具体性に欠け、詳細な把握は困

難であると思われた。全国で統一された活

動状況把握がなされることが望まれるもの

と思われる。 

看護職 

事務職 

検査技師 
栄養師 

その他 
医師 

薬剤師 



 

Fog.2 福井県活動状況報告書 

 

（参考）北陸他県の Co 数・配置状況と活動  

●石川県：2021 年 12 月時点で 238 名が把

握されている。2次医療県別では、石川・中

央で約半数を占めるが、職種別では看護師

62 名、薬剤師 10 名、管理栄養士 11 名、

MSW34名検査技師 2名、保健師 70名、事務

系 46 名とまんべんなく全職種に見られた。

活動状況は細かく調査されたが、約 20％ま

での施行状況であった。 

 

 

●富山県：2021 年 12 月の時点で 176 名の

Co が把握されている。2 次医療県別では富

山地区が半数を占めるが、職種は、保健師

82 名、薬剤師 14名、看護師 34 名、管理栄

養士 5名、健診業務者 19例、介護施設関係

者 27、行政 78名、健診関連 25例であった。

活動報告は検討されていなかった。 

  

③ 肝炎ウイルス陽性被介護者への対応： 

病院に来れない介護者が必要な、いわゆる

被介護者（社会的弱者）に最も関係の深い介

護支援専門員（ケアマネージャー）に C 型

肝炎アンケートを行った。福井県介護支援

専門員協会が実施し、福井県各地区のケア

マネージャー239名に実施した結果、C型肝

炎の概要は知っているが、最新治療や（DAA

治療認識約 30％）、肝臓関連の制度に関する

認識は低く、肝臓専門医との繋がりはほと

んどないことが判明した。また、多くの肝炎

患者を担当しており、肝炎ウイルス陽性で

未受診未治療の方が多いことが推測された。

肝炎ウイルス陽性被介護者の受診、治療に

結び付けるための方策を検討中である。ま

た、肝炎ウイルス陽性被介護者で施設利用

者に対する施設側の知識向上、施設利用者

の利便性向上のために、介護関連施設長、事

務所長宛てのアンケート実施を検討中であ

る。 

 

 

令和  年  月  日 

 

令和  年度福井県肝炎医療コーディネーター活動状況報告書 

 
（〒        ） 

所 在 地 

 

所属機関名 

 

氏   名                ㊞ 

 

（注）相談、啓発、勧奨を実施した範囲に応じて作成するものとする。この際、各人員については、報告可能な範
囲で記載するものとし、注記すべき点があれば備考欄に記載のこと。 

事項 報告内容 備考 

①コーディネータ

ー配置場所 
【配置場所（相談窓口）】 

 

 

 

 

②肝炎の相談業務 
【実施の可否】   実施  ／ 実施していない 

【主な相談内容】 

（治療、医療費助成、就労に関すること、肝炎訴訟等） 

 

 

 

③肝炎の啓発実施 
【実施の可否】   実施  ／ 実施していない 

【啓発対象者数】              人 

【実施方法】   （資料配付、説明会、他） 

 

 

 

 

 

 

 

④肝炎ウイルス検

査の受検勧奨 
【実施の可否】   実施  ／ 実施していない 

【実施期間】     年  月 ～  年  月 

【勧奨実施者数】              人 

 

 

 

 

⑤肝炎ウイルス陽

性者に対する受診

勧奨・フォローア

ップ 

【実施の可否】  実施  ／ 実施していない 

【実施期間】     年  月 ～  年  月 

【受診勧奨及びフォローアップ実施者数】   人 

 

 

 

 

⑥その他 
 

※上記①～⑤のいず

れにも該当しない活

動を実施した場合

は、「⑥その他」の欄

にその活動内容を記

載すること。 

石川県の2次医療圏別コーディネーター配置・活動状況

富山県の2次医療圏別コーディネーター配置状況

① C型肝炎を知っていますか？

はい いいえ 計

235 4 239 98.3%

1.7%

はい

いいえ

0
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100

150

200

250

血液 ウイ ルス 自治体 放置 飲み薬 医療助成 その他

・血液を介して感染する（229）
・ウイルス検査を受けて診断される（155）
・自治体によって無料検査がある（93）
・放置すると肝硬変・肝がんになる
可能性がある（205）

・のみ薬だけでほとんど治る（75）
・医療費補助制度の対象である（81）

② C型肝炎について知っていること



 

 

 

Fig.3 福井介護支援専門員アンケート結果 

 

④ 非ウイルス性肝疾患への Coの関り：            

Co養成研修会の中で、非ウイルス性肝疾患

の中の脂肪性肝疾患に対する Co の関心を

高めるために講義を行った。基礎的な知識

の講義とともに、脂肪性肝疾患の方への受

検、受診、受領推進のための各職種の関わり

方を提案した。 

 

 

福井県では、拠点病院である福井県済生会

病院で 2022年 4月に県内初の脂肪肝外来を

開設した。脂肪肝があり、肝障害、Fib-4 

index 1.3以上の方を紹介いただき、NIT（フ

ィブロスキャン、MRエラストグラフィ）、AI

診断（NASH scoep）などによりリスクの高

い脂肪肝患者を拾い上げ、精密検査治療に

結び付ける体制を整えている。Coによる患

者さんへの説明、指導体制を進めている。 

 

Ｄ．考察 

新型コロナ感染症蔓延は、Co活動に多大

な影響を及ぼした。すなわち活動の主力で

あった人集合型の診療従事者研修会、市民

公開講座、Co養成研修会、講習会が出来な

くなり、きわめて重要である県との協働活

動が、感染症対応に追われ不能となった。し

かし、肝疾患患者さんの健康を害すること

は許されず、福井県でも非集合型非接触型

の活動を模索し実施した。WEBを利用した研

修会、ケーブルテレビを利用した市民公開

講座、You tube、WEB機能を駆使した Co養

③受け持ち利用者に肝炎の方はいますか?

いる いない わからない 計

122 58 49 239

51.0%

28.5%

20.5%

はい いいえ わからない

④ 情報の入手経路

かかりつ
け医

利用者・
家族

主治医
意見書

その他 計

37 41 46 1 125

29.6%

32.8%

36.8%

0.8%

かかりつけ医 利用者 意見書 その他

⑤ C型肝炎についてのかかりつけ医・肝臓専門医
と連携が取れますか？

とれる とれない 計

117 122 239

49.0%
51.0%

とれる とれない

かかり
つけ医

専門医
どちら
とも

計

114 4 14 132 86.4%

3.0% 10.6%

かかりつけ 専門医 どちらでも

⑥ 連携が取れる場合誰と連携できますか？

⑦利用者に肝炎の治療を考えた方がいい人
はいますか？

いない いる わからない 計

166 7 66 239

69.5%

27.6%

2.9%

いない わからない いる

脂肪肝患者さんの診療流れにおける
コーディネーターの関わり①

• 肥満、糖尿病、以前肝機能異常を指摘された

↓ 受検推進

• 画像検査（エコーなど）で脂肪肝と言われた

↓ 受診推進①

• AST30以上、血小板20万以下、Fib-4 index 1.3以上の

↓ 受診推進②

• 非侵襲的な肝硬度（線維化）、肝脂肪定量検査を行う

↓ 受療推進①

• 脂肪肝炎、肝硬変の疑い例の確定診断を行う（入院肝生検）

↓ 受療推進②

• 診断された脂肪肝炎、肝硬変患者さんの治療（治験を含めた）、

• 指導（栄養、運動）を行い、肝癌進展を阻止する。

脂肪肝患者さんの診療流れにおける
コーディネーターの関わり②

肥満、糖尿病、以前肝障害歴のある方に画像検査を勧める

看護師、放射線技師

脂肪肝と言われた方に血液検査を勧める（かかりつけ医）

看護師、検査技師

脂肪肝で血液検査異常のある方に外来精密検査（フィブロス
キャン、MREなど）を勧める（専門医）

看護師、放射線技師

上記検査の結果、慢性肝炎、肝硬変疑いの方に入院精密検査
（肝生検）を勧める（専門医）

看護師、事務

NASHと診断された方に、治療（治験を含めた）案内、指導（栄養
運動）案内をする

薬剤師、栄養士、理学療養士、看護師

受検推進

受診推進①

受診推進②

受療推進①

受療推進②



成研修会、DVD、ホームページを利用した講

習会を発案し、実行し、方法を確立した。い

ずれも診療従事者や市民には一定の良い評

価を得ている。しかし、会を重ねるごとに、

一方的な情報提供に終わり双方向性の意思

疎通や深いディスカッションが困難である

ことが問題として浮かんできた。県との協

働が不能であり、他施設や他県との交流が

出来ず、独自の試みに終わり、発展性が乏し

いことも問題と考えられた。face to face

の会の重要性を新ためて理解出来た。一方

で非接触型の手法により、遠方や多忙で集

合出来ない方々の参加が可能になり、気軽

に参加出来るという利点も実感出来た。ま

た WEB の新たな機能を用いた進化した活動

もさらに可能性があるものと考えられた。

今後、感染症が落ち着いた後は、双方の利点

を生かし欠点をカバーして融合した Co 活

動を行っていくことが肝要と思われた。  

コロナ禍の影響により Co配置状況、活動

状況の把握が県との協働作業として機能出

来ておらず、今回の調査できわめて不十分

であることが判明した。すなわち、Co配置

は、本来 100％設置が求められる肝専門医療

機関、県機関、市町村機関において多数配置

されていないことが判明し、緊急の改善課

題と考えられた。2023 年 1 月 27 日に開か

れた福井県肝炎対策協議会で指摘し緊急に

改善する旨を対策委員の方々とともに認識

した。また、Co活動状況把握は拠点病院と

県との協働作業であるが、活動報告書提出

者がきわめて少なく、また集積、解析が大幅

に遅れており、これも緊急の課題であると

報告した。これら Co配置、活動状況把握の

改善は県と早急に協議し実行する予定であ

る。Co活動状況把握については、現在、福

井県独自の活動状況報告書（Fig.2）の提出

という形で行っているが、大雑把な抽象的

な把握方法であり、具体的な詳細な把握が

必要であると思われる。また、各県で独自に

ばらばらの方法で行うことには問題がある

と思われ、全国統一の活動把握基準を定め

て行う必要があり、これを実行することに

より把握が進むものと思われる。班全体で

取り組む必要があると考える。   

ウイルス肝炎は治療の発展とともにこれ

までの Co の献身的な啓蒙活動により目の

前の肝炎ウイルス罹患者は極めて減少した

ことが実感される。しかし、一方で病院に来

れない高齢者や被介護者などいわゆる社会

的弱者に対する啓蒙や診療は進んでいない

ことが予想された。またソーシャルインク

ルージョン（社会的包摂）の立場からもきわ

めて重要な課題と考えられた。福井県では、

2 年前より拠点病院が地区の介護関連の会

においてウイルス肝炎に対する知識の講義、

ウイルス駆除（DAA 療法）の有効性必要性を

重大性、緊急性と共に伝えたが、局所的な活

動であり、県全体に展開する方策を模索し

ていた。佐賀県で行われたケアマネージャ

ー対象のウイルス肝炎アンケートおよびケ

アマネージャーへの研修会参加呼びかけを

福井県でも行うことは重要と考え介護支援

専門協会に打診したところ、きわめて積極

的に賛同していただき、介護専門員大会で

ウイルス肝炎に関する発表をさせていただ

いた後、協会独自にケアマネージャーアン

ケート調査を実施していただいた。その結

果、多くのウイルス肝炎患者を担当してい

るにもかかわらず最新の肝炎関連情報、特

に治療（DAA療法）の認知度や肝炎制度の認

知度が低いことが判明した。いまだ Co研修

会への参加人数は少なく積極的に推進する

とともに、実際の未受診、未治療の肝炎ウイ

ルス陽性被介護者を治療に結び付けるため

に拠点病院と県の協力、介入の方策を提示

し、検討の上実施する予定である。最近、被

介護者の治療が少数例で行われているが、

介護施設を利用している被介護者から悲痛

の言葉が聞かれた。すなわち、肝炎ウイルス



陽性者の施設利用拒否、差別などが聞かれ

た。虐待ととられかねず、きわめて大きな緊

急の問題であり、介護施設、事務者宛てにケ

アマネージャーと同様なアンケートを行い、

ウイルス肝炎の啓発、実態把握を緊急に行

う予定を立て、早急に県と協議をする予定

である。さらにこのような取り組みは全国

的に行う必要があるものと考えている。 

非ウイルス性、特に脂肪性肝疾患が急激

に増加しており、Coが関わる必要性が出て

きている。ウイルス肝炎患者同様、受験、受

診、受領の促進を行うために今回、脂肪性肝

疾患診療アルゴリズムの中で、Co が関わる

方法を提案した。これからの Co活動の主力

になっていくものと思われ、Coは、脂肪性

肝疾患患者さんに正しい啓蒙を行うために、

脂肪性肝疾患に関する知識を深めるととも

に、関わり方の技術を取得する必要がある

ものと思われた。 

北陸 3県の Co配置状況は、一部中央市部

に偏っているものの全県に広がっており、

職種も全職種に及んでいる。さらに多数の

診療従事者に養成会に参加していただき Co

配置の充実を図っていく必要がある。しか

し、実際の活動は、やはりコロナ禍の影響で

困難となっている。一部のアンケート調査

では、活動状況は半分に満たない結果であ

った。また、活動内容の把握も、アンケート

調査に留まっており、実際の現場での活動

把握がなされていない。これは、コロナ禍が

収まった後には必要と思われる。3県間の連

絡、交流、ディスカッションを行っていきた

いと考えていたがまだ実現していない。、北

陸地区全体の Co 養成推進、レベルアップ、

どこでも実行が可能な模範的な研修方法や

実際の Co 活動方法の確立を行う必要があ

るものと思われた。 

 

Ｅ．結論 

コロナ禍の中、非集合型の手法を確立し、実

践することが可能であった一方、非集合型

の課題も明らかとなったが、今後非集合型、

集合型の双方の利点を生かし、進化した Co

活動を行っていくことが肝要である。また、

Coによる啓発範囲の拡大や非ウイス性疾患

への関わりを進めていく必要があるものと

思われた。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他  

なし



 

 

 



厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書   

 

非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に関する研究 

 

研究分担者 飯島尋子 兵庫医科大学 消化器内科学 教授 

 

研究要旨 

兵庫県は東西南北に広く、人口 540万人である。兵庫県の肝疾患診療に関わる二次医療圏

の各医療機関とのネットワークを構築し、中核施設を中心に県下全域の医療機関や職域を

含めた県民への啓発活動を目的に活動を開始している。二次医療圏は 10圏域あり、それぞ

れ肝炎医療コーディネーター（肝 Co）を配置し活動支援を行い、｢兵庫モデル｣の確立を目

指している。この数年は Covid-19の感染蔓延により、県民のみならず医療従事者への対面

での啓発活動が制限されており、紙面や Web での啓発資材の活用と推進が急務となってい

る。そこで、肝 Co の配置と配布媒体やデジタルコンテンツなどの活用による活動推進の効

果検証を行った。 

 

 

Ａ．研究目的 

兵庫モデルの確立のため、二次医療圏にお

ける肝疾患診療の均てん化と肝 Co の活躍

促進、コロナ禍において啓発ツールとして

のデジタルコンテンツの製作を行う。 

Ｂ．研究方法 

二次医療圏における医療の均てん化の目的

で拠点病院、専門医療機関、自治体、医師会

等と連携し中核病院の設置を行った。肝 Co

の活躍推進のため配置状況の把握、職種毎

の人数と専門医療機関の位置情報を加え、

今後の配置計画の必要性の見える化を行っ

た。 

コロナ禍における情報発信および啓発活動

の一環としてデジタルコンテンツと紙面に

よる受診や受検の啓発を行った。 

Ｃ．研究結果 

二次医療圏での専門医数および肝 Co の配

置状況の把握を行うことにより、兵庫県に

おける、中核施設ならびに自治体との連携

により今後の活動の方向が確立した。県内

における専門医偏在は明かであったが、拠

点病院と中核施設から医師を定期的に派遣

し、該当地区の協力医療機関や医師会へ情

報を発信し新規医療情報の提供を行うと共

に肝 Coの活躍の重要性を理解頂いた。 

 

 

 



肝 Co養成研修会は、コロナ禍よりオンラ

イン開催していたが、2022 年度からはオン

デマンド配信も導入することで、参加者が

増加した。 

各職種の肝 Co による講演や患者会を含む

パネルディスカッションなどをプログラム

に入れ、内容を充実させた。 

 

肝 Coの活動支援に関しては、患者会も含

め 2-3 ヶ月毎に Web ミーティングを行い、

各肝 Coの活動での課題を抽出、課題解決の

ための方法論やサポートについて拠点病院

と連携しながら進めてきた。 

さらに、肝 Co 動詞の横の連携の強化の１

つとして、LINE を立ち上げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍において、デジタルコンテンツや

紙面の活用は必須の手法である。 

紙面としては、ひょうご≪紙上≫肝臓病教

室を作成し、各施設へ郵送するとともに肝

疾患センターのホームページでも閲覧可能

としている。 

またデジタルコンテンツとして、受診や受

験の啓発として、動画を作成した。この動画

もホームページから視聴可能としている。 

 

肝 Co が各種の肝疾患患者への運動必要性

の啓発ツールとして兵庫県肝臓体操の動画

を作成した。これはホームページへ掲載す

るとともに、DVDを作成し、各専門機関、協

力施設に郵送し、活用していただいている。 

 



 

 

 

Ｄ．考察 

これまで兵庫県では肝 Co は 1000 人以上

養成されているものの、具体的な活動内容

に関する不安も多くあり、十分活用出来て

いなかった。横の繋がりの強化の 1 つとし

て LINE を立ち上げたが、今後は二次医療圏

にエリアサポート Co 配置し、繋がりの強化

を図る。さらに知識や最新の情報を共有す

るために、年 1 回はレベルアップためのス

キルアップ研修会への参加を推進したい。

今後は肝疾患専門医療機関や県全域医療機

関への啓発活動も同時に進め、各機関にお

ける肝 Coの活動推進に繋げていく。 

県民へ広く受検や受診を啓発するためには

ウイルス性肝炎拾い上げは、院内連携特に

術前スクリーニング検査陽性後の適切な専

門医への紹介等の事業の促進、臨床検査技

師会との連携が必須と考え、2023 年より協

力活動が決定した。さらに、薬剤師会や歯科

医師会との連携も重要と考えており自治体

への働きを行う必要がある。 

Ｅ．結論 

二次医療圏における肝疾患診療の均てん

化と肝 Co の活躍促進の兵庫モデルの確立

した。デジタルコンテンツを制作し、肝炎対

策のステップ「予防」「受検」「受診」の啓発

を行った。 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

上野 聖子, 多田 俊史, 中村 進一郎, 平

井 香恵, 横田 由美子, 谷内 美春, 谷川 

真由美, 笹野 優子, 大里 勇二, 江口 有

一郎, 飯島 尋子 

院内そして地域に根ざした肝炎医療コーデ

ィネーターの取り組み 

肝臓 63巻 suppl.(1) 2022, A224, SP2-P-2 

 

山本 晴菜, 江口 有一郎, 矢田 ともみ, 

大谷 綾, 中筋 幸司, 上野 聖子, 平井 香

恵, 志原 拓磨, 高嶋 智之, 藤本 康弘, 

鄭 浩柄, 金 秀基, 多田 俊史, 室井 延之, 

山本 宗男, 米澤 敦子, 飯島 尋子 

二次医療圏を単位とした自治体、拠点病院、

肝炎医療コーディネーターの配置と活動 

肝疾患診療ネットワーク構築「Hモデル」の

構築の基盤として 

肝臓 63巻 suppl.(1) 2022, A219, SP2-O-

12 

 
米澤 敦子, 江口 有一郎, 矢田 ともみ, 

飯島 尋子 

これからは肝炎医療コーディネーターが肝

疾患患者を救う時代 

肝臓 62巻 suppl.(1) 2021, A245, SP2-2-

15 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他



 



厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服緊急対策研究事業） 

分担研究報告書 

 

山口県における二次医療圏毎の肝炎医療コーディネーターの配置の均てん化と 

職種の特性を活かした活動の促進 

 

研究分担者 日髙 勲  済生会山口総合病院 消化器内科 

研究協力者 大野 高嗣 山口大学医学部附属病院 肝疾患センター 

 

研究要旨：肝炎ウイルス陽性者は減少傾向にあるものの、適切な受療に至っていない患者が

多く存在することが課題とされている。また、脂肪肝などの非ウイルス性肝疾患患者への受

療促進も課題であり、肝炎医療コーディネーター（肝 Co）の活躍が期待されている。山口

県では肝炎医療コーディネーター連絡協議会、地域部会を開催することにより、地域でのコ

ーディネーター活動が活性化された。また、二次医療圏毎の肝炎医療コーディネーターの配

置状況は良好であった。臨床検査技師を含む多職種連携による肝炎ウイルス検査陽性者へ

の院内受診勧奨の取り組みを実践した結果、適切な結果説明と院内紹介率上昇につながっ

た。また、病棟看護師による肝硬変や肝癌患者への「症状チェックシート」を用いた症状チ

ェックは有用であった。管理栄養士による非アルコール性脂肪性肝疾患患者へ継続的な栄

養指導は治療効果向上につながる可能性を認めた。これらは、職種の特性を活かした肝 Co

の活動として重要な役割である。 

 

Ａ．研究目的 

  わが国には、以前は約 350 万人の肝炎ウ

イルスキャリアがいると推定されていたが、

ウイルス性肝炎、特に C 型肝炎に対する治

療の進歩は目覚ましく、肝炎ウイルスキャ

リアの患者数は減少傾向にある。しかし専

門医に未受診の患者が多く存在することが

課題とされ、全国で肝炎検査の受検啓発や

陽性者の受診促進の取り組みが行われてい

る。山口県においても拠点病院と行政が連

携し、肝炎検査受検啓発や院内肝炎ウイル

ス検査陽性者対する受診勧奨などを実施し

てきた。 

また、肝硬変や肝癌に進行した患者への

受療支援や非アルコール性脂肪肝炎（NASH）

など非ウイルス性肝疾患患者への受療促進

など患者を適切な受療に導くための課題は

山積している。 

現在、全国で肝炎医療コーディネーター

（肝 Co）の養成が進んでおり、患者支援に

おける役割が期待されている。山口県では

2012年より「山口県肝疾患コーディネータ

ー」の名称で肝 Coの養成を開始し、2020年

までに 500名以上の肝 Coが養成され、様々

な医療職が肝 Coとなっている。山口県では

肝 Co が肝炎検査受検啓発活動や受診勧奨

など様々な活動を実施しており、本事業の

先行研究「肝炎ウイルス検査受検から受診、

受療に至る肝炎対策の効果検証と拡充に関

する研究」で報告してきた。 

本研究では、地域での肝 Co活動活性化に

つながる施策を見出すことを目的とすると

ともに、二次医療圏毎の肝 Co配置状況を確

認し、適切な肝 Coの配置がなされているか



検証する。 

 

さらに受診勧奨や受療支援における職種

毎の役割について検討し、職種の特性を活

かした肝 Co 活動を見出すことを目的とす

る。 

 また、肝炎医療コーディネーターへの情

報発信のツールとして LINE の活用を研究

班で検証予定であり、山口県における導入

を目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

地域での肝 Co 活動促進の取り組みと二次

医療圏毎の肝 Coの配置状況の検証 

2015年に設置した山口県肝疾患コーディ

ネーター連絡協議会、2019 年以降実施して

いる地域部会の活動状況と役割について現

状調査を行い、地域での肝 Co活動に有効な

方法を探索する。さらに、山口県と協力し、

二次医療圏毎の肝 Co 認定者数、職種の配置

状況について調査する。 

 

職域ごとの肝 Coの役割の検証と活動推進 

１）臨床検査技師を含む多職種連携による

院内受診勧奨システムの構築と専門医療機

関における院内受診勧奨の現状調査 

術前検査等で非専門診療科にて実施され

た肝炎ウイルス検査陽性者への適切な結果

説明と院内受診勧奨システムとして臨床検

査技師を含む多職種連携が有効であるか、

拠点病院および県内の肝疾患専門医療機関

でシステムを構築し、検証する。 

また、山口県内の肝疾患専門医療機関を

対象に院内受診勧奨実施状況や肝 Co の関

わりについてアンケート調査を実施する。 

２）肝硬変・肝細胞癌患者への看護師による

受療支援 

山口大学医学部附属病院において病棟看

護師による肝硬変患者に対する肝疾患関連

症状を確認する目的で独自に作成したの

「慢性肝疾患症状チェックシート」を用い

た症状チェックの有効性を検証する。さら

に肝細胞癌に対し分子標的薬内服中の患者

に対する副作用の早期発見に「症状チェッ

クシート」が有用か検証する。 

３）非アルコール性脂肪性肝疾患（NAFLD）

患者への栄養管理士による栄養指導 

管理栄養士による NAFLD 患者への栄養指

導が、継続的な指導や治療効果につながる

か、山口大学医学部附属病院で検証する。 

 

LINEを活用した情報発信の効果検証 

研究班で開発した LINEツール「肝炎医療

コーディネーター活動応援団」を山口県で

も導入可能か、山口県の肝 Coにおける LINE

の利用状況についてアンケート調査を実施

し検証する。 

 

Ｃ．研究結果 

地域での肝 Co活動促進の取り組み 

山口県では、肝疾患専門医療機関の指定

要件に肝 Coの在籍を含めており、地域の活

動促進のため、全国に先駆けて 2015 年より

山口県肝疾患コーディネーター連絡協議会

を設置し、二次医療圏毎の肝 Co活動把握に

努めている。協議会は年 1回開催しており、

肝 Coの活動の共通目標を設定し、各地域で

の 1 年間の活動報告と次年度の活動目標の

確認、県下での大きな啓発イベントの実施

について協議している。 

山口県の肝炎医療コーディネーターについて

・名称：山口県肝疾患コーディネーター
・2012年より養成開始
・認定証は知事名で発行
・対象職種：看護師、保健師、薬剤師、管理栄養士、

医療ソーシャルワーカー、臨床検査技師、OT/PT
※国家資格を有するコメディカルスタッフ

・任期：5年 更新制度あり
・2022年10月現在 624名認定



 

 

さらに、2017 年に地域での肝炎検査受検

啓発活動実施のため二次医療圏単位での会

合を開始したが、2019年からは「地域部会」

として開催を継続している。毎年 1 医療圏

で開催され、拠点病院の肝 Coも出席し、地

域の専門医療機関在籍の肝 Co と所轄の保

健所在籍の肝 Co 間での活動状況の情報共

有や地域での肝炎啓発イベント開催につい

て協議していた。2021 年度の山口県肝疾患

コーディネーター連絡協議会で協議し、

2022年度からは地域部会の活性化を図るこ

ととした。結果、2022 年度は下関と山口の

2医療圏で地域部会が開催された。 

 

 山口大学医学部附属病院肝疾患センター

ホームページに県内の肝 Co 活動報告を掲

載しているが、協議会や地域部会開催以降、

看護の日のイベントなど地域で多くの肝 Co

活動が実施されていた。 

 

二次医療圏毎の肝 Coの配置状況の検証 

2022年 12月末現在、596名の山口県肝疾

患コーディネーターが在籍しているが、山

口県が管理する名簿をもとに調査した結果、

二次医療圏毎の肝 Co在籍数は岩国医療圏 8

名、柳井医療圏 16 名、周南医療圏 59 名、

山口・防府医療圏 154 名、宇部・小野田医

療圏 236名、下関医療圏 72名、長門医療圏

27名、萩医療圏 23名であった。職種の分布

についても調査したが、すべての医療圏に

看護師、臨床検査技師、薬剤師、医療ソーシ

ャルワーカー（MSW）が在籍していた。 

 

 

職域ごとの肝 Coの役割の検証と活動推進 

１）臨床検査技師を含む多職種連携による

院内受診勧奨システムの構築と山口県内の

院内受診勧奨の現状調査 

山口県肝疾患専門医療機関

肝疾患専門医療機関の指定要件
1.日本肝臓学会認定肝臓専門医による診断と治療の決定が可能
2.抗ウイルス療法の実施が可能（学会等の診療ガイドラインに準ずる標
準的治療の実施）
3.肝がんのハイリスク群の同定と早期診断の実施が可能（ＣＴかつエ
コーを保有）
4.県等が実施する要診療者の追跡調査等への協力が可能
5.拠点病院等連絡協議会への参加が可能
6.山口県肝疾患診療連携拠点病院（山口大学医学部附属病院）が開催す
る肝疾患に関する研修会に参加が可能
7.肝疾患コーディネーターが在籍
8.県等が実施する肝疾患コーディネーター活動への協力が可能

山口大学医学部附属病院
肝疾患センター

【岩国】

岩国
医療

センター

【柳井】

周東
総合
病院

【光】

光総合
病院

【周南】

徳山
中央
病院

【防府】
県立
総合
医療

センター

【山口】
済生会
山口
総合
病院

【萩】

萩市民
病院

【長門】

長門総
合病院

【下関】

下関
医療

センター

【大学】

大学病院
消化器
内科病棟

【宇部・
美祢】

美東
病院

山口県

健康福祉部健康増進課

山口県肝疾患コーディネーター連絡協議会

地域リーダーコーディネーター

協議会メンバー
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域
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地域コーディネーター

2015年11月設置

統括コーディネーター

共通目標

ウイルス検査の受検者数を増やそう！
院内陽性者の受診勧奨を行おう！

二次医療圏毎の肝Co活動推進への取り組み

年1回協議会開催
各地域の活動報告

二次医療圏毎の肝Co活動促進への取り組み

地域部会の開催
・専門医療機関を中心に二次医療圏毎の肝Coが参加
・山口大学医学部附属病院肝疾患センターも出席
・健康福祉センターも可能な限り出席
・各医療機関での活動報告、大きなイベントへの協力依頼など協議

2017年 下関地区（肝炎検査啓発イベント打ち合わせ）
2018年 山口地区（肝炎検査啓発イベント打ち合わせ）
2019年 長門地域部会
2020年 長門地域部会
2021年 下関地域部会（Web会議）
山口県肝疾患コーディネーター連絡協議会で地域部会の活性化を協議
2022年 下関地域部会、山口地域部会

多くの医療機関で看護の日などに
啓発活動

肝疾患センターへ報告HP掲載分のみ

R1年（2019年）
小野田市民病院 看護の日5/9
岡田病院 看護の日5/10
阿知須共立病院 看護の日5/11
山口労災病院 看護の日5/11
宇部興産中央病院 看護の日5/15
済生会山口総合病院看護の日5/16
光市立大和総合病院病院祭9/7
長門総合病院 JAフェア10/5
美祢市立美東病院 福祉の市（地域祭）10/20
小郡第一病院 おごおり健康まつり11/3
光市立大和総合病院ひかりふるさとまつり11/17

肝Co協議会設置、地域部会開催により
地域での啓発活動、出張肝炎無料検査実施が増加！

2021年 山口県歯科医師会で出張肝炎検査実施
（済生会山口総合病院）

岩国 8名

柳井 16名山口・防府 154名

保健師 看護師 薬剤師 ������

管理栄養士 MSW OT/PT

宇部・小野田 236名 周南 59名

下関 72名

長門 27名 萩 23名

山口県における二次医療圏毎の肝Co数と職種の分布

2022年12月現在山口県肝疾患コーディネーター； 596名（任期５年、更新性）

２

１
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専門医療機関数



・山口大学医学部附属病院における臨床検

査技師を含む多職種連携による院内受診勧

奨 

山口大学医学部附属病院では先行研究に

より 2015 年より電子カルテ自動アラート

システム導入して、適切な結果説明と受診

勧奨に取り組んできた。しかし、効果は限定

的であったため、2019 年 7月より臨床検査

技師、看護師、専門医による多職種連携によ

る個別勧奨を開始した。具体的には、臨床検

査技師（肝 Co）が 1週間毎の肝炎ウイルス

検査陽性者を把握し、肝疾患相談支援室の

専任看護師（肝 Co）に報告、看護師が結果

対応状況を確認し、未対応の場合、肝疾患セ

ンター医師名にて電子カルテ上で主治医に

個別勧奨を行うシステムである。 

 

肝炎検査陽性アラート発令数は 2015 年

度 212件、2016年度 214件、2017 年度 217

件、2018 年度 199 件、2019 年度 207件と年

間約 200 件であった。陽性判明後 6 ヶ月以

内の対応率（結果説明率）は 2015 年度

25.0％、2016年度 26.2％、2017年度 37.3％、

2018 年度 47.7％、2019 年 4-6 月 56.8％、

2019 年 7-12 月 92.0％であり、対応率は多

職種連携による個別勧奨を開始後、飛躍的

に上昇した。 

 

 

・済生会山口総合病院における臨床検査技

師、看護師を中心とした多職種連携による

院内受診勧奨 

肝疾患専門医療機関である済生会山口総

合病院では 2018 年 4月より「肝炎対策チー

ム」立ち上げ、2ヶ月毎に会議を開催し、肝

炎検査受検啓発活動や院内受診勧奨を開始

した。スムーズな受診勧奨が行えるよう、す

べての病棟および透析室に肝 Co を配置で

きるよう取り組み、2021年には全病棟およ

び透析室に肝 Coを配置した。 

 

院内受診勧奨については、2018年より外

来看護師 1 名による取り組みを開始も、十

分に実施できていなかった。2021 年 4月に

多職種連携による新たな受診勧奨システム

を構築した。具体的には、2021年 6月に術

前検査等における肝炎検査の結果説明用紙

（精密検査のお勧め）を新規に作成し、結果

説明の必要性を医局会で、肝臓専門医より

非専門診療科の医師に周知した。さらに、

日々の検査陽性者を臨床検査技師（肝 Co）

が外来のリーダー看護師（肝 Co）に報告し、

山口大学医学部附属病院における
肝炎ウイルス検査陽性者に対する院内受診勧奨のスキーム
・2015年4月に電子カルテ自動アラートシステム導入

・2015年に医療安全講習会で電子カルテ自動アラートシステム周知

・2016年7月から2019年3月に各診療科での勉強会実施
看護師（肝Co）にも併せて説明、協力依頼

・2019年7月より 多職種連携による個別勧奨開始
臨床検査技師（肝Co）による陽性者拾い上げ（1週間毎）
と肝疾患センターNs（肝Co）・医師による個別勧奨

医療安全
講習会で講義

2 0 1 6 . 7-2 0 1 8
各診療科に
個別説明

多職種連携による
カルテ上での
個別勧奨

件数
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対応率

212件 214件 217件 199件 113件39件

肝臓内科・肝臓外科通院中を除く

受診勧奨アラート発令件数と対応率の推移

2018年4月に肝炎対策チームを立ち上げ
定期的（2ヶ月毎）に会議開催
職種：医師、看護師（外来、各病棟）、臨床検査技師、

薬剤師、管理栄養士、MSW、医療クラーク

【活動内容】
院内：看護の日に肝炎検査受検啓発活動

院内受診勧奨
患者・家族の生活面の支援、
服薬指導、栄養指導

院外：大学や県の啓発イベントに参加

済生会山口総合病院における肝Co活動

すべての病棟に肝Co配置を目標！
→2021年度に全病棟、透析室に配置完了



リーダー看護師が次回外来受診日もしくは

入院予定日を確認、外来もしくは病棟看護

師（肝 Co）へ連絡、各看護師が主治医の対

応を確認、未対応の場合、入院中もしくは次

回外来受診時に主治医に対応を依頼した。 

 

  臨床検査技師と外来看護師 1名のみで対

応していた 2019 年 9 月から 2020 年 8 月に

おける検査陽性者は 181 名でかかりつけ医

通院中を含む受診確認率は 15.5％、院内紹

介率は 4.9％であったが、多職種連携による

新たな受診勧奨を開始した 2021年 7月から

2022 年 8 月までの検査陽性者 89 名中、74

名に結果説明が行われ（対応率 73.1％）、25

名が院内紹介となり（紹介率 28.1％）、多職

種連携での取組開始後は十分な対応が行わ

れた。 

 

・専門医療機関での院内受診勧奨の現状 

 山口県では拠点病院事業として、山口大学

医学部附属病院より県内の肝疾患専門医療

機関に対し、院内受診勧奨の取り組みに関

する現状調査を実施してきた。そこで、2021

年 9 月に肝炎ウイルス陽性者への対応の現

状に関するアンケート調査を再度実施し、

前回調査（2019 年実施）と比較した。 

 

2019 年度の調査では、回答を得た 24 施

設中 18施設（75％）で何らかの取り組みが

実施されており、16施設で看護師や臨床検

査技師による取り組みが実施されていた。

2021年度の調査では、全全問医療機関 29施

設中 23 施設から回答があり、18 施設

（82.3％）で取り組みが実施され、16施設

で看護師や臨床検査技師による取り組みが

実施されていた。2021 年度には肝 Co 不在

施設はなく、8施設で取り組みに肝 Coが関

わっていた。 

 

２）肝硬変・肝細胞癌患者への看護師による

受療支援 

病棟看護師の肝 Co の役割として入院患

者への専門的看護がある。山口大学医学部

附属病院で、肝疾患関連症状を確認する目

的で独自に作成したの「慢性肝疾患症状チ

ェックシート」を用い、肝硬変を対象に入院

時に看護師による症状チェックを実施した。 

検査結果説明用紙

済生会山口総合病院における
臨床検査技師を含む多職種連携による肝炎検査陽性者受診勧奨

・2021年6月に検査結果説明用紙作成
医局会で検査結果説明の必要性、検査結果説明用紙について説明対応を依頼

・2021年7月より 検査結果説明用紙使用開始
外来および各病棟で医師（もしくは代理スタッフ）による
適切な結果説明および消化器内科への受診勧奨開始

多職種連携での受診勧奨開始後の状況 2021年7月～2022年8月

陽性者数 結果説明 対応率 院内紹介 紹介率

HBs抗原 29 26 89.7% 10 34.5%

HCV抗体 60 48 80.0% 15 25.0%

全体 89 74 83.1% 25 28.1%

これまでの対応状況 2019年9月～2020年8月

陽性者数 受診確認 受診確認率 院内紹介 紹介率

HBs抗原 77 13 16.9% 5 6.5%

HCV抗体 104 15 14.4% 4 6.5%

全体 181 28 15.5% 9 4.9%

院内肝炎検査陽性者への対応率、紹介率の推移

山口県肝疾患専門医療機関における
院内受診勧奨の取り組みに関する現状調査
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山口県内肝疾患専門医療機関における院内受診勧奨の現状



 

58 名で症状チェックを実施したところ、

79.3%の患者が何らかの自覚症状を有して

いることが判明し、症状チェックを契機に、

入院中に医師より新規処方につながった症

例を多く認め、論文報告した。 

 

さらに近年、肝細胞癌に対する治療とし

て分子標的薬投与の機会が増加したため、

分子標的薬を投与する患者を対象とした副

作用の確認シート「分子標的薬症状チェッ

クシート」を独自で作成した。 

2019年 4月より入院での投与開始時に投

与前後での副作用チェックを、2020年 4月

からは外来でも継続してチェックシートを

用いた副作用の確認を実施した。副作用の

出現時には主治医に報告するようシステム

を構築した結果、治療開始 3 か月後の治療

継続率は、使用前の 2018年度が 60.0％、入

院中のみ短期使用した 2019年度が 66.7％、

外来でも継続使用した 2020 年度が 75.0％

であり、治療継続率は上昇傾向となった。

2020 年度に 3 ヶ月以上治療が継続できた 6

症例中 5 症例では、チェックシートで副作

用出現確認後、医師より分子標的薬が減量

され、治療継続となっていた。 

 

３）NAFLD患者への管理栄養士による継続栄

養指導 

非アルコール脂肪性肝炎（NASH）や NAFLD

の治療の基本は食事・運動療法であり、栄養

指導が重要である。山口大学医学部附属病

院で栄養指導件数を調査したところ、肝疾

患に対する導件数は 2016 年以降毎年増加

していた。 

 

同院では NASH/NAFLD に対する肝生検目

的に入院する際には、入院中に可能な限り

初回栄養指導を実施している。2014年９月

から 2020 年 3 月に肝生検を施行した

NASH/NAFLD 患者 82 名における管理栄養士

（肝 Co）による栄養指導実施率は 78.0％で

あった。入院中に初回栄養指導を行われた

患者の継続栄養指導率は、転院のための中

止を除くと、6ヶ月後 77.3％、1年後 89.0％

（6ヶ月後継続者のうち）、2年後 92.0％（1

年後継続者のうち）であった。継続的な栄養

指導が実施された患者における体重が減少

慢性肝疾患（慢性肝炎・肝硬変）症状チェックシート

分子標的薬症状チェックシート
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外来でも継続してチェックシートを活用した群では
治療継続できた6例中5例が症状チェックシートに基づく
医師への進言により、分子標的薬を減量して治療を継続

肝癌に対する分子標的薬内服患者に対する症状チェックシートの活用

山口大学医学部附属病院作成

2018年度 2019年度 2020年度



した患者の割合は 6 ヶ月後 67.7％で、2 年

後 52.2％であった。血清 ALT値が低下した

患者の割合は、6 ヶ月後 87.9％、2 年後

73.9％でああった。継続栄養指導が体重減

量や ALT値低下につながっていた。 

 

LINEを活用した情報発信の効果検証 

 2020年度の山口県肝疾患コーディネータ

ー養成講習会受講者を対象に、LINEの利用

状況および LINE での肝 Co 情報提供につい

てアンケート調査を実施した。アンケート

は個人情報に配慮し、無記名で行った。対象

55名中 53名（96.4％）から回答を得た。20

代から 60 代と幅広い年代から回答を得た

が、LINE の利用率は 100％であった。LINE

アプリを用いた情報提供を実施した場合、

利用する 27 名、内容をみて利用を検討する

23名、計 50名（94.3％）よりアプリ利用に

前向きな回答を得た。 

 

結果を山口県に報告し、研究班作成の

LINEツール「肝炎医療コーディネーター活

動応援団」山口県版を作成した。2021 年 3

月に開催した山口県肝疾患コーディネータ

ー研修会参加者にアプリを周知、2021 年 4

月より LINE アプリによる情報提供を開始

した。 

 

 

Ｄ．考察 

全国で多くの肝 Coが養成され、肝炎ウイ

ルス検査の受検や適切な医療機関への受診、

専門的治療の受療を促進する取り組みにお

ける役割が期待されている。また、近年増加

傾向である NASH などの非ウイルス肝疾患

への肝 Coの関りも重要な課題である。しか

し肝 Coの在籍施設には偏りがあり、その役

割も明確になっていない。 

山口県では「山口県肝疾患コーディネー

ター」の名称で、2012年より肝 Coの養成を

開始した。初年度の対象職種は、保健師、看

護師のみであったが、その後、薬剤師、管理

栄養士、MSW、臨床検査技師、理学療法士・

作業療法士を対象職種に加え、2022年 10月

現在、550 名以上の肝 Co が在籍している。   

肝 Coの地域への均てん化のため、肝疾患

専門医療機関の認定要件に肝 Co 在籍を加

え、さらに 2015年には全国に先駆けて「肝

疾患コーディネーター連絡協議会」を設置

し、地域での活動の活性化に努めてきた。さ

らに 2019年からは二次医療圏単位での「地

域部会」も開催している。今回の検証の結

果、地域での肝 Co活動も活発に実施されて

おり、二次医療圏毎の肝 Coの配置状況を確

認したところ、すべての二次医療圏に多職

種の肝 Coが配置されていた。 

非ウイルス性肝疾患に対する継続栄養指導の効果

栄養指導継続率（転院を除く）

77.3％ 89.3％ 92.0％

2年後1年後6か月後

52.2％48.0％67.7％体重低下率

73.9％76.0％87.9％ALT改善率

2014年9月～2020年3月に肝生検を施行したNAFLD患者 82例



拠点病院と行政が協力して肝 Co の協議

会や地域部会を開催したことが地域におけ

る肝 Co 育成や活動促進につながっている

と推測された。特に、協議会において、肝 Co

活動の共通目標を設定することは、活動の

モチベーション向上につながり、必要な職

種の養成強化にもつながり、非常に重要と

考え、肝 Coの協議会の設置を「山口モデル」

として、全国に提言したい。また、地域部会

を開催することにより、地域での行政担当

者と医療機関の肝 Co が「顔の見える」関係

が構築され、肝炎検査受検啓発や受診勧奨

が活性化された事例も確認しており、今後

も地域部会の開催を促進していく予定であ

る。 

適切な医療機関を受診していない患者へ

の受療支援は重要な課題であり、肝炎検査

陽性者受診勧奨は肝 Co 活動として非常に

重要である。山口県では 2016 年より臨床検

査技師も肝 Co 資格取得の対象職種となっ

たことを契機に、拠点病院より研修会等を

通じて、臨床検査技師に受診勧奨へ積極的

に関わっていただくよう提案してきた。県

内の肝疾患専門医療機関を対象とした実態

調査では、院内の受診勧奨に看護師ととも

に、多くの臨床検査技師とが関わっている

ことが判明した。臨床検査技師と看護師を

含む多職種連携による受診勧奨システムの

有効性を拠点病院である山口大学医学部附

属病院および肝疾患専門医療機関である済

生会山口総合病院において検証したところ、

いずれにおいても、検査結果説明率、院内紹

介率とも上昇することが証明された。よっ

て、院内受診勧奨に臨床検査技師が関わる

ことは非常に有用であり、院内受診勧奨は

臨床検査技師の肝 Co としての重要な役割

と考えた。 

全国の肝 Co の中で、看護師はもっとも養

成数が多い職種である。山口県では、病院勤

務の看護師に地域での肝炎検査受検啓発活

動に協力いただき、これまで成果を得てき

たが、看護師の本来業務は肝疾患患者に対

する専門的看護の実践である。患者の受療

支援における役割として、山口大学医学部

附属病院で作成した「チェックシート」を用

いた肝硬変患者に対する関連症状の早期発

見の有用性が示された。さらに、肝細胞癌に

対する分子標的薬内服患者においても「チ

ェックシート」を用いた看護師による症状

チェックは副作用の早期発見や治療継続率

向上につながる可能性が示唆された。看護

師が肝 Coを取得することは、肝疾患の病態

への理解が深まり、患者への受療支援につ

ながると推察する。 

肝硬変や肝細胞癌の原因として、ウイル

ス性肝炎が減少傾向にある一方で、NAFLDな

どの脂肪肝によるものが増加している。

NASH/NAFLDにおいて食事療法は治療の基本

である。山口県では 2013年より管理栄養士

も肝 Co取得対象職種となり、山口大学医学

部附属病院栄養管理部の多くの管理栄養士

が肝 Co取得者している。今回、NAFLDに対

する栄養指導の継続率を調査したところ、

初回栄養指導として、患者を管理栄養士に

つなぐことができれば、栄養指導の継続率

は高く、さらに継続指導を行った患者では、

体重減少や肝障害改善（ALT値低下）にもつ

ながっていた。非ウイルス性肝疾患患者が

増加している今日では、管理栄養士の肝Ｃ

ｏとしての役割はますます重要になると考

える。 

 今後も、薬剤師によるＨＢＶ再活性化対

策などについても検証し、専門的知識を活

用した肝 Co活動の好事例を増やし、全国に

発信していきたい。 

 

Ｅ．結論 

 肝 Co 協議会や地域部会の設置は肝 Co の

配置の均てん化や地域での活動促進に有効

である。肝炎ウイルス検査陽性者院内受診



勧奨へ臨床検査技師が携わることは肝 Co

として重要な役割である。肝 Coによる受療

支援として、看護師による肝硬変、肝癌患者

への専門的看護や管理栄養士による栄養指

導があり、受療支援は肝疾患に対する治療

効果向上につながる可能性がある。 

 

F．政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

 肝 Co の協議会の設置や地域部会の開催

は肝疾患専門医療機関を中心とした地域で

の肝 Co 活動促進につながる可能性がある。 

多職種連携による院内受診勧奨は、未治

療患者の受療支援に有用で、多職種連携に

臨床検査技師の肝 Co が関わることは重要

である。全国で臨床検査技師の肝 Co 養成を

行う必要がある。 

 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

 山口大学在学中は附属病院肝疾患センタ

ー副センター長として、県内の肝 Co 養成の

中心的役割を担ってきたが、済生会山口総

合病院異動後も、肝 Co 養成講習会の講師を

担当し、新規コーディネーターの育成と活

動促進に取り組んでいる。 

 

G．研究発表  

１．論文発表 

日髙 勲、原野 純礼、大野 高嗣、佐伯 

一成、岩本 拓也、石川 剛、高見 太郎、

濱尾 照美、坂井田 功 「症状チェックシ

ート」を用いた肝硬変患者における症状早

期発見の試み  

肝臓 61:434-437, 2020 

日髙 勲、坂井田 勲  山口県における肝

炎対策の現状  

肝 臓 ク リ ニ カ ル ア ッ プ デ ー ト 

2020;6(2):277-280 

日髙 勲、大野 高嗣、藤永 亜季、増井 

美由紀、久永 拓郎、佐伯 一成、松本 俊

彦、丸本 芳雄、石川 剛、高見 太郎、川

野 怜緒、山﨑 隆弘、坂井田 功 臨床検

査技師を含む多職種連携による院内肝炎ウ

イルス検査陽性者受診勧奨の取り組み  

肝臓 62 448‐455，2021 

 

２．学会発表 

日髙 勲、坂井田 功。肝炎ウイルス検査陽

性者院内受診勧奨は新規 DAA 症例の掘り起

こしに有用である  

日本消化器病学会雑誌、117、臨時増刊号 

A82, 2020 

日髙 勲、大野 高嗣、坂井田 功。多職種

連携による院内肝炎ウイルス検査陽性者受

診勧奨は患者掘り起こしに有用である  

肝臓 61 Suppl(1) A107, 2020 

増井 美由紀、日髙 勲、結城 美重、坂井

田 功。山口県における肝炎医療コーディ

ネーター活動の現状と協議会の活用 

肝臓、61 Suppl(1) A236, 2020 

日髙 勲、大野 高嗣、坂井田 功。チーム

医療で取り組む院内肝炎ウイルス検査陽性

者受診勧奨 

肝臓 61 Suppl(3) A781, 2020 

藤永 亜季、日髙 勲、大野 高嗣、増井 

美由紀、山﨑 隆弘、坂井田 功 臨床検

査技師を含む多職種連携による院内肝炎

ウイルス検査陽性者受診勧奨の取り組み  

肝臓 62 Suppl(1) A239, 2021 

藤田 睦、日髙 勲、藤井 愛子、福田 有

子、有冨 早苗、大野 高嗣、佐伯 一成、

堀尾 佳子 NAFLD 患者における栄養指導

の継続率と継続指導の有用性の検討  

肥満研究 Suppl(1) A91, 2022 

日髙 勲、花田 浩 市中病院における健

診部での肝炎検査受検啓発と院内受診勧奨

の取り組み  

肝臓 63 Suppl(1) A359,2022 

上利 早紀、日髙 勲、沖田 順子、西村 

知子、松井 みとみ、長田 英一、花田 浩 



当院における多職種連携による院内肝炎陽

性者受診勧奨の取り組み  

肝臓 63 Suppl(1) A224,2022 

 

３．その他 

啓発活動 

日髙 勲：講演「肝炎撲滅を目指した受検・

受診・受療の取り組み～山口県肝疾患コー

ディネーターとともに～」 

山口県肝炎医療コーディネーター研修会 

2020年 10月 Web配信 主催：日本肝臓学

会、山口大学医学部附属病院肝疾患センタ

ー 

日髙 勲：講演「肝炎医療コーディネーター

の役割」 

令和 2 年度山口県肝疾患コーディネーター

養成講習会 2020年 11月 15日 主催：山

口県、山口大学医学部附属病院 

日髙 勲：講演「C型肝炎撲滅を目指して 

～最新治療と臨床検査技師と連携した院内

受診勧奨～」 

山口県臨床検査技師会生物化学部門研修会 

2021 年 2 月 27 日 主催：山口県臨床検査

技師会 

日髙 勲：講演「ウイルス性肝炎の基礎知

識～母子感染予防と必要な支援～」 

令和 3年度母子保健研修会（第 1回） 

2021 年 7月 27日 主催：山口県健康づく

りセンター 

日髙 勲：講演「多職種で取り組む肝炎医

療コーディネーター活動」 

令和 3 年度第 1 回香川県肝炎医療コーデ

ィネーター養成研修会  

2021 年 10月 16日 主催：香川県 

日髙 勲：講演「ウイルス性肝炎に関する

患者・家族指導に必要な知識を学ぼう」 

令和 3 年度 山口県看護協会一般教育研

修 

2021 年 11 月 27 日 主催：山口県看護協

会 

日髙 勲：講演「多職種協働で取り組む受

検・受診・受療～山口県における肝炎対策

11年の歩み～」 

令和 3年度肝疾患研修会  

2021 年 11 月 30 日 主催：山口大学医学

部附属病院 

 

H．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 



 



厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書   

 

1)健診施設におけるデジタルサイネージによる肝炎ウイルス受検の勧奨 

2)福岡県における二次医療圏別の肝炎医療コーディネーターの配置等 

に関する研究 

3) 福岡県における肝 Coの活躍のための工夫 

 

研究分担者 井出達也 久留米大学医学部内科学講座 医療センター 教授 

 

研究要旨 

研究 1)【背景】職場健診において、ウイルス肝炎検査受検率は低く、デジタルサイネー

ジを設置し、肝炎検査の受検率増加が認められるかを検証した。【方法】福岡県久留米市の

聖マリアヘルスケアセンターに、デジタルサイネージを２台購入、設置し、ウイルス肝炎に

関するコンテンツを流し、アンケート調査を行った。【結果】アンケート結果 42名：健診当

日に肝炎検査を追加した理由として最も多かったのは、健診案内の中に入っていたちらし

であった(20名)。デジタルサイネージを見て受けた人も５名あった。【結語】健診センター

にデジタルサイネージを設置し、一定の効果が得られた。 

研究 2) 【背景】近年、ウイルス性肝炎の治療が飛躍的に向上したが、抗ウイルス治療を

行わず肝癌に進展した例などが散見される。このような患者をいかに受診、受療まで持ち込

むかが重要で肝炎医療コーディネーター（肝 Co）の活動が欠かせない。福岡県における肝

Coの配置状況について、二次医療圏別に解析し、今後の肝 Coの養成や活動の一助にするこ

とを目的とした。【方法】福岡県の肝 Coの養成数、二次医療圏(13医療圏)別の肝 Coの人数、

人口あたりの人数、職種、活動状況を解析した。【結果】１）肝 Coの養成数は年々順調に増

えていた。２）肝 Co の養成人数は、地域差があり、とくに県北部が少なかった。３）フォ

ローアップセミナ-に参加した肝 Coの約 4割が活動できていた。【結語】福岡県における肝

Co養成数は多いが、地域差がありとくに県北部の養成数増加の方策を考える必要がある。 

研究 3) 【背景】近年、肝 Coの養成数は増加しているが、今後は肝 Coの数や質を上げる

ため、その方策を考え、肝 Coセミナーの工夫や助成研究事業への肝 Coの介入を検討した。

【方法】肝 Coを増やすための方法として、福岡県で今年で 2回目となる福岡県肝疾患専門

医療機関を対象に連絡協議会行った。肝 Coの活躍状況を説明し、養成の依頼を行った。肝

Coの質を上げるための方法として、肝 Coの養成セミナーの工夫を行った。肝がん・重度肝

硬変治療研究促進事業に、肝 Co が関わることで、その申請件数の増加を試みた。【結果】肝

Coの数の増加の有無は、来年度以降集計する。養成セミナーは、WEB配信となったが、職業

別にディスカッションを行ったことで、好評であった。肝がん・重度肝硬変治療研究促進事

業は、2018 年 12 月から 2022 年 5 月まで当院の制度利用者は０名であったが、医事課や肝

Coでシステムを組むことにより、2022年 6-8月で 7名の利用者があった。【結語】肝 Coの

量や質をあげ、工夫することで、肝 Coが活躍できる場が生み出されていくものと思われた。



Ａ．研究目的 

研究 1) 

職場健診において、ウイルス肝炎検査項

目が必須になっていない健診においては、

その受検率は低く、通常 1%前後とされ、受

検率上昇が課題である。中小企業の保険者

である協会けんぽなどでは、健診の案内と

一緒にリーフレットなどを同封し受検勧奨

を行っている。以前ソフトバンクロボティ

クスのペッパー君を設置し、ウイルス肝炎

検査の受検を勧奨し、一定の効果を得たが、

その際、同時に設置したデジタルサイネー

ジ 

の方が、受検率が高かった。そこで、今回デ

ジタルサイネージを拡充し、肝炎ウイルス

受検率の向上をめざした。 

研究 2) 

近年、ウイルス性肝炎の治療が飛躍的に

向上した、一方で、依然として肝炎ウイルス

の検査を未施行で肝癌まで進展した例、肝

炎ウイルス陽性を認識していながら抗ウイ

ルス治療を行わず肝癌に進展した例などが

散見される。従って、このような患者をいか

に受診、受療まで持ち込むかが重要である

が、医師のみでは不可能である。すなわち治

療に積極的でない医師、無関心の医師、誤診

したり知識不足の医師もいるのが現状であ

る。そこで、患者に、より多くの医療従事者

が関わり、肝炎治療の動機やタイミングが

得られるきっかけを生むことが必要と思わ

れる。そのような活動に肝炎医療コーディ

ネーター（肝 Co）の活躍が非常に重要にな

っている。今回福岡県における肝 Co の配置

状況について、二次医療圏別に解析し、今後

の肝 Co の養成や活動の一助になることを

目的とした。 

研究 3) 

近年、肝 Co の養成数は増加しているが、

今後は肝 Co のさらなる増加や質を上げる

ため、その方策を考え、肝 Coセミナーの工

夫や助成研究事業への肝 Co の介入を検討

した。また、肝がん・重度肝硬変治療研究促

進事業は、当院において 2018 年 12 月から

2022年 5月まで制度利用者は０名であった

ため制度利用促進のための方策を考案する

こととした。 

 

Ｂ．研究方法と結果 

研究１） 

福岡県久留米市の聖マリア病院ヘルスケ

アセンターに、２台のデジタルサイネージ

を設置し、ウイルス肝炎に関するコンテン

ツを導入することとした。なお設置や勧奨、

データ解析は、同病院ヘルスケアセンター

の肝炎医療コーディネーターの岡田尚子保

健師および福井卓子医師によって行われ、

コンテンツは佐賀大学肝疾患センター、江

口有一郎、藤岳夕歌によって作成されたも

のをもとに、岡田尚子保健師および福井卓

子医師が追加作成した。同センターの待合

室に設置した２台のデジタルサイネージに

コンテンツを放映し、検診の合間に見てい

ただき、受検者に対して、アンケートを行っ

た。 

アンケート期間は、2020 年 2 月 10 日から

2020年 4月 6日で、対象は、協会けんぽに

よる健康診断受診者で、アンケート内容は

保健師による直接聞き取りで、肝炎検査歴

の有無、当日の肝炎検査受検状況、当日肝炎

検査を受けた理由である。この研究は、聖マ

リア病院内で倫理委員会により承認を受け

ている。 



 

研究 2)  

福岡県の肝 Co の養成数の推移を検討し

た。養成は当センターで肝 Co養成セミナー

を主催し認定しているため、当センターに

あるデータを用いた。 

二次医療圏(13 医療圏)別の肝 Co の人数、

人口あたりの人数、職種、活動状況を解析し

た。二次医療圏およびその人口は、平成 29

年度に福岡県庁ホームページで公表されて

いる統計数字を用いた。活動状況に関して

は、令和 3 年 8 月 27 日に行われた肝 Co フ

ォローアップセミナー(肝 Co 資格を一度は

取得した方のスキルアップセミナー)参加

者のアンケート調査をもとに二次医療圏別

に検討した。 

研究 3)  

肝 Coを増やすための方法として、福岡県

で今年で 2 回目となる福岡県肝疾患専門医

療機関(67医療機関) 連絡協議会を 福岡市

で現地開催し、Co の活躍状況を説明し、養

成の依頼を行った。肝 Coの質を上げるため

の方法として、職種によってやや活動状況

が異なることから、肝 Coフォローアップセ

ミナーの内容の工夫を行った。 

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業は

2018年に制度が開始されたが、申請者数は

増加しなかったため 2021 年に要件緩和が

行われた。当院でも要件緩和に伴い外来主

治医へ制度の説明を行い、病棟および外来

へのポスター掲示を強化したがそれでも申

請はなく、久留米大学病院では、2022 年 5

月まで制度利用者は０名であった。そこで、

申請までステップを細かく分け、様々な職

種が関わり連携することとし、その一つに

肝 Coが関わることで、その申請件数の増加

を試みた。下図のように、医事課、医師、肝

Coが連携して助成制度利用申請までのステ

ップを構築した。 

 

  

C. 結果 

研究 1) 

デジタルサイネージで放送したコンテン

ツの一部を示す。 

 

対象受診者は、735名であり、うちアンケー

ト回収人数は 575 名(78%)であった。男性

60%,女性 40%であった。575名中肝炎検査を

受けたことがあると答えた人は、148名、な

いと答えた人は 427 名であったがこのうち、

49名は以前に肝炎検査を受けており忘れて

いると思われた。また肝炎検査を検診当日

に当日追加した人は、49名いたが、最も多

いのは検診案内の中に入っていたチラシで

あり、デジタルサイネージをみて追加した

人も 5名いた。 



研究 2) 

福岡県における平成 23 年度から令和２

年度までの肝 Co 認定者数とその職種を下

図に示す。認定者数は徐々に増加し、総認定

者数は、1,359 名である。以前は看護師が多

かったが、最近は、保健師、薬剤師、管理栄

養士、臨床検査技師など多職種になってき

ている。 

 

 

福岡県における二次医療圏を図示する（下

図）。合計 13の医療圏に別れている。 

 

福岡県における各二次医療圏の肝 Co 養成

人数を示す（下図）。対象人数は医療機関な

どに属し、その住所が判明している 921 人

である。福岡・糸島地区が最も多く、ついで

北九州、久留米であった。 

 

次に、人口 1万人あたりの肝 Co養成人数を

示す（下図）。朝倉が 5.48 人と最も多く、

ついで、八女・筑後、有明、久留米と福岡県

南部が続いた。福岡や北九州などは、福岡県

南部に比し、人口当たりの養成人数が少な

かった。 

 

次に、医療圏別にみた肝 Co の職種を示す

（下図）。看護師、薬剤師、臨床検査技師、

保健師が多かった。地区別で大きな差はな

かったが、福岡・糸島と朝倉は保健師の割合

が多かった。 

 

肝 Co の活動状況は、第 8 回肝 Co フォロー

アップセミナーに参加した 143 名を対象と



したアンケートで解析し、活動できていま

すか？という問いに、63名(44%)が活動でき

ていると答えた。医療圏別に見た活動状況

を下図に示す。医療圏別でとくに差はみら

れなかった。 

 

 
研究 3)  

肝 Coの数の増加の有無は、来年度以降集

計する。 

肝 Co フォローアップセミナーの内容の工

夫は、セミナー開催前にあらかじめアンケ

ートを行っておき、職種別により内容をま

とめて、それをもとに職種別にディスカッ

ションを行った。職種別のまとめにより具

体的な活動方法がわかりやすくなったとい

う言う意見が聞かれた。 

肝 Co 養成セミナーは、WEB 配信(オンデマ

ンド)となったが、80-90%の方に WEB配信は

好評であった。時間的な制約がないこと、繰

り返し見れることなどがよかったものと思

われる。 

 

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業は、シ

ステムを構築前は 0 例であったが、構築後

の 2022 年 6-8 月で 7 例の利用者があった。 

 

Ｄ．考察 

研究 1) 

健診当日の肝炎検査は、9%であり、一般的

な 1-2％に比べると高いことがわかった。肝

炎検査を追加した理由は、チラシがもっと

も多く、デジタルサイネージの効果も 10%程

度であるが、肝炎受検率の上昇につながっ

た。今回のような様々な工夫をすることで

受検率を少しでも上げることが必要である。

以前寄付をいただいて無料にし、受検率が

大幅に伸びたこともあるので、やはり 612

円かかることも受検率が大きく上昇しない

ことの一因であると思われる。 

研究 2) 福岡県では、肝 Coの養成数は近年

安定しており、その数も日本でも有数のも

のであるが、二次医療圏別に検討すると、地

域差があることが判明した。すなわち県南

部に比し、県北部の肝 Coの養成人数が少な

かった。その理由の一つとして、福岡県南部

は古くから肝疾患とくに C 型肝炎が多い地

域であったため、患者や医療に携わる人が



多かったと考えられ、その影響がいまだに

残っているものと考えられる。また私共の

久留米大学が福岡県の肝疾患拠点病院であ

ることから周囲の医療機関に声かけなどを

行なって来たことも影響があると考えられ

る。今後は県北部での養成数を増加させる

努力が必要であるが、福岡県には大学病院

が４つあり、それぞれ独自の医療圏を形成

しているため簡単ではないが、養成は継続

的に行なっていきたいと考えている。 

職種については、どの医療圏でも看護師が

半数近くを占めた。保健師は直接患者に接

することからその役割は大変大きなものと

考え、今後その数の増加が期待される。 

肝 Coの活動状況に関しては、医療圏別に検

討しても大きな差はなかったことから、や

はり肝 Co の養成数を上げることができれ

ば、活動量も増加すると考えられる。 

今回二次医療圏別に肝 Co の解析を行なっ

たことで、問題点が浮かび上がって来た。 

今後は、その問題点を如何に解決するかを

考えていくべきと思われた。 

研究３）肝 Co の質の上昇に関しては、職種

別に活動状況を具体的に示すことで、活動

のヒントになったと思われる。養成セミナ

ーは、WEB配信でオンデマンドで行ったこと

で利便性が増したものと考えられ、講義形

式のセミナーは WEB 配信が適していると考

えられたが、本当に視聴しているかの問題

も残る。 

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業は、シ

ステムを構築後申請数は大幅に増加した。

今回のシステムでは、主治医の知らないと

ころで申請の準備が始まり、該当者が決定

してから、主治医に連絡が来るため、主治医

は申請書を書かざるを得ない状況になる。

このようにすると、申請件数も伸びていく

ものと思われるし、肝 Coの活躍の場にもな

ると思われる。 

 

Ｅ．結論  

研究 1) 

ウイルス肝炎受検率を上昇させるために

デジタルサイネージも有用であった。 

研究 2) 

 福岡県における肝 Co養成数は多いが、地

域差があり、とくに県北部における養成数

増加の方策を考える必要がある。 

研究 3) 

 肝 Co の量や質をあげ、工夫することで、

肝 Co 活躍できる場が生み出されていくも

のと思われた。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし                                                                                                                                                                          

 

                



 



 

厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書   

 

熊本県における肝疾患コーディネーターの養成ならびに活動向上に向けた 

実態調査と支援 

 

研究分担者 田中靖人 熊本大学生命科学研究部消化器内科 教授 

 

研究要旨 

【背景】熊本県では 2015年より肝疾患コーディネーター（以下肝 Co）を養成しており、そ

の数は年々増加している。これまで 2018 年、2019 年に肝 Co を対象としたアンケート調査

を実施し、活動の現状と問題点を抽出してきたが、コロナ禍において活動内容に変化が生じ

ていることが予想される。実態を把握するとともに、必要とされる支援の提供を目的とする。

また、2 次医療圏毎の職種別配置状況を検討した結果、A 医療圏で臨床検査技師が、B 医療

圏で薬剤師が不在であった。それぞれの医療圏での臨床検査技師および薬剤師肝 Co養成を

目指す。 

【方法】1）熊本県内の肝 Co 386 人を対象に、活動内容、活動できていない場合はその理

由、必要な支援などについてのアンケート調査を行った。2）熊本県臨床検査技師会研修会

および B医療圏での多職種連携研究会にて肝 Co の必要性と役割について講演を行った。 

【結果】1）68.9%の肝 Coが活動できていた。一方、活動ができない理由としては、コロナ

禍の影響もあり活動の場がない、時間がない、何をしたらよいかわからないという回答が多

く、具体的な活動の場や事例の情報提供が望まれていたため、啓発活動や研修などのイベン

トを開催した。2022 年度は熊本市内での開催であったため、熊本市外の肝 Coの参加が困難

であったが、2023年度は熊本市外でも開催し、多くの肝 Coの参加を得た。2）A医療圏で、

新規 3名の臨床検査技師を、B医療圏で、新規 3名の薬剤師を肝 Coとして養成した。 

【結語】今後は、さらに地域でのイベント開催を増やす予定であるが、自発的活動がその後

も継続して行われるためには、地域の肝 Coが計画立案から主体的に参加することが重要で

あると考える。 

 

Ａ．研究目的 

  熊本県では、2015 年より肝炎のみならず

肝疾患全般に対する調整者としての活動を

目的として、肝疾患コーディネーター（以下

肝 Co）という名称で育成を開始し、その数

は、2018年 396人、2019年 463 人と増加

している（3年更新制）。 

 これまで、肝 Coに対して、2018年、2019

年に活動内容、活動できていない場合はそ

の理由、必要な支援などについてのアンケ

ート調査を行い、抽出された問題点の改善

に努め、必要とされる支援を継続してきた。 

 しかし、コロナ禍において活動状況に変

化が生じていることが予想され、今回改め

て、肝 Coを対象に活動状況等についてアン

ケート調査を行い、実態を把握するととも

に活動支援を目的とした。 

 また、肝 Co養成においては、2次医療圏毎



の職種別配置状況を検討した結果、A医療圏

で臨床検査技師が、B医療圏で薬剤師が不在

であった。それぞれの医療圏での臨床検査

技師および薬剤師肝 Co養成を目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

1）熊本県内の肝 Co 386人を対象に、2021

年 6～7 月にアンケート調査（添付資料①）

を行った。アンケートは、各肝 Co宛に郵送

し、記載後に返信することで回収した。 

2）2021年 8月 29日に熊本県臨床検査技

師会研修会で、2021 年 9月 9日に B医療圏

での多職種連携研究会にて肝 Co の必要性

と役割について講演を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1）90人（23.3%）から回答を得た。68.9%

（職場内外：11.1%、職場内：56.7%、職場

外:1.1%）が肝 Co としての活動ができてい

た。その内容としては、パンフレット等の掲

示・配布（45.6%）やコーディネーターバッ

ジの着用（34.4%）、肝炎医療コーディネータ

ー活動応援団（LINE）への参加（34.4%）な

どが多かった。また、個別に院内で肝炎ウイ

ルス検査陽性者をリストアップし、オーダ

ー医へ還元している肝 Coや、肝炎対策チー

ム設置を検討している肝 Co、腹部超音波検

査にて脂肪肝を認めた方への病態説明を行

ったり、肥満や糖尿病患者への栄養指導時

に脂肪肝のスクリーニングを勧めている肝

Co などがいた。2019 年のアンケート調査

（回答率は 32.2%（124/385））では、70.1%

（職場内外：18.5%、職場内：47.6%、職場

外:4.0%）が肝 Co としての活動ができてい

ると回答していたが、その割合に有意な低

下は認めなかった。 

一方で、活動できていない理由としては、

職場内外では、時間がない、何をしたらよい

かわからない、職場外ではコロナ禍の影響

で活動の場がないという回答が多く、具体

的な活動の場や事例の情報提供が望まれて

いた。 

そこで、活動の場として以下の啓発イベ

ントを開催した。（）内は参加肝 Co数 

2021年 

7月 18日 熊本市内商業施設（13名） 

 ・くまモン（熊本県営業部長兼しあわせ

部長）とともに、肝臓病教室（肝臓病の

話、肝炎体操） 

・ 血圧、体組成、血管年齢測定 

・ 肝臓病のパネル展示 

・ 専門医による無料相談 

・ 肝炎ウイルス検査・脂肪肝啓発のポケ

ットティッシュおよびうちわ等の配布 

11月 6日 熊本市内商業施設（11名） 

・ 簡易検査キットを用いた肝炎ウイルス

検査 70名に実施し、陽性者 0名 

・ 専門医による無料相談 

・ 肝炎ウイルス検査・脂肪肝啓発のポケ

ットティッシュおよびマスクケース等の

配布 

2022年 

4月 17日 熊本市内商業施設（6名） 

・ 簡易検査キットを用いた肝炎ウイルス

検査 30名に実施し、陽性者 0名 

・ 専門医による無料相談 

・ 肝炎ウイルス検査・脂肪肝啓発のポケ

ットティッシュおよびマスクケース等の

配布 

6月 26日 玉名市内商業施設（9名） 

・ くまモンとともに肝臓病教室 

・ 簡易検査キットを用いた肝炎ウイルス

検査 30名に実施し、陽性者 1名 

・ 体組成測定 

・ 肝臓病のパネル展示 

・ 専門医による無料相談 

・ 肝炎ウイルス検査・脂肪肝啓発のポケ

ットティッシュおよびうちわ等の配布 

7月 3日 熊本駅前広場（17名） 

・ 肝炎啓発トークイベント（＊） 



HKT48 の地頭江音々氏、田中伊桜莉氏、

くまモン、田中靖人（肝臓病の話、肝炎

体操）  

・ 簡易検査キットを用いた肝炎ウイルス

検査 50名に実施し、陽性者 0名 

・ 血管年齢測定 

・ 肝臓病のパネル展示 

・ 専門医による無料相談 

・ 肝炎ウイルス検査・脂肪肝啓発のポケ

ットティッシュおよびうちわ等の配布 

12月 3日 熊本市内ホール（17 名） 

・ 肝炎啓発トークイベント（＊） 

（第 120 回日本消化器病学会九州支部

例会特別企画） 

 高橋みなみ氏、大西一史熊本市長、田中

靖人 

（＊）熊本市が、厚生労働省「知って、肝

炎プロジェクト」の令和 4 年度積極的広報地

域に選定されたため、その一環として共催し

た。 

なお、熊本大学病院肝疾患センターで

は、2020年 12月に、肝硬変・肝がんの成

因として増加傾向にある脂肪肝への対策と

して、「脂肪肝早期発見・治療サポートプ

ロジェクト in Kumamoto（熊本脂肪肝プロ

ジェクト）」を始動し、FIB-4 indexを簡

単に計算できる WEBサイトを作成し、脂肪

肝の方が速やかかつ簡便に肝疾患専門医療

機関を受診でき、必要に応じて治療を受け

ることができる体制を確立しているが、前

述のポケットティッシュやマスクケースな

どには、脂肪肝の説明とともに FIB-4 

index計算サイトの案内も添付した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、啓発活動の一環として、以下のメデ

ィアにて広報活動を行った。 

2021年 

4月 1日  

テレビ熊本「タウン TOWN」出演 

熊本肝炎・脂肪肝プロジェクト 

 7月 3日 

くまにちあれんじ 

「今どうなっている？肝炎・肝がん」 

 7月 22日 

  週刊文春「肝疾患の診断と治療で頼れ

る病院・クリニック」 

 10月から 1年間  

モニター広告（熊本市役所などで）熊本

肝炎・脂肪肝プロジェクトについて 

 11月  

2022年度最新版「新時代のヒットの予

感!!」に選出 熊本脂肪肝プロジェク

ト 

 12月 30日 

  朝日新聞 熊本肝炎・脂肪肝プロジェ

クト 

 2022 年 

 1月 1日 

  読売新聞 熊本脂肪肝プロジェクト 

 9月 1日～9月 28日 

  熊本市電（運転台裏）広告 熊本脂肪肝

プロジェクト  

11月 19日～12月 16日 

熊本市電（戸袋、運転台裏）広告  

熊本脂肪肝プロジェクト 

 2023 年 

 1月 3日、11日 

  朝日新聞 熊本脂肪肝プロジェクト 

 1月 17日 

  熊本日日新聞 熊本脂肪肝プロジェク  

ト 



 1月 20日～2月 19 日 

  Web 広告 （yahoo） 

さらに、2021 年 9 月 19 日ならびに 2022

年 9 月 11 日実施した肝 Co 養成講座・研修

会では、講義による肝疾患全般に関する知

識習得とともに、パネルディスカッション

にて各職種毎の活動事例の提示などが行わ

れた。また、2021年 10月 24日に実施した

肝 Coフォローアップ研修会では、「肝 Coと

しての役割を考える」をテーマにグループ

ワークを行い、これまで肝 Coとしてできた

活動、できなかった活動とそれぞれの理由

をディスカッションし、アクションプラン

の作成を行った。アクションプランは研修

会後に LINE グループを作成、共有し、実践

報告を行った。その 1例として肝 Co が居住

校区の回覧板に肝炎や脂肪肝を啓発するパ

ンフレット等の掲示の依頼をし、390部の資

料配布が実施された。肝 Co が自治会長への

趣旨説明、掲示依頼文の作成などを行い、当

肝疾患センターは、依頼文の承認と掲示資

料の提供にて支援を行った。 

これらのイベントや研修会の情報は、肝

炎医療コーディネーター活動応援団（LINE）

を活用し案内を行った。 

2）2021 年 9 月 19 日に開催した肝 Co 養

成講座では、112名を新規養成し、A医療圏

で、3 名の臨床検査技師を、B 医療圏で、3

名の薬剤師を養成した。 

  

Ｄ．考察 

 2019年のアンケート調査と比較し、肝 Co

としての活動ができていると回答した割合

に低下は認めなかった。しかし、回答率に大

幅な低下を認めた。その理由のひとつに、活

動ができていないがゆえに未回答とされて

いることが推測され、実際の活動率はより

低い可能性が考えられる。今回、アンケート

調査で求められていた活動の場の提供とし

て様々な啓発活動を、事例の情報提供とし

てパネルディスカッションやグループワー

クなどを行った。2022年度は熊本市内での

開催であったため熊本市外の肝 Co の参加

が困難であったが、2023年度は熊本市外で

も開催し、多くの肝 Coの参加を得た。今後

は、さらに地域でのイベント開催を増やす

予定であるが自発的活動がその後も継続し

て行われるためには、地域の肝 Coが計画立

案から主体的に参加することが重要である

と考える。啓発活動においては、簡易検査キ

ットを用いた無料肝炎検査を実施しており、

現在まで 180 件中 1 名の陽性者を認めてい

る。今後のイベント開催予定地域には、HCV

蔓延地域も含まれており、肝炎ウイルス検

査を継続することは、感染者の拾い上げに

繋がるものと考える。 

一方、肝 Coの活動内容には、肝炎のみな

らず、脂肪肝を対象とした疾患啓発も含ま

れていた。職種にもよるが脂肪肝患者ある

いはその可能性のある生活習慣病や肥満を

有している方との接触の機会は多く、今後

も脂肪肝を含めた肝疾患の啓発、指導が広

く展開されることが期待される。 

 

Ｅ．結論  

 肝疾患全般に対するケアに肝 Co が積極

的に参加できるための支援を継続する。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

瀬戸山博子、立山雅邦、田中靖人 WS16-15 

：熊本県における肝がんハイリスク患者地

域、職域、院内での拾い上げ 第 107 回日

本消化器病学会総会抄録集 A213 

 

野村真希、川崎剛、田中靖人 SP2-2-11：当

県における肝疾患コーディネーターの取組



み 第 57 回日本肝臓学会総会講演要旨 

A243 

 

野村真希、渡邊丈久、吉丸洋子、瀬戸山博子、

田中靖人 SP2-O-16：肝炎医療コーディネ

ーターを中心とした HBV 再活性化予防の当

院における取組み 第 58 回日本肝臓学会

総会講演要旨 A221 

 

野村真希、吉丸洋子、瀬戸山博子、田中靖人  

SP-O-3：当県における肝疾患コーディネー

ターの活動と課題 第 120 回日本消化器病

学会九州支部例会抄録集 86 

 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 

                                                                                                                                                                    



               



厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服緊急対策研究事業） 

分担研究報告書   

 

非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に関する研究 

～肝炎医療コーディネーターのモチベーション向上について～ 

 

研究分担者 裵 英洙 ハイズ株式会社 代表取締役社長  

 

研究要旨 

【背景】肝炎医療コーディネーターの数は増えつつあり、全国各地で肝炎ウイルス検査後の

フォローアップや受診勧奨等の支援を地域や職域において中心となって進めている。ただ、

コーディネーター自身のモチベーション管理は各施設等に任されているのが現状である。 

【方法】「コーディネーター」のモチベーション向上について、筆者の医療機関経営支援の

経験や文献等の考察を基に検討する。 

【結果】モチベーションを維持するまたは高めるためのモチベーションマネジメントは

様々な手法があり、複合的アプローチからのマネジメントが必要である。特に、チームリー

ダーや管理職のマネジメント意識とスキルは極めて重要である。 

【結語】肝炎医療コーディネーターの量と質の充実はますます必要性が高まってくる。その

質に大きく影響するモチベーションマネジメントをより効果的に実施していくことで、肝

疾患トータルケアに資する人材育成がさらに加速していくものと考える。 

 

 

Ａ．研究目的 

肝炎医療コーディネーターは、肝炎ウイ

ルス検査後のフォローアップや受診勧奨等

の支援を地域や職域において中心となって

進める人材である。具体的には、市町村の保

健師、地域医療機関の看護師、職域の健康管

理担当者等が活躍している。コーディネー

ターとして、肝炎についての正しい知識の

普及啓発、ウイルス肝炎感染者への不当な

差別防止のとりくみ、肝炎ウイルス検査陽

性者への受診勧奨、患者サロン、患者会等の

紹介等、極めて多岐にわたる業務をこなし

ている。その高度かつ複雑な業務をこなす

ためには本人たちのモチベーションが重要

であることは間違いない。今回、モチベーシ

ョンマネジメントの視点に基づいて肝炎医

療コーディネーターのあり方について研究

する。 

 

Ｂ．研究方法 

肝炎医療コーディネーターや肝臓専門医

等へのヒアリング、筆者の医療機関経営支

援の経験、文献等の考察を中心に検討する。 

 

Ｃ．研究結果、Ⅾ．成果 

まず、モチベーションとインセンティブ

の言葉について明らかにする。両者とも“動

機”と解されることが多いが、若干の意味の

違いが存在すると言われる。まず、インセン

ティブ（incentive）は目標や意欲を高める

ための動機や報奨金を意味することが多く、

「外部から与えられる刺激」のニュアンス



が強い。一方、モチベーション（motivation）

は自分の内面から自発的に生じる意欲を指

す。特に、ビジネスではインセンティブを金

銭的な外部刺激として使用するシーンが多

いだろう。当研究では、下記の使い分けが適

当と考える。 

 インセンティブ：動機づけ（意欲）を起

こさせる要因・刺激のこと 

 モチベーション：動機づけ（意欲）その

もの 

よって、肝臓専門医やチームリーダー等

は肝炎医療コーディネーターやチームメン

バーのモチベーションを維持・向上させる

ためには、様々なインセンティブを用意す

ることが望まれる。モチベーションを惹起

させるインセンティブには大きく 5 つの種

類があると言われている。 

① 物質的インセンティブ （お金・金券・

モノ）：給与アップや賞与に代表される

ような、経済的欲求を満たす金銭やモ

ノを与えるインセンティブのことを指

す。金銭のみならず、図書カードや金券、

経済的価値がある商品等も含まれる。

有名なマズローの欲求 5 段解説の生理

的欲求と安全欲求を満たすものに当て

はまる。 

② 評価的インセンティブ（賞賛・承認・評

価・昇進）：組織の中での肝炎医療コー

ディネーターの頑張りに対する評価を

することを指す。「上司や病院、組織が

自分のことをきちんと承認、評価して

くれている」という思いを実感させる

ことで仕事への意欲を生み出す。日々

のリーダーやチームメンバーからの賞

賛や承認だけでなく、組織内での公的

な評価（昇進・昇格）で地位的な評価も

併せて重要となる。 

③ 人的インセンティブ（職場の人間関

係）：チームや部署内の上長や同期、先

輩、後輩等の人間性やその関係によっ

てモチベーションを維持・向上される

ことを指す。例えば、「あの医師がいる

から頑張れる」「あの先輩と一緒に仕事

したい」「このチームが居心地よい」と

いった感情が当てはまる。マズローの

「所属と愛の欲求」に該当すると考え

られる。仕事を一緒にする仲間の人間

関係は極めて重要であり、特に、チーム

医療を推進する医療機関ではチーム内

の人間関係を快適に維持しておくこと

は、情報共有の向上や医療安全の向上

の声掛けにつながり、チームが提供す

る医療の質の視点からも大切である。 

④ 理念的インセンティブ （組織理念・ビ

ジョン）：病院や企業、経営者やリーダ

ーが掲げる理念やビジョン、価値観に

共感・共鳴し、職員が頑張ろうと思うこ

とを指す。職員が持つ社会的使命感や

地域医療への貢献欲が組織理念とシン

クロすると職員はやる気を高めること

ができるだろう。一方、立派な理念やチ

ームビジョンを掲げていても、リーダ

ーが言っていることと行っていること

に乖離があると、それを目にした職員

はモチベーションを下げ始めていく。

リーダーの理念やビジョンへのアクシ

ョンの率先垂範は極めて重要である。 

⑤ 自己実現的インセンティブ（希望・夢・

キャリア）：仕事を通じて自身の夢やキ

ャリア上での達成したいことが満たさ

れることを指す。そのためには、職員に

大きな権限を与えたり、望んでいる業

務を任せたりすることも有効である。

医療職は専門医取得や肝炎医療コーデ

ィネーター等の資格獲得に向けて頑張

る人が多いため、それを達成するため

に職場環境を整備することも忘れては

ならない。マズローが言う、人間の最上

級の欲求である「自己実現欲求」を満た

すことにつながっていく。 



5つの中で、物質的インセンティブの給与

アップや賞与付与等は組織内の人事考課等

のプロセスを踏む必要があるため、部門長

やリーダーだけの単独の判断ではなかなか

難しいだろう。同時に、金銭的報酬は一旦与

えると、それが無くなった場合は急にモチ

ベーションが下がるものであり、与えるこ

とには慎重を期する必要性も考慮しておき

たい。よって、まず他の４つのインセンティ

ブから攻めていくのがモチベーションマネ

ジメントの定石と言える。特に、②評価的イ

ンセンティブと③人的インセンティブは肝

臓専門医やリーダーの心掛け次第で、無料

かつスピーディに今日すぐにでもスタート

できるため早急に検討すべきだろう。 

また、慶應義塾大学前野隆司教授が提唱

する「幸福学」の研究からは、医療・福祉分

野では、「他者貢献」「自己成長」に幸せを感

じているものの、「自己裁量」「他者承認」に

は幸せを感じていない、とされており、肝炎

医療コーディネーターの「自己裁量」「他者

承認」をより重点的に高めていくこともモ

チベーション向上には効果的であろう。 

 

Ｅ．結論 

肝炎医療コーディネーターの数は年々増

えており、それぞれの地域や医療機関で活

躍する肝炎医療コーディネーターのモチベ

ーション向上がその提供する質に影響する

と考えられる。よって、肝炎医療コーディネ

ーターとともに協業する肝臓専門医を始め

医療機関の管理職やチームリーダーは、モ

チベーションマネジメントを有効活用すべ

きと考えられる。肝疾患の撲滅のためには、

肝疾患診療に関わる現場医療職のみならず

生活との橋渡しや患者啓発を実施する肝炎

医療コーディネーターのますますの活躍が

必要とされ、そのための当事者のモチベー

ションを高めることは重要課題としてさら

に認識されていくべきであろう。 
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行動科学に基づいた肝炎医療コーディネーターの養成プログラム開発に関する

研究 

研究分担者 平井 啓 大阪大学大学院人間科学研究科 准教授 

 

研究要旨 

【背景】肝がん罹患のリスクを取り除くために必要な肝炎ウィルス検査・治療に関するコミ

ュニケーションのあり方について、行動科学（行動経済学）のアプローチの観点から、肝炎

医療コーディネーターが身につけるべき資質・能力を整理し、研修プログラムを開発する必

要がある。昨年度開発したプログラムをもとに、求められる資質を整理した上でプロトタイ

プの改修を行う必要がある。 

【結果】コーディネーターに求められる能力・資質を４つ「知識」「コミュニケーション能

力」「情報収集能力」「多文化への理解」として整理した。さらに社会の変容に合わせた新た

なプログラム案を提言した。また肝炎医療コーディネーターの活躍のバリアとなっている

病院マネジメント上の要因について行動経済学の観点から考察した。 

 

Ａ．研究目的 

  最終的に肝がん罹患のリスクを取り除く

ために必要な肝炎ウィルス検査・治療に関

するコミュニケーションのあり方について、

行動科学（行動経済学）のアプローチの観点

から、これまでの普及啓発の取組の再検討

を行右必要がある。前年度は、肝炎医療コー

ディネーターのコーディネーションにおい

て必要なコミュニケーションスキルなどに

関する養成プログラム開発のため、肝炎コ

ーディネーターの患者を「ナッジ」するため

のコミュニケーションスキルを身につける

ための研修プログラム開発に関する具体的

な提案を行った。さらに医療コーディネー

ターに求められるスキルを整理し、ここ数

年の社会変容に応じたプログラムの改修を

行う必要がある。そして、研修評価に必要と

なる目指すべき「コーディネーターの資質」

を整理し、その評価軸設定を行うことを、本

年度の研究目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

研修を行い、評価するべき資質・能力を検討

するために現在の医療現場ならびに両立支

援で活躍している各種コーディネーターに

関する文献を収集し、その職務や求められ

る能力や役割期待について整理と分析を行

った。また、感染症対策や働き方の変化な

ど、近年の社会生活の変容に応じた研修の

あり方を検証するため、オンライン研修ま

たはハイブリッド型研修に応じたプログラ

ム検証を行い、プロトタイプ開発を行った。 

また、肝炎医療コーディネーターが病院内

で活躍するためのバリアについて、病院経

営に携わるもの 2 名にヒアリングを行った。 

 

Ｃ．研究結果 

１）コーディネーターに求められるスキル 



 医療現場、両立支援に関する現場でのコ

ーディネーターに求められるスキル・能力

は 4つに分けられる。 

第一に知識である。医療に関する基礎的

な知識はもちろん、医療事務に関すること

や法律・制度についての知識、遺伝子や難病

治療・治験など医療周辺領域に関する専門

的知識など幅広いものが求められる。肝炎

コーディネーターにおいては従来の専門知

識だけでなく、地域特性や医療従事者・患者

の集団特性や個人特性についての知識を有

していることも求められる。 

第二に、コミュニケーション能力である。

コーディネートのために必要となる基礎能

力であり、発展的に伸長が求められる。行動

科学から考えられるテクニックを応用する

こともここに類する。また、社会変容に伴う

コミュニケーションの在り方への対応も必

須である。 

第三に、情報収集能力があげられる。新た

な知見だけでなく、相対した個人特有の個

性や社会環境に関する情報を積極的に収集

し、整理する能力が必要である。 

第四に、多文化への理解である。国内外の

情報を収集することはもちろん、法律や福

祉などの異なる分野との協働が不可欠であ

る職務には柔軟な理解力が求められる。 

２）養成プログラムの開発 

R2 度に開発した以下の 1〜３の内容に加え、

開催形式の変容並びに１）での調査結果を

加味し、４・５のコンテンツを加えたプログ

ラムのプロトタイプを開発した。 

① 治療時に生じうる日常生活や業務上の

不適応の特徴とそのメカニズム 

② ストレスマネジメントの考え方や具体

的方法の理解 

③ 個別事例のアセスメントや具体的な支

援策および配慮を検討するアセスメン

トシートの活用およびグループワーク 

④ 協働する他者の専門性理解ならびに自

己評価 

⑤ オンラインシステムを用いた他者協働

コミュニケーションの留意点（バイア

ス、情報の偏りなど） 

２）肝炎医療コーディネーター活躍のバリ

アとその対策 

本研究班の調査によると、肝炎医療コーデ

ィネーターの研修を受けたメディカルスタ

ッフは、「上司の理解が得られないから肝炎

コーディネーターらしい活動をしたくても

できない」ことをバリアとして上げていた。

このバリアに対しては、行動経済学的なメ

カニズムとして、コーディネーターとその

上司の職種が違うことが多いため、その上

司にとって、肝炎医療コーディネーターの

業務は、従来業務に新たなコストを加える

もの、すなわち損失として捉えられている

可能性がある。上司の損失回避的な態度が

このバリアの要因となっていると考えられ

たため、上司や病院経営者に対して、「自分

にもメリットがある」という利得フレーム

を用いた、肝炎コーディネーターの普及の

ための啓発活動が必要である。 

 

Ｄ．考察 

コーディネーターに必要な能力は広く多

様であるが、4つの資質・能力を養い、状況

や個人に適応して活動することが求められ

る。また、このような資質・能力をバランス

よく兼ね備えるためには、コーディネータ

ー自身がその能力を認識し、適切に自分の

得意不得意に応じたスキル向上を行うこと、

さらに第三者が客観的な評価を行い、コー

ディネーターとの協働のなかで、その適性

を活かしていくことが必要である。社会の

変容や技術革新に合わせて業務が変容して

いくことも踏まえ、定期的な養成プログラ

ムの受講、改修が望ましい。 

さらに、コーディネーターに求められる

資質能力を整理したことにより、客観的・主



観的な評価を行うことができる可能性が示

された。 

また、スキルを持った肝炎医療コーディ

ネーターを養成しても病院内での活躍の場

が限られているという課題に対しては、病

院マネジメントにおいて、経営者やその上

司が、その活動をコスト（損失）として捉え

るのではなく、利得として捉えることがで

きるような体系的な普及啓発の活動を企画

して、実施する必要がある。 

本研究で整理した項目をさらに細分化し、

肝炎医療コーディネーターの評価ならびに

養成に反映することを今後の課題とする。 

 

Ｅ．結論  

非ウイルス性肝疾患のトータルケアを目指

すために、行動科学に基づく養成プログラ

ム開発が必要である。また、プログラム全体

として養成すべきコーディネーターの資

質・能力を整理し、目標を明確化するととも

に、評価検討を実施していく必要がある。 
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非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に関する研究 

 

研究分担者 米澤敦子 東京肝臓友の会 事務局長 

研究協力者  江口有一郎 ロコメディカル総合研究所 所長 
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研究要旨 

現在、全国すべての都道府県で養成されている肝炎医療コーディネーター(肝 Co)は、約

28,000 人（令和 4 年度厚労省調査）におよび、すでに都道府県の肝炎対策において欠かす

ことのできない存在となっている。その職種は看護師、保健師、医師、薬剤師など医療者を

中心に自治体職員や介護職員、医療機関の事務職員など多岐にわたるが、近年患者や患者会

メンバーの養成を認めている都道府県が急増している。令和 3年度本研究において「患者や

患者会メンバーの肝 Coとしての役割」について報告したが、令和 4年度はさらに「病院内

における患者肝炎コーディネーター(患者肝炎 Co)の役割」について検討した。 

 すでに百数十名の職員が肝 Co として活躍している医療機関の外来において、新たに「ピ

アサポート外来」を設置、肝炎患者を患者自身がサポートする場を設けた。患者肝炎 Coは、

当事者である強みを活かし、これまでもピアサポート活動を行ってきたが、この経験を病院

内で実践することにより、治療経験や感染症患者としての思いの共有にとどまらず、医師と

の連携を深めることで医療に繋がるサポートが可能となり、その後の治療のスムーズな促

進など大きな効果が得られた。今後はピアサポート外来の対応を地域の患者肝炎 Coに移行

することを目指す。また、ピアサポート外来において患者肝炎 Coが薬剤師とともに患者に

服薬指導とピアサポートを同時に行う試みを実施、患者にとって、安心して治療を開始する

場の提供を行うことを可能とした。 

 

Ａ．研究目的 

肝炎医療コーディネーターの養成は平成

20年 3月に厚生労働省より通知された「肝

炎患者等支援対策事業実施要綱」（感染症対

策特別促進事業について健発第 0331001 号）

に基づき行われている。 当初は、「地域肝炎 

医療コーディネーター」として、市町村の保

健師、地域医療機関の看護師、職域の健康管

理担当者等を対象に養成されたが、現在は

令和 5 年 2 月に改正された「肝炎医療コ―

ディネーターの養成及び活用について」 

 

（健発 0203 第 4 号）3「肝炎医療コーディ

ネーターの基本的な役割及び活動内容等」

の(1)④「基本的な役割」で「患者会会員等

においては、肝炎患者等やその家族等の経

験や思いに共感し、当事者の視点で、(医療

機関や行政機関への)橋渡し役となる」と、

あるように患者自身が肝 Co となり当事者

としての役割が期待されるようになった。

また、前述の「肝炎医療コーディネーターの

養成及び活動について」では「1人で全ての



役割を担うのではなく、様々な領域のコー

ディネーターがそれぞれの強みを活かして

患者をみんなでサポートし、肝炎医療が適

切に促進される様に調整（コーディネート）

する」とあり、対象を「保健師 患者会、自

治会等 自治体職員 職場関係者 看護師 医

師 薬剤師」としており、患者会（患者）も

肝炎医療コーディネーターとなり、患者の

強みを活かし患者をサポートする、つまり

「ピアサポート」を実践することが提唱さ

れている。 

厚労省肝炎対策推進室の調査によると、令

和 3年度、肝 Co養成研修会に患者の参画が

認められている自治体は 47 都道府県のう

ち 27で、残念ながら令和 2年度から 1県の

みの増加であった。しかし令和 5 年 1 月の

患者会調査によると、32の都道府県が患者

肝炎 Co 養成を実施(または実施予定)して

おり、厚労省の通知や地域の患者会の行政

への要望等の結果、各地で患者肝炎 Coの養

成が急速に実現していることがわかった。 

令和 3 年度研究では結論を「患者会、患者

が肝炎 Coとなり、ピアサポートを実施する

ことは、長期の慢性疾患を患う肝炎患者に

とって、治療を前向きに進めることを可能

とするだけでなく、何より感染症患者とい

う思いの共有が可能となる。これまで患者

会が発足と同時に患者同士で行ってきたこ

とが、行政事業の中に組み込まれることが、

非常に大きな意味があると考えられる」と

し、患者肝炎 Coの役割を確認した。本研究

ではこれをさらに押し進め、病院内でピア

サポートを実施することの意義について検

証した。 

 

Ｂ．研究方法 

すでに百数十名の職員が肝 Co として活

躍している S 県の E 病院の外来において、

新たに「ピアサポート外来」を設置、肝炎患

者を患者自身がサポートする場を設けた。

他の外来と同様、個人情報保護のため個室

とした。外来では患者肝炎 Co である A が、

毎月第 3 水曜日の 10 時から 13 時まで 2 名

～3 名の外来患者を対象にピアサポート活

動をおこなう。ピアサポート外来は専門医

からの紹介や患者自身の希望により予約外

来とする。告知は院内にチラシを置き配布

した。 

患者が話しやすい雰囲気づくりのため、通

常の診察室とは異なり机ではなく丸テーブ

ルを用意、リラックスして対話できるよう

に工夫した。 

Ｃ．研究結果 

令和 4年 4月から 12月までピアサポート

外来を訪れた患者は 21名で、男性 9名女性

12名、平均年齢は 68歳であった。 

ピアサポート外来の様子 

院内で配布したチラシ 



疾患別では PBC 2 名、NASH 2名、C型肝炎

（SVRまたは治療中）が 9名、B型肝炎が８

名であった。疾患は異なるがピアサポート

外来を訪れる患者に共通して言えるのは、

具体的な悩みを訴えるだけでなく肝炎の患

者と思いを共有し、安心したいと思ってい

ることで、一様に「肝炎の患者と初めて話を

した。とてもすっきりした」とのことだっ

た。次に、ピアサポートにより気持ちが整理

され前向きに新たな治療に取り組むことに

なった肝がん患者の事例を紹介する。 

複数回肝がんの再発を繰り返している B 型

肝炎の患者で、現在抗がん剤の内服治療中

だが、副作用で味覚異常があり食欲が減退

し、体力が落ち仕事ができなくなってしま

った、という例である。患者肝炎 Co Aの過

去の IFN 治療における味覚異常の経験を伝

えることにより、自分の苦しさを共感して

もらい嬉しかった、今の状態、考え、思いが

整理されたという結果に至った。以降、抗が

ん剤の休薬や変更を主治医に相談し、現在

副作用は落ち着いている。 

 

次の事例は、B型肝炎で主治医より数年前か

ら核酸アナログ製剤の服用を勧められてき

たが、一生飲むことに抵抗があり服用を断

っている、という例である。患者肝炎 Coが

年代 性別 疾患
70 男 HBV　HCC
50 女 NASH　LC　HCC
60 女 HBV　LC　HCC
70 女 PBC　移植後
60 男 HBV　LC　HCC
80 女 HCV
80 女 PBC　LC
60 男 HCV　SVR　HCC
70 男 HCV　LC
50 男 HBV
70 女 NASH LC
70 男 HCV　SVR　HCC
80 女 HCV　SVR
70 女 HCV　SVR　LC
60 女 HCV　移植後
70 男 HBV　HCC
70 男 HCV
70 男 HBV
40 女 HBV
70 女 HCV
50 女 HBV

令和 4 年 4 月から 12 月ピアサポート外来患者
プロフィール 

女性

57%

男性

43%

ピアサポート外来男女比
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ピアサポート外来患者疾患



受けたこれまでの相談事例にも多く見られ

る内容で、既に核酸アナログを服用してい

る他の患者の様子や肝硬変、肝がんを発症

した患者の様子について詳細に伝えること

により、気持ちの変化を促し、その場で服用

を決意するに至った。 

 

Ｄ．考察 

多くの患者は医療者が想像する以上に診察

室で緊張するものである。そのため用意し

ていた質問を聞き忘れてしまうこともたび

たび起こる。また、待合室で待機する患者に

遠慮し、診察室では無駄話をしないように

心掛けている患者も多い。そのため慢性疾

患の長期療養から来る不安や、感染症であ

ることで受ける差別や偏見に傷ついた気持

ちを外来で医療者に訴えることは、なかな

かできないのが現状である。自分の疾患に

ついて最も理解している主治医等に何でも

話したいと考える患者は多いと思われるが、

その機会を持つことが困難となり、誰にも

言えず不安や傷ついた気持ちをそのままに

しているのである。このような状況におい

て患者肝炎 Co がピアサポート外来を実施

することで、同病者として思いを共有し互

いに心を開くことが可能となり、次のステ

ップである医師との連携に進み、その後の

治療のスムーズな促進に繋がるなど大きな

効果が得られた。 

最後にピアサポート外来をさらに一歩進め

た事例を紹介する。これから DAA 治療を開

始する C 型肝炎患者を対象に、薬剤師によ

る服薬指導と患者肝炎 Co による服薬フォ

ロー、という試みにトライした。患者は薬剤

師による説明だけでなく、実際に服用した

経験を持つ患者（この場合は服薬患者につ

いてよく知る患者肝炎 Co）によりその場で

疑問を解消することができ、患者にとって、

安心して治療を開始する場の提供が可能と

なった。 

 

Ｅ．結論 

国が後押ししている患者肝炎 Co の役割を

さらに発展させたピアサポート外来は、本

来であれば地域住民である患者同士で支援

を進めることが望ましく、地域の患者肝炎

Coが担当すべきである。今後は地域の患者

肝炎 Co をピアサポート外来に対応すべく

研究活動を深めていきたい。また、医療者と

ともにピアサポートを行う好事例も確立し

ていきたいと考えている。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

2023 年 6 月に開催される第 59 回日本肝臓

学会総会メディカルスタッフセッションに

て発表予定 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 



厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

肝疾患患者に対する運動プログラム有用性の検討 

 

研究分担者 川口 巧 久留米大学医学部 内科学講座消化器内科部門 教授 

 

研究要旨 

【背景】運動療法は非アルコール性脂肪性肝障害を含む様々な肝疾患に対する基本的な治

療である。本研究の目的は、肝疾患患者に対する運動療法の普及を目指して、肝炎 Coの養

成および患者指導に有用な運動のプログラムを作成することである。また、本運動プログラ

ムを用いて肝炎 Coが非アルコール性脂肪性肝障害患者を指導し、我々が考案した運動プロ

グラムが予後因子である肝線維化におよぼす影響を検討することである。 

【方法】佐賀大学ならびに久留米大学の肝臓専門医・リハビリテーション医/整形外科医・

理学療法士・看護師が、臥位・立位・座位で可能な様々な強度の運動プログラムを検討した。

また、我々が考案した運動プログラムを用いて肝炎 Coが非アルコール性脂肪性肝疾患患者

に対して運動指導を行い、運動療法施行 60週後までの糖・脂質代謝異常および肝線維化指

数の変化を検討した。また、肝線維化に関わる血小板由来成長因子（platelet-derived 

growth factor-BB; PDGF-BB）の変化を検討した。 

【結果】多職種検討会を開催し、37 種類の運動を選定した。37種類の運動を体位別および

運動強度に分類した（臥位 [8種類]）、座位 [16種類]）、立位 [13種類]/ウォーミングア

ップ [4種類]、初級 [20種類]、上級 [13種類]）。非アルコール性脂肪性肝疾患患者（70

歳代・女性）に対して、考案した運動プログラムを用いて肝炎 Coが運動指導を行った。血

清中性脂肪値およびインスリン値が低下した後に ALT 値および GGT 値は低下した。また、

FIB-4 indexや血清 Mac-2 結合蛋白糖鎖修飾異性体(M2BPGi)は 60週後に改善を認めた。さ

らに、これら肝線維化 index が改善する前の 33 週後には血清 PGDF-BB 値が低下していた。 

【結語】肝疾患患者に対する運動療法の普及を目的に、肝炎 Coの養成および患者指導に有

用な運動のプログラムを作成した。また、本運動プログラムは、肝線維化の改善が期待でき

るプログラムであることも明らかとなった。肝炎 Coが本研究で作成した運動プログラムを

用いて指導を行うことで、肝疾患患者の病状が改善しうる可能性が示唆された。 

 

 

Ａ．研究目的 

 運動療法は非アルコール性脂肪性肝障害

を含む様々な肝疾患に対する基本的な治療

である。運動療法が非アルコール性脂肪性

肝障害の予防や改善に有用であることは広

く認知されているが、運動療法は未だ十分

には普及していない。その一因として、非ア

ルコール性脂肪性肝障害に対する具体的な

運動プログラムが存在しないことが挙げら

れる。 

 肝線維化は非アルコール性脂肪性肝障害

を含む様々な肝疾患の独立予後因子である。



これまでに、運動療法により体重減少は脂

肪肝が改善しうることは報告されているが、

運動療法が肝線維化やその病態におよぼす

影響は未だ明らかでない。 

本研究の目的は、肝疾患患者に対する運

動療法の普及を目指して、肝炎 Coの養成お

よび患者指導に有用な運動のプログラムを

作成することである。また、本運動プログラ

ムを用いて肝炎 Co が非アルコール性脂肪

性肝障害患者を指導し、運動療法が糖・脂質

代謝異常および予後因子である肝線維化と

肝線維化の進展に関わる血小板由来成長因

子（platelet-derived growth factor-BB; 

PDGF-BB）におよぼす影響を検討することで

ある。 

 

Ｂ．研究方法と結果 

１）運動プログラムの作成 

 佐賀大学と久留米大学の肝臓専門医（7

名）・リハビリテーション医/整形外科医（2

名）・理学療法士（2名）・看護師（1名）か

らなる多職種チームにて、様々な患者の状

況に対応可能な運動プログラムを検討した。 

 非アルコール性脂肪性肝障害に対する運

動療法のシステマティックレビュー

（ Hashida R, Kawaguchi T et al. J 

Hepatol. 2017;66:142-152.）を元に、広い

場所を必要とせず、臥位・立位・座位で可能

な様々な強度の運動プログラムを検討した。 

 

２）運動プログラムの安全性と有効性の評

価 

 非アルコール性脂肪性肝疾患患者に対し、

我々が作成した運動プログラムを用いて肝

炎 Coが運動指導を行なう。 

 運動療法施行前から開始 60 週後まで肝

機能検査、糖・脂質代謝異常の変化を検討し

た。また、肝線維化の程度を FIB-4 indexお

よび Mac-2 結合蛋白糖鎖修飾異性体

(M2BPGi)を評価した。さらに、肝線維化の進

展に関わる血清 PDGF-BB 濃度の変化も評価

した。 

 

Ｃ．研究結果 

１）運動プログラムの作成 

 佐賀大学と久留米大学の合同多職種検討

会を開催した（肝臓専門医・リハビリテーシ

ョン医/整形外科医・理学療法士・看護師）。

検討の結果、広い場所を必要としない 37種

類の運動を選定した（表１）。 

 

表１. 非アルコール性脂肪性肝障害に対す

る運動（体位、部位、強度分類） 

 

体位 運動 部位 強度 

臥位 下腿三頭筋ストレッチング 下肢 warming-up 

臥位 肩関節可動域運動 上肢 warming-up 

臥位 上肢挙上(タオルを引いて肘屈伸) 上肢 basic 

臥位 膝の蹴り上げ 下肢 basic 

臥位 ブリッジ 下肢 basic 

臥位 腹筋運動 体幹 basic 

臥位 グーチョキパー 下肢 basic 

臥位 足関節底屈運動 下肢 basic 

臥位 四つ這いでの腕立て 上肢 advance 

臥位 片脚ブリッジ 下肢、体幹 advance 

臥位 側臥位での股関節外転運動 体幹、下肢 advance 

臥位 膝タッチ 体幹 advance 

座位 腕振り運動 上肢 warming-up 

座位 タオル引き（頭の後ろへ） 上肢 basic 

座位 タオル引き（胸の前へ） 上肢 basic 

座位 膝伸展運動 下肢 basic 

座位 足底背屈運動 下肢 basic 

座位 膝タッチ 体幹、下肢 basic 

座位 タオルギャザー 下肢 basic 

座位 下腿三頭筋ストレッチング 下肢 basic 

座位 タオル引き運動 上肢 advance 

座位 膝伸展 resistance 下肢 advance 

座位 膝タッチ resistance 体幹、下肢 advance 

座位 踵上げ＋徒手抵抗 
上 肢 、 下

肢、体幹 
advance 

立位 足踏み運動 
上 肢 、 下

肢、体幹 
warming-up 

立位 グッドモーニング 体幹 basic 

立位 タオル引き 上肢 basic 

立位 スクワット or 椅子からの立ち上がり 下肢 basic 

立位 カーフレイズ 下肢 basic 

立位 下腿三頭筋ストレッチング 下肢 basic 

立位 股関節外転運動 下肢、体幹 basic 

立位 フラミンゴ体操 下肢 basic 

立位 バックランジスクワット 下肢 advance 

立位 カーフレイズ 足趾に意識をして 下肢 advance 

立位 膝タッチ 体幹 advance 

立位 バンザイスクワット with タオル 
上 肢 、 下

肢、体幹 
advance 

立位 片脚立ち座り 下肢 advance 

 



 37 種類の運動を体位別に臥位（8 種類）、

座位（16 種類）、立位（13 種類）に分類し

た。各体位の代表的な運動を図 1、2、3 に

示した。 

 

 

図 1. 臥位：ブリッジ. 両膝を立てた姿勢

から、お尻を持ち上げる。 

 

 

図 2. 座位：膝伸展運動. 踵を前に押し出

すように片方の膝を伸ばし、つま先を立て

る。左右交互に実施する。 

 

 

図 3. 立位：足踏み運動. 腕を大きく振り

ながら高く足踏みを行う。 

 

 また、運動強度により、ウォーミングアッ

プ（4種類）、初級（basic 20種類）、上級

（advance 13種類）に分類した（表１）。 

 

２）運動プログラムの安全性と有効性の評

価 

本運動プログラムを開始後、関節痛や筋

肉痛などの症状は認めなかった。また、黄疸

や腹水といった肝不全を示唆する身体所見

も認めなかった。 

運動療法開始 16 週後から血清中性脂肪

値、およびインスリン値は低下した（表 2）。

血清 AST 値、ALT 値おひび GGT 値の低下は

60週後に認められた。 

 

表 2. 運動療法が肝機能、糖・脂質代謝にお

よぼす影響 

 運動前 16週後 60週後 

BMI 28.2 26.2 25.4 

AST (U/L) 41 46 26 

ALT (U/L) 49 43 30 

GGT (IU/L) 50 44 33 

中 性 脂 肪

（mg/dL） 
130 75 66 

インスリン

（μU/mL） 
20.1 11.2 11.9 

 

また、運動療法開始 60週後に、FIB-4 index

および血清 M2BPGi 値は基準値へと改善し

た（図 4）。 

 



図 4. 肝炎 Coによる運動指導後の肝線維化

indexの変化 

 

運動療法開始 33週後より血清 PGDF-BB値は

著明に低下した（図 5）。 

 
図 5. 肝炎 Co による運動指導後の血清

PDGF-BB 濃度の変化 

 
Ｄ．考察 

佐賀大学と久留米大学の多職種検討会

（肝臓専門医・リハビリテーション医/整形

外科医・理学療法士・看護師）にて、肝疾患

患者に対する運動療法の普及を目的に、広

い場所を必要としない 37 種類の運動を選

定した。本運動プログラムは場所を問わず

運動を行えることから、屋内など限られた

スペースでも運動を行えるといった特徴を

有する。さらに、各部位の運動に初級と上級

を設定したことにより、様々な身体機能の

患者に対応できる運動プログラムとなって

いる。 

肝疾患患者は、心肺機能の低下から有酸

素運動のアドヒアランスが低い場合がある。

そのような患者にも対応できるよう、本運

動プログラムは主にストレッチングやレジ

スタンストレーニングから構成されている。

また、肝硬変患者では、サルコペニアが病期

進展や予後に関わる重要な病態であること

が明らかになっており、肝硬変診療ガイド

ラインにおいても運動療法が推奨されてい

る。レジスタンストレーニングは有酸素運

動と比較して筋肥大効果が大きいことが報

告されている。そのため、本運動プログラム

はサルコペニアの予防や改善効果を有する

可能性があると考えられる。 

本研究により、運動療法による変化は、①

糖・脂質代謝異常の改善、続いて②肝線維化

改善の順序で起こることが明らかとなった。

これらの研究結果より非アルコール性脂肪

性肝障害患者の予後因子である肝線維化を

改善するためには、糖・脂質代謝異常を制御

することが重要と考えられた。 

PDGF-BB は肝線維化の進展に関わるサイ

トカインである。本研究において PDGF-BB

値の著明な低下は、FIB-4 indexや M2BPGi

の改善前である運動療法開始 33 週後に認

められている。これらの結果より、本運動プ

ログラムによる肝線維化 index の改善は

PDGF-BB の低下を介している可能性が示唆

される。また、PDGF-BBは肝発癌にも関わる

ことから、本運動プログラムによる肝発癌

抑制効果も期待される。 

 

Ｅ．結論 

肝疾患患者に対する運動療法の普及を目

的に、肝炎 Coの養成および患者指導に有用

な運動のプログラムを作成した。また、本運

動プログラムは、肝線維化の改善が期待で

きるプログラムであることも明らかとなっ

た。肝炎 Coが本研究で作成した運動プログ

ラムを用いて指導を行うことで、肝疾患患

者の病状が改善しうる可能性が示唆された。 
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研究要旨 

近年、本邦における肝がんや肝硬変の背景肝疾患は変容してきており、非ウイルス性肝疾

患である、肥満や生活習慣病に起因する非アルコール性脂肪性肝疾患（NAFLD）及びアルコ

ール性肝疾患（ALD）が増加している。医療従事者や肝炎医療コーディネーター（肝 Co）の

活動において、従来のウイルス性肝疾患に加えて、今後は生活習慣に起因するこれらの肝疾

患への対応力が求められる。本研究では肝 Coによる非ウイルス性肝疾患患者の支援活動に

資する、コミュニケーションの開始や時間空間的に継続性のある支援を的確に行うことを

可能とするエビデンスの構築や資材の開発を目的とした。更に非ウイルス性肝疾患の高い

有病率を勘案し、様々な媒体を通じた populationアプローチによる啓発を行った。 

日本人健診受診者を対象に、Fatty Liver Indexによる脂肪肝予測の有用性を検討し、報

告した。NAFLD/ALD の啓発や生活習慣改善の支援に肝 Co が使用する、ポケットマニュアル

や患者用の単語帳サイズの食事・運動記録シート、自宅で運動習慣を維持するための運動カ

レンダーを作成した。テレビ、新聞、インターネット等の媒体によるメディアミクスアプロ

ーチによって、非ウイルス性肝疾患の啓発を行った。非ウイルス性肝疾患に対する肝 Coの

効果的な活動や啓発を促進すべく、展開及び効果検証を行っていく。 

 

Ａ．研究目的 

  近年、肝がん・肝硬変の成因として、肥満

や生活習慣病に起因する非アルコール性脂

肪性肝疾患（NAFLD）や、アルコール性肝疾

患（ALD）の占める割合が本邦において増加

している。また肥満や 2 型糖尿病を診断基

準に含む代謝異常関連脂肪肝（MAFLD）の概

念が提唱され、これらの非ウイルス性肝疾

患を有する患者を対象として、食事、飲酒、

運動などに関する生活習慣の是正や、その

支援の重要性は高まっている。ウイルス性

肝炎の疾病対策モデルにおいて、予防啓発、

受検、受診、受療、フォローアップの 5 つ

のステップからなるサイクルが、停滞なく

回ることの重要性が示されており、肝炎医

療コーディネーター（肝 Co）の活動は各ス

テップにおける患者の意思決定や行動変容

に寄与してきた（Isoda H,et al. Glob 

Health Med. 2021;31:343-350）。一方で非

ウイルス性肝疾患に対する生活習慣改善へ



の支援は、これらの全てのステップで継続

的に行う事が必要不可欠である。 

 本分担研究では、肝 Coによる非ウイルス

性肝疾患患者の支援活動に資する、コミュ

ニケーションの開始や時間空間的に継続性

のある支援を的確に行うことを可能とする

エビデンスの構築や資材の開発を目的とし

た。更に非ウイルス性肝疾患の高い有病率

を勘案し、様々な媒体を通じた population

アプローチによる啓発を行った。 

 

Ｂ．研究方法と結果 

１）コミュニケーションの開始に資するエ

ビデンスの構築と資材開発 

日常の業務において、肝 Co が肥満や生活習

慣病を有する人々や患者と遭遇する可能性

は極めて高い。脂肪肝は通常、腹部超音波な

どの画像診断で診断されるが、すべての対

象者に施行することは困難である。Fatty 

Liver Index（FLI）は、腹囲、BMI、中性脂

肪、γ-GTP から算出可能な脂肪肝の予測式

であり、飲酒者にも適応可能である。脂肪肝

の有無についてのコミュニケーション機会

を得ることは、特に検診受検者に対する保

健指導や医療機関において、非ウイルス性

肝疾患対策の入り口として重要である。

我々は健診受診者を対象に、日本人におい

てはじめて FLI による脂肪肝予測の有用性

を示した（Murayama K, et al. Diagnostics 

(Basel). 2021;11:132.）。この結果から

FLI>30 を脂肪肝疑い、FLI>60が脂肪肝ハイ

リスクと定義し、対象者の FLI を記入し、

脂肪肝や生活習慣病のリスクについてコミ

ュニケーションをとることができるリーフ

レットを開発した（図 1）。更に佐賀大学肝

疾患センターホームページに、FLIの計算を

行うことができるサイトを作成した。リー

フレットは佐賀県内自治体の保健師などに

広く展開し、従来の啓発・支援では未受診で

あった対象者の受診や受療に繋がったとい

う意見や、糖尿病及び脂質異常症などのハ

イリスク対象者への指導と並行して行うこ

とができるという意見が挙げられた。 

 

２） NAFLD/ALD患者の生活習慣改善を支援

するためのツール・資材作成 

NAFLD/ALD 患者の生活習慣改善を支援する

に際しては、食事、飲酒、運動など項目が多

岐にわたること、各項目で専門性が担保さ

れた知識が必要であること、支援時にまと

まった時間を確保することが難しい場合、

短時間で要点を伝える必要があること、ま

た異なる肝 Coによる支援であっても、内容

に齟齬が無い均てん化した支援が重要であ

ることを考慮する必要がある。更に生活習

慣改善のためには、対象者の行動変容を促

し、かつ実行期をより長く保つ為の工夫が

必要である。これらの視点に基づき、下記の

資材を開発した。 

○ ポケットマニュアル（ポケヘパ） 

肝 Co が対象者に非ウイルス性肝疾患の病

態や運動、栄養（飲酒も含む）の説明や支援

図 1．FLI 記入式の脂肪肝及びエコー

検査受検を促進するリーフレット 



を行う際に使用する A6 サイズのマニュア

ルを作成した（図 2）。当研究班が作成した

肝炎医療 Co ポケットマニュアルと同サイ

ズで、表面は患者さんへの説明用、裏面は肝

Coが説明する際に参照する解説書になって

いる。各頁の QRコードを読むと、表面の患

者用画面が PDF で表示されるため、印刷す

れば対象者に渡して持ち帰ることができる。 

 

 

 

○ 食事・運動記録シート（ヘパリング） 

利用者が食事療法や運動療法のいつでも簡

単に確認し、自身の実践状況をスタンプカ

ード形式で記録できる資材を開発した（図

3）。単語帳サイズで持ち運びがしやすく、運

動時や買い物時にも簡単に確認できる。運

動に関する頁は表面に運動の写真と解説が

掲載されおり、QRコードをスキャンすると、

動画を確認することができる。裏面はチェ

ックシートになっており、スタンプカード

形式で実践状況を記録できる。栄養部分は

表面に料理等の写真とその調理時間や摂取

カロリーが記載されており、裏面には材料

が記載されている。QRコードをスキャンす

るとレシピ検索サイト（COOKPAD）に遷移し、

調理方法を動画で確認できる。 

 

 

 

○ 運動カレンダー（ヘパトサイズカレンダ

ー） 

久留米大学消化器内科川口巧教授、久留米

大学病院リハビリテーション部松瀬博夫教

授のご監修で、B2サイズのカレンダーを作

成した。全 37種類の運動について、それぞ

図 2．肝 Coが使用するポケットサイズ

のマニュアル「ポケヘパ」。表面が対象

者への説明用、裏面が説明の際に肝 Co

が参照できる専門的な知識や支援の

際に必要なコツが記載されている。 

図 3．食事・運動療法に取り組む患者

が使用する記録表「ヘパリング」。角運

動プログラムの写真と動画へリンク

する QR コードが掲載されている。食

事レシピも同様に QR コードが掲載さ

れて落ち、WEB サイトでより詳細な情

報が得られる。 



れ基本姿勢・動作の写真と解説を示し、また

その運動の動画をスマートフォン等で閲覧

できる QRコードが記載されている（図 4）。 

 

 

 

３）様々な媒体を通じた populationアプロ

ーチによる啓発 

 

○新聞を通した啓発 

新聞は比較的中高年を対象に、情報を届け

ることができる媒体であり、肝疾患啓発に

おいて注力すべき対象者の年齢層と重なり

がある。また新聞は、信頼性が高い情報元と

して読者に認知されている。地元新聞社と

共同で、各肝疾患や肝がんの病態や佐賀県

の状況、医療機関の紹介などのコンテンツ

を“佐賀肝聞”（さがかんぶん）として 2020

年度に単体で発刊し、また週末版などで特

集ページを作成し 2021 年度、2022 年度に

発刊し、啓発を行った。 

 

○テレビを通した啓発 

テレビによる啓発は、年齢層や性別に限定

されることなく、より幅広い啓発が可能で

ある。テレビ放送の地方番組を通して肝炎

ウイルス無料検査受検や脂肪肝に関連する

肝疾患を啓発する番組や CMを作成し、放映

した（図 5）。 

 

 

○ケーブルテレビを通した啓発 

佐賀県はケーブルテレビの普及率が高く、

またケーブルテレビのコンテンツは、比較

的安価に作成が可能であり、時間的に、また

内容に関して自由度が高い。更に期間中に

複数回放映されることが多く、より詳細な

情報を視聴者に伝えることができる。2022

年度は脂肪肝に関する 30 分の啓発番組を

作成し、各地域の放送局で繰り返して放映

した（図 6）。内容は①脂肪肝リスクチェッ

クリスト、②久留米大学川口巧先生の脂肪

肝に関する基本講義③運動療法の解説と実

践④食事療法の解説と具体的なレシピの調

図 4．へパトサイズカレンダー。日常

生活でいつでも参照でき、運動療法の

継続率を高めるようにカレンダー形

式とした。 

図 5．テレビ番組における啓発（上段 

NHKニュース番組、下段 佐賀テレビ情

報番組） 



理過程の実演、で構成した。視聴者からの相

談窓口へ電話や直接的な感想をいただき、

大変わかりやすいと好評であった。 

 

 

 

 

 

２）肝炎医療コーディネーターの活動促進

のためのツール開発 

 

○インターネットを通した啓発 

肝疾患啓発に WEB ページや SNS の利用が広

く行われるようになった。本分担研究でも、

非ウイルス肝疾患、ウイルス肝炎の啓発ア

ニメーション動画を作成し、YouTube等で放

映した。 

 

４）その他の活動 

○ 肝炎医療コーディネーター職種別マニ

ュアルの作成 

肝 Co は多種多様な職種が養成されており、

その職種毎に活動する内容や場所が異なっ

ている。研究班で行われた職種別のマニュ

アル（看護師；管理職・外来・病棟、薬剤師

（病院内・外）、臨床検査技師、臨床放射線

技師、理学療法士、管理栄養士、相談員、医

療ソーシャルワーカー、事務、行政、健診機

関、歯科部門、患者の全 16職種・部門）の

作成に協力した。 

○ 肝炎医療コーディネーターポケットマ

ニュアルの改訂 

肝炎医療コーディネーターポケットマニュ

アルは 2018 年に初版、2020 年に追補版が

本研究班で作成されていた。研究班で全面

改訂版を作成するにあたり、その編集及び

非ウイルス性肝疾患に関する頁を中心に執

筆し、作成協力を行った。 

 

Ｄ．考察 

生活習慣病や肥満症を有する一般市民や健

診受診者、患者は多く、あらゆる職種の肝

Coが日々の業務で遭遇していると考えられ、

その中で非ウイルス性肝疾患の啓発や療養

支援を行うことは非常に重要である。本研

究期間は、新型コロナウイルス感染症が世

界的・全国的に蔓延した。社会的及び身体的

な活動量の低下は、飲酒の増加（キリンホー

ルディングスアンケート調査 ;2021. 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/0000

00007.000045047.html）、や肥満（Kucharska 

A, Sińska B, et al. Ann Agric Environ 

Med. 2023;30:118-126.）の助長と関連し、

脂肪肝の増加が懸念された（ López-

González ÁA, et al. Nutrients. 

2022;14:2795.）。また啓発活動においても

対面してのインタビューやイベント等での

活動が大きく制限をされた。一方で、非接触

型の様々な媒体を通した啓発活動を見直し、

発展させる貴重な機会となった。また制限

下でも通院や健診受検は継続されており、

対面してのコミュニケーションが可能な際

には、短時間でより効率良い啓発や支援を

行うことが重要であった。 

図 6．ケーブルテレビ番組における啓

発。食事・運動療法の楽しさや、各プ

ログラム・レシピの詳細を伝えた。 



本研究では、肝 Coが対象者の生活習慣改善

を支援する際に用いるツール、また患者が

継続的に生活習慣改善に取り組むことがで

きるツールの開発を行った。非ウイルス性

肝疾患における生活習慣改善の支援は、予

防・受検・受診・受療・フォローアップのア

ックステップに枠組みを超えて、すべての

ステップで必要である。また、対象者が行動

変容を起こし、それを持続させるためには

継続的な支援が必要である。対象者への支

援がシームレスに、かつ専門的知識のエッ

センスを効率よく伝えることができるよう

な資材の開発に努めた。 

非接触型の啓発活動は、様々なメディアを

用いたアプローチを行った。集合型のイベ

ントなどで単発の啓発活動を行うより、更

に能動的なプッシュ型の啓発が行えたと考

える。実際に、新聞での啓発後の佐賀県がん

サイトポータルへのアクセス、佐賀大学肝

疾患センターサイトへのサクセスは有意に

上昇した。また、肝 Co養成研修会やスキル

アップ支援についても、集合型ではなくオ

ンラインを活用した会議や座談会を複数回

開催して、肝 Co の活動を支援する資材を多

く作成した。オンラインを活用したことに

より、会議の時間が調整しやすく、これまで

参加が難しかった遠方の方も参加がしやす

かった。しかしながら資材の使用方法や活

用のコツについては、やはり対面で説明す

る方が効果的に伝わり、その後の利活用の

促進につながると考える。まずは佐賀県内 

で展開し、その後も感染の状況をみながら

可能な方法で全国に展開していく予定であ

る。開発した資材については効果検証を行

う必要があり、江口班で進められている「肝

炎医療コーディネーター活動支援 LINE」や

肝疾患センターのウェブサイト等を活用し

て資材を展開しつつ、アンケート調査も同

時に行って効果検証を行なう予定である。 

 

Ｅ．結論  

非ウイルス性肝疾患のトータルケアに肝 Co

が貢献するべく、資材やエビデンス創出を

行った。また様々な媒体を通した啓発活動

を行った。今後はこれらの効果測定を行っ

ていく。 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書   

 

非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に関する研究 

(非ウイルス性肝疾患の多い沖縄県で活動する肝炎医療 Co支援に関する研究) 

 

研究分担者 前城達次 琉球大学病院第一内科 特命講師 

 

研究要旨 

沖縄県では肝臓病の第一の原因はアルコール性であり、近年は非アルコール性脂肪性肝

疾患も増加傾向である。そのため肝炎医療コーディネーター（肝炎 Co）として肝炎ウイル

ス感染者への対応に加えて飲酒を含む生活習慣病を合併した肝臓病患者への対応も重要度

を増している。近年の新型コロナウイルス感染拡大による自粛生活に関連したアルコール

性肝疾患や脂肪性肝疾患患者の増加、肝炎ウイルス感染者の受診控えなど、対象者の状況も

変化しており、結果的に肝炎 Co の状況も大きく変化していると思われる。本研究ではコロ

ナ感染の環境における肝炎医療 Coの活動実態を調査確認するとともに、支援可能な方法を

見つけ出し、コロナの影響がなくなる今後の活動に繋げることを目的とした。 

【研究結果】 

Ⅰ 沖縄県で活動する肝炎 Coの現状調査 

① 肝炎医療 Co の配置・職種について離島僻地では少数であり、その環境下では専門医の

応援も少なく情報不足から活動低下につながる危険性が高いと判断できた。 

② 活動の継続性では、特に行政や保健所の保健師、専門医療機関における肝炎 Co配置転

換などで活動が十分に継続できていない場合もみられた。、 

② 肝炎医療 Co 活動に関しては複数の問題点があり、最も重要なのは医療機関、専門医と

の効果的な連携を望む声が多かった。 

Ⅱ I の現状調査を受けて、肝炎医療 Co への情報提供を行う体制構築を試みた。WEB での

情報提供だけではなく、肝炎医療 Coの横の連携体制を構築した。 

 

Ａ．研究目的 

  沖縄県では肝臓病の第一の原因はアルコ

ール性であり、近年は脂肪性肝疾患も増加

傾向である。そのため肝炎医療コーディネ

ーター（肝炎 Co）として肝炎ウイルス感染

者への対応に加えて飲酒を含む生活習慣病

を合併した肝臓病患者への対応も重要度を

増している。 

 

近年の新型コロナウイルス感染拡大による

自粛生活と関連したアルコール性肝疾患や

脂肪性肝疾患患者の増加、肝炎ウイルス感



染者の受診控えなど、対象者の状況も変化

しており、結果的に肝炎 Co の状況も大きく

変化していると思われる。現在の環境下で

肝炎 Coの実情とその問題点を確認し、今後

の活動に資することを目的として肝炎 Co

の実情調査を行い、そこから見えてくる問

題点に関して解決策を検討した。 

Ｂ．研究方法 

１）沖縄県における肝炎 Coの配置に関する

調査；肝炎 Co養成の責任者である沖縄県へ

依頼して離島を含む県内での肝炎 Co の配

置を検討した。 

２） 沖縄県で養成された肝炎 Coの現状調

査：現在まで肝炎 Coとして連絡先が判明し

ている 165名に現状調査を行った 

３）肝炎 Coが活動する上で感じている支障

や今後の要望などに関して調査した。 

４）実態調査に基づいて問題点を検討しそ

の解決策を検討した。 

Ｃ．研究結果 

１）沖縄県では R1年度までに合計 241名の

肝炎 Coが認定されている(R2,R3,R4年はな

し)。肝炎 Co の職種は複数あるが、当初は

行政や保健所の保健師、専門医療機関の看

護師のみに募集していたこともあり、保健

師が多数を占めている。しかし近年は薬剤

師やケースワーカーなども養成されてきて

いる。 

 

これらの肝炎 Co の多くは沖縄本島内の施

設に配置されており、特に離島へき地地域

においては少数であった。 

 

加えて、沖縄本島北部地域や、離島における

医療機関には肝臓学会専門医が勤務してい

ないか、ローテーション医師しかおらず、肝

炎 Co が専門医に気軽に相談できる環境で

はないことが問題の一つとしてあげられた。 

 

２）肝炎 Co の現状に関して、肝炎 Co とし

て認識できる活動ができていると返答する

肝炎 Coは約 40%程度であった。近年増加傾

向の薬剤師やケースワーカーなどの職種の

肝炎 Co はそのまま肝炎 Co としての活動を

継続できる場合が多い。しかし大多数を占

める保健師や病院看護師などは配置転換や

離職などで肝炎 Co としての活動ができて

いないケースも見られた。特に新型コロナ

感染拡大の状況から肝炎対策専門で対応し

ていた肝炎 Co がコロナ担当になるケース

も見られた。 

 

３）肝炎 Coが活動する上で支障になること

や要望に関して。主には①医療機関に対す



る要望、②専門医がいない地域的な問題に

関して、③肝炎ウイルス感染者に対する説

明の上での問題、④生活習慣病患者に対す

る指導における困難さなどがあげられる。 

①に関する具体的な要望として肝炎ウイル

ス検査を詳細に行える施設の情報不足、健

診結果から医療機関への受診勧奨、その後

の受診確認、情報提供、健康相談、健診受診

の継続の要望、受診結果の説明がどの程度

まで行われ、ご理解いただいているか不明

な点、患者への指導にあたり、無関心にさせ

ないような丁寧な説明を希望していること、

健診異常で受診した住民が処方や次回受療

案内がないことで自分には異常ないと安心

する説明方法などがあげられ、地域の医療

機関と連携不十分なことに起因すると思わ

れた。②専門医が不在な事に関して、肝機能

異常で要医療の方も多く、特に専門医受診

のために交通費の問題なども現実的な問題

として挙げられた。専門医が少ない地域で

は連携がとれる施設の情報、その環境整備

が強く望まれていた。さらに③④に関して

は肝炎ウイルス感染者の治療適応、経過観

察の重要性などの説明の難しさや、飲酒を

含む生活習慣改善を理解させ実行させるこ

との困難さ、などの問題点について、その情

報確保の方法、指導における困難さについ

て、他の肝炎 Coとの情報共有が望まれてい

た。 

４）現状調査から①地域の医療機関との連

携不足、専門医不足の問題、②各疾患につい

ての情報不足、情報確保手段の不足、③肝炎

Coどおしの情報共有の機会の不足などは主

な問題点としてあげられた。①の問題点に

ついて、専門医不足に関しては多くの要素

から成り立っておりすぐの解決には難しい

が、肝疾患拠点病院が各医療機関との仲立

ちを行うことから始めることした。②の疾

患についての情報については、拠点病院か

らの情報提供の機会を持っていたが、それ

だけでは現場のニーズに十分な対応とは言

えないと思われた。そのため③で行う肝炎

Coどおしで情報を共有し、現場で具体的に

必要な情報などについて講習会などを開催

する事とした。それを実現するために肝炎

Coを中心としたメディカルスタッフの集ま

りを定期的に開催することとした。 

 

 

また情報共有や専門医への質問をさらに気

軽に行える方法として LINE による連携体

制を構築した。具体的には勉強会や講習会

などの情報発信、一般の現場で利用できる

FIB4indexや脂肪肝の評価方法、アルコール

飲酒の状態把握方法などについて、確認可

能なサイトに直接つながる形式を構築した。 

 

 



Ｄ．考察 

沖縄県における肝炎 Co 配置の問題として、

主にその地域的偏在と職種の問題があげら

れる。沖縄本島内の中南部地域では比較的

多くの肝炎 Coが勤務していた。一方、離島

へき地地域では肝炎 Coは少数であった。さ

らに離島へき地地域では肝臓専門医も少な

く、肝炎 Coからの受診先の提案や気軽に相

談できる環境にないことが問題としてあげ

られる。後述の紹介先医療機関との連携不

十分な問題も併せて肝炎 Co や医療機関と

の連携を構築することが重要であると思わ

れる。また肝炎 Co の職種に関して、沖縄県

では本制度の開始直後から大多数は自治体、

保健所の保健師、専門医療機関の看護師を

中心に募集をかけたことからこれらの職種

が多い。しかしこれらの職種の肝炎 Coは定

期的な配置転換などがあり、長期的に継続

して肝炎 Co の活動ができていない。これら

を速やかに解決することは困難かと思われ

るが、逆に肝炎 Co 活動の継続性を確保する

連携体制ができないかどうか、今後各保健

師、看護師の肝炎 Coと検討する必要性があ

ると思われる。 

肝炎 Co が活動している状況で支障になる

ことに関しては、複数の要因が考えられた。 

医療機関との連携不十分な点からは肝炎 Co

のモチベーション低下に繋がることが危惧

される。この点に関しては医療機関、特に医

師の対応が重要であると考えられるが、肝

炎 Co をはじめ各地域の保健師が困ってい

る現状を医師会や他の多くの機会を通じて

周知していく必要性があると考えられた。 

今回の検討で明確になった点の 1 つに今ま

での医師からの一方通行の情報だけでは、

現場の必要性に十分に答えられていない可

能性があると考えられた。そのため肝炎 Co

どおしの連携体制構築を試みた。方法とし

ては定期的な肝炎 Co の会議だが、そこには

医師はサポートとして参加するのみで肝炎

Coや看護系大学の教員などに参加していた

だく。加えて LINE での連携体制も構築し、

現場の肝炎 Co が実際に必要としている情

報を提供、共有しそれを拠点医師へ伝えよ

り効果的な講演会などを開催することを目

的とした。しかし最終年度ではこの体制構

築までは行ったが、今後はこれらを運用し

てその効果や問題点などを確認する方針で

ある。 

Ｅ．結論 

3 年間の研究成果として①沖縄県における

肝炎 Co の実情と問題点を確認。②肝炎 Co

間の情報共有や連携がしやすい体制構築と

して肝疾患に対応している保健師も加えた

ミーティングの開催、肝疾患に関わるメデ

ィカルスタッフ参加の LINE の構築などを

行った。また行政施策への貢献としては  

コロナ感染によって新規肝炎 Co の認定が

進まない中で、現場で苦労する肝炎 Co、保

健師などへの支援の一助になると考えられ

た。今後考えられる残された課題として肝

炎 Co だけではなく、肝炎 Co 以外のかたへ

応援体制も充実させることが重要であると

思われ、特に肝炎ウイルス感染者だけでは

なく、それ以外の肝疾患患者さんへの対応

もできるように幅広く支援することが重要

であると思われる。 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

・Clinical Outcomes in Biopsy-Proven 

Nonalcoholic Fatty Liver Disease 

Patients: A Multicenter Registry-based 

Cohort Study.Fujii H, Maeshiro T, et 

al.  Japan Study Group of Nonalcoholic 

Fatty Liver Disease (JSG-NAFLD).Clin 

Gastroenterol Hepatol. 2023 

Feb;21(2):370-379. 

・Trends of hepatitis B virus 

genotype distribution in chronic 

hepatitis B patients in Japan. 



Sakamoto K, Maeshiro T, et al. J 

Gastroenterol. 2022 Dec;57(12):971-

980. 

・Age-dependent effects of diabetes 

and obesity on liver-related events in  

non-alcoholic fatty liver disease: 

Subanalysis of CLIONE in Asia. 

Seko Y, Maeshiro T et al. Japan Study 

Group of Nonalcoholic Fatty Liver 

Disease (JSG-NAFLD). 

J Gastroenterol Hepatol. 2022 

Dec;37(12):2313-2320.  

・ 

２．学会発表 

・当院における D 型肝炎ウイルス感染症

の経験 琉球大学病院 前城達次 第 119

回日本消化器病学会九州支部例会抄録集 27

ページ 

・コロナ禍における肝炎医療コーディネ

ーターの活動及び連携への取り組みと今後

の課題 

琉球大学病院 看護部 砂川綾美 第一

内科 前城達次 第 120 回日本消化器病学

会九州支部例会抄録集 24ページ 

・地域連携を活かした肝炎コーディネー

ターの活動 北部地区医師会病院 漢那 

香織 琉球大学病院 前城達次 第 120 回

日本消化器病学会九州支部例会抄録集 25

ページ 

・当院及び関連施設におけるアルコール

性肝硬変患者の検討 琉球大学病院 前城

達次 第 120 回日本消化器病学会九州支部

例会抄録集 33ページ 

 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

・肝炎医療コーディネーター、医療従事者 

研修会(2022/7/8) 講師 琉球大学田端そ

うへい 大阪公立大学 藤井英樹 

・日本肝炎デーに因んで。アルコール性肝

疾患について 沖縄医報 Vol.58 No.6・7 

114-117. 2022 

・沖縄県メディカルスタッフ講演会

(2023/3/2) 講師 ロコメディカル江口病

院 松本さと美 江口有一郎 

・沖縄県宜野湾市における問診票 

別添 

 



 



厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書   

 

非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に関する研究 

 

研究分担者 藤井英樹 大阪公立大学医学部附属病院 肝胆膵内科 講師     

 

研究要旨 

近年、本邦における肝がんや肝硬変の背景肝疾患は変容してきており、ウイルス性肝疾患

が減少した一方、非ウイルス性肝疾患である、肥満や生活習慣病に起因する非アルコール性

脂肪性肝疾患（NAFLD）及びアルコール性肝疾患（ALD）が増加している。医療従事者や肝炎

医療コーディネーター（肝 Co）の活動において、従来のウイルス性肝疾患に加えて、今後

は生活習慣に起因するこれらの肝疾患への対応力が求められる。一方 ALD 患者を支援する

ための資材は十分ではないため、本研究はその創出を目的としている。令和 4年度は ALDの

啓発や節酒指導に役立つ資材として、①目標書き込みマグネット、②目標書き込みシール、

③推し待ち受け、④推しペン立て立てを作成した。今後は大阪府での展開と効果検証を行い、

さらに全国での利活用を目指す。 

 

Ａ．研究目的 

  近年、本邦における肝がんや肝硬変の背

景肝疾患は変容しており、ウイルス性肝疾

患が減少した一方で、非ウイルス性肝疾患

であり、肥満や生活習慣病に起因する非ア

ルコール性脂肪性肝疾患（NAFLD）と、アル

コール性肝疾患（ALD）が増加している

（Enomoto H et al. J Gastroenterol. 

2020, Tateishi R et al. J Gastroenterol 

2019）。医療従事者や肝炎医療コーディネー

ター（肝 Co）の活動において、従来のウイ

ルス性肝疾患に加えて、生活習慣に起因す

るこれらの肝疾患患者への対応も求められ

るようになっている。しかしながら、ALD患

者への啓発や教育およびそれを支援する肝

Coの活動に資する資材は十分でない。また、

ALDに対する節酒の必要性は多くの肝 Coを

含む市民が理解しているが、一方で具体的

な活動方法がわからない、活動の際の資材

が少ないといった課題も指摘されている。

本研究ではこうした肝 Coの活動を支援・促

進するための資材等の創出を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法と結果 

１）ALD啓発及び教育のための資材作成 

ALD における節酒サポートツールを開発し

た。 

○ 目標書き込みマグネット 

肝 Coが患者さんに NAFLDや運動、栄養（飲

酒も含む）の指導をする際に使用出来る

15cm大のマグネットを作成した。このマグ

ネットは、親しみやすい大阪のおばちゃん

が、具体的に節酒を訴えるように、なにを、

1日何杯まで飲むかの目標を記載できる。例

えば、ビールは 1 日 2 本まで、という具合

である。水性マジックを用いれ、何度でも修

正可能である。本ツールは自宅飲みの患者

を対象としており、冷蔵庫に貼っておくこ

とで効果を発揮する。しかしながら現在で

はガラスドアの冷蔵庫が主流になりつつあ 



 

り、冷蔵庫に買い替えたらマグネットがつ

かなくなったというケースも増加している。 

 

○ 目標書き込みシール 

上記の理由でマグネットが使用できない場

合を想定し、缶に直接貼り付けられるシー

ルも作成した。 

 

 

 

○ 推し待ち受け 

携帯電話の待ち受け画面に設定することで

節酒のきっかけになるグッズを考案した。

世間の人々の 3大推しといえる a)美女、b)

イケメン、c)猫が直接語りかけるイメージ

である。 

a) 美女 

 

 

b) イケメン 

 

 

c) 猫 

 

 

希望者は HPより上記 9種類の画像から好き

なものを選択し、ダウンロード出来るよう

に準備を進めている。 

 

○ 推しペン立て 

スマートフォンを持っていない患者も高齢

者を中心に存在すると考えられる。そこで、 

机にも置ける、便利なペン立てを作成した。 

 

Ｄ．考察 

佐賀大学の高橋らが令和 2 年度に実施した

調査では、肝 Coとしての活動に NAFLD を対

象とした疾患啓発や療養指導はあまり含ま

れていない傾向であったが、生活習慣病や



肥満症を有する対象は多くの職種が日々の

業務で数多く遭遇しており、その中で NAFLD

や ADL の啓発、指導を展開することは非常

に有益と考える。節酒に関しては既にスマ

ートフォンの節酒アプリも存在し、本研究

班において大阪という地域特性を活かした、

『くすっと笑えて節酒出来る』『出来るだけ

アナログ感を出した』ツールの開発に取り

組んだ。分担者は R4年度(最終年度)に今回

の仕事に関わったため、ツールの開発のみ

で年度が終了した。今後も、機会が与えられ

れば今回作成した資材を展開しつつ、アン

ケート調査も同時に行って効果検証を行な

う予定である。 

 

Ｅ．結論  

非ウイルス性肝疾患のトータルケアに肝 Co

が貢献するべく、学習機会や資材、エビデン

ス創出を継続的に行う。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし                                                                                                                                                                          

 

                                                                             



 





1

肝炎医療コーディネーターの
モチベーション向上について



肝炎医療コーディネーター

2

◼ 肝炎ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨等の支援
を地域や職域において中心となって進める人材

◼ 対象：市町村の保健師、地域医療機関の看護師、職域の健
康管理担当者等

◼ 役割
①肝炎についての正しい知識の普及啓発
②ウイルス肝炎感染者への不当な差別防止のとりくみ
③肝炎ウイルス検査陽性者への受診勧奨
④受診状況の確認、再指導、保健指導、保険対応、治療内
容の説明

⑤医療費助成制度、医療機関、相談センター、肝臓病教室、
患者サロン、患者会等の紹介

厚生労働省「肝炎医療コーディネーター マニュアル」
https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/guideline05.pdf



肝炎医療コーディネーター

3

医療従事者向け肝炎医療コーディネーター班活動支援サイト
https://kan-co.net/potal/#case

活動動画事例コンテンツ

資料 「もしも」シリーズ

LINEによるオフィシャル
サイトとスタンプ

厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業）
「非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に関する研究」



4

肝炎医療コーディネーター

• 20,000人超え
• 増える新規参画者
• YouTube, LINEの
積極的な活用

厚生労働省 第２５回肝炎対策推進協議会
https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/000719442.pdf

① 相互に学び高める仕組み
② 飽きさせない資材の継続的な投入
③ スムーズにコミュニケーションできる雰囲気

拡大ため
の3つのポ
イント



２つの動機づけ

◼ 医療のような知的労働はマニュアル化しにくく、働く人が臨機応変
に自分で考えて対応する必要度が高い

◼ 本人がやる気を持って仕事に取り組み、自ら工夫するか否かで成
果に大きな差が出る

◼ 内発的動機を高く保てる人は、困難に直面しても乗り越えることが
達成感につながるので粘り強く取り組む

内発的動機 外発的動機

働く理由
達成感、成長感、自己
効力感、他者の承認

高額な給与
楽な仕事
余暇の充実

キー
ファクター

目標、機会、承認、
成長

即物的欲求

特性
長時間労働に耐える
自ら工夫する
更なる難題を求める

労力と待遇のバランス
を重視

5



やる気維持のための 「２W」「２R」

① What（何を）

• すべきこと／数値目標

② Way（方法）

• 上述のWhatを解決・達成する方法

6

① Reason（なぜ）

• なぜそれをしなければならないのか？

• 理由が分かれば延長線上で他のことも見えてくる

• 工夫を始める入り口

② Range（範囲）

• 時間軸、締め切りの期限

• 工夫できる裁量権



やる気維持のための２ステップ

ミスなく確実に
② Reason＆Range

①What＆Way

工夫して自律的に

7



インセンティブ

◼ 目的：外から向けられた報酬などによってモチベーションを発生させる

8

物質的な欲求を刺激す
るインセンティブ

例：給与・賞与などの経
済的報酬、目標達成に

応じた商品

承認欲求を刺激する
インセンティブ

例：上司や同僚から認め
られたり、ほめられたり

すること

人間関係や貢献欲がも
たらすインセンティブ

例：「Aさんのために頑張
りたい」「Bさんと一緒に

仕事がしたい」

経営理念やビジョンがも
たらすインセンティブ

例：「意義がある、世の
中に貢献する仕事をして

いる」

自己実現機会の提供が
もたらすインセンティブ

例：「自分の技術が向上
している」「自分の夢が
叶えられている」

物質的インセンティブ 評価的インセンティブ 人的インセンティブ

理念的インセンティブ 自己実現的インセンティブ



インセンティブ

◼ 行動経済学（Daniel Kahneman）

◼ 人間を「完全合理的な経済人」ではなく、「限定合理的な感情
人」だと捉える

◼ その前提に立つと、「金銭報酬」だけでなく「感情報酬」も大切

9

金銭報酬 感情報酬

貢献欲求
例：感謝の
言葉

承認欲求
例：成果の
表彰

親和欲求
例：良好な
チームワーク

成長欲求
例：知識・技
術の向上

＋

リンクアンドモチベーション社HPより弊社改編
https://solution.lmi.ne.jp/column/8595



人の興味は多様 「職業興味」

10

✓ 職員の興味はそれぞれ異なる
✓ 興味を事前把握し適材適所を実施する 管理職の仕事

管理的ビジネス
（企業的）

ルーティン的ビジネス
（慣習的）

技術
（現実的）

サイエンス（研究的）芸術（芸術的）

ソーシャル
サービス
（社会的）

データ

アイデア

ものひと

◼ RIASEC理論 （John L. Holland、ホランド理論、Holland Codes）

「現実的 （Realistic）」「研究的 （Investigative）」「芸術的 （Artistic）」「社会的
（Social）」「企業的 （Enterprising）」「慣習的 （Conventional）」の6種類で分析

• A Select Bibliography added to the Tribute & Obituary,Jack R. Rayman, The Pennsylvania State University

https://associationdatabase.com/aws/NCDA/pt/sd/news_article/6521/_PARENT/layout_details/false

• Holland, John L. Making vocational choices: a theory of careers. Englewood Cliffs: Prentice-Hall, 1973.

• The Development, Evolution, and Status of Holland’s Theory of Vocational Personalities: Reflections and Future 

Directions for Counseling Psychology,Margaret M. Nauta, Journal of Counseling Psychology 2010, Vol. 57, No. 1, 11–22

https://www.counseling.org/docs/david-kaplan's-files/nauta.pdf?sfvrsn=2
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パーソル総合研究所・慶應義塾大学前野隆司研究室 「はたらく人の幸せに関する調査」
PERSOL REREARCH AND CONSULTING CO.,LTD & Takashi Maeno, Keio University

https://rc.persol-group.co.jp/thinktank/spe/well-being/img/Well-Being_AtWork_ver1.pdf

はたらく人の心的状態を表す諸概念の中で、従業員サイド
の価値と企業（経営）サイドの価値を合致させ、双方にとっ
て等しく良好な状態となりうる概念として「幸せ」に着目

幸福学の視点から人のモチベーションを考える
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幸福学の視点から人のモチベーションを考える

医療・福祉分野では、

• 「他者貢献」「自己成長」に幸せを感じている
• 「自己裁量」「他者承認」には幸せを感じていない
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まとめ

◼ 肝炎医療コーディネーターの数は増えている

◼ それぞれの地域や医療機関で活躍する肝炎医療コーディネ
ーターのモチベーション向上がその提供する質に影響する

◼ 肝炎医療コーディネーターとともに協業する肝臓専門医を始
め医療機関の管理職やチームリーダーは、モチベーションマ
ネジメントを有効活用すべき

◼ 知的労働は内発的モチベーションが重要であり、複数のイン
センティブを駆使してモチベーションへの働きかけが必要

◼ 幸福学の視点から働くひとのモチベーションを検討すること
も重要である

◼ 肝炎医療コーディネーターのますますの活躍のために当事
者のモチベーションを高めることは有用である
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ウイルス性肝炎とは、血液を介して肝炎ウイルスに感染し、肝臓の細胞

が壊れていく病気です。 

B型・C型ウイルス性肝炎は慢性化しやすく、気づかないう

ちに感染している人が国内で 300万人以上いると推定され、国内最大

級の感染症といわれています。 

肝臓は『沈黙の臓器』といわれ、「体がだるい」と気づくころには

重症化している可能性も。 

 

でも大丈夫！ 

肝炎ウイルスは血液検査でわかります。 

 

 

肝炎ウイルスに感染していても、適切な健康管理や治療で、 

肝炎から肝硬変や肝がんに悪化するのを予防することが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

B型・C型肝炎ウイルス検査について 

 早期発見 

 早期治療 

肝炎ウイルス検査を受けたことがないあなたは、今回、助成で検査を

受けることができます。 

検査結果が届いたら、内容を確認してください。 

感染している可能性が高い場合は、専門医を受診してください。 

わからないことがありましたら、地区担当保健師にご相談ください。 

☎０９８－８９８－５５８３ 

宜野湾市保健相談センター 健診指導係 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ｂ型肝炎の感染経路 主に感染者の血液や体液を介して感染する。 

① 感染者の血液を輸血、血液製剤の使用（現在は対策がとられ、少ない） 

② 感染している人の注射針、入れ墨針の使いまわし 

③ 十分に消毒されていない器具を使ってピアスの穴をあける 

④ カミソリや歯ブラシの共有 

⑤ 性行為 

⑥ 母子感染（198５年にワクチンが開発され、現在は少ない） 

 
Ｃ型肝炎の感染経路 主に感染者の血液を介して感染する。 

B型肝炎より慢性化しやすく、重篤な肝疾患を引き起こす確率が高い！ 

① ～④同上 

⑤は稀ですが、感染しないとは言い切れません 

 主な症状 症状が出る人は感染者の 20～30％といわれ、 

症状が出ないひとは感染に気付きません。 

●だるい（倦怠感）  ●食欲不振  ●吐き気  ●濃厚尿 

●黄疸（白目や、からだが黄色っぽくなる）など。 

 

 

 

 感染予防 

●歯ブラシやカミソリは共有しない 

●他人の血液を触るときは、ゴム手袋をつける 

●注射器や注射針を共有しない 

●入れ墨やピアスをする時は消毒された器具であることを確かめる 

●性行為による感染予防はコンドームを使用する 

 

医療費助成が行われている治療もあるので、感染がわかったら、必ず専門医を 

受診してください！ 

日常生活は、「原則禁酒」「肥満解消」「規則正しい生活」を心がけましょう！ 



添付資料① 

肝疾患コーディネーターの活動に関するアンケート調査のお願い 

   
日頃から肝疾患コーディネーターの活動にご協力いただきましてありがとうございます。 

県と肝疾患センター（熊本大学病院）が連携し、これまでに 520 名以上の肝疾患コーディネータ

ーを養成して参りました。 
今回、肝疾患コーディネーターの活動をより良いものとするため、アンケート調査を実施する

ことと致しました。なお、同様のアンケート調査は、2018 年、2019 年にも行っておりますが、

コロナ禍において活動内容に変化が生じていることが予想されます。実情を把握するためにも、

皆様の率直なご意見をいただければ幸いです。得られました個人情報やアンケート結果の取り扱

いには十分留意致します。 
ご多用のところ恐れ入りますが、何卒ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 
お手数ですが、回答後は 7 月 14 日（水）までに同封の封筒にてご返送いただきますようお願

いします。 
皆様からの多数のご意見をお待ちしております。 

 
 
なお、アンケート内にご所属機関のある医療圏を記載する欄がございます。 
下記をご参照いただきご回答ください。 
 

圏域名 構成市町村名 

①熊本・上益城 熊本市、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町 

②宇城 宇土市、宇城市、美里町 

③有明 荒尾市、玉名市、玉東町、和水町、南関町、長洲町 

④鹿本 山鹿市 

⑤菊池 菊池市、合志市、大津町、菊陽町 

⑥阿蘇 阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、南阿蘇村、西原村 

⑦八代 八代市、氷川町 

⑧芦北 水俣市、芦北町、津奈木町 

⑨球磨 
人吉市、錦町、あさぎり町、多良木町、湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村、

球磨村 

⑩天草 天草市、上天草市、苓北町 

 
 
 
 
 
 
 
 



 
各設問に対し、該当する回答に✔や、ご意見の記入を御願いします。 
お答えは差支えのない程度で結構です。 

氏名  ：                     

所属機関  ：                    （例：〇〇病院、○○保健所など） 

職種（必須）  ：                    （例：看護師、受付事務など） 

医療圏（必須）  ：                    （別紙記載の番号を記入） 
 
１．現在、肝疾患コーディネーターの活動を行っていますか？                       
  □ （Ａ）職場内・外で活動している。 
  □ （Ｂ）職場内で活動しているが、職場外では活動していない。 
  □ （Ｃ）職場外で活動しているが、職場内では活動していない。 
  □ （Ｄ）職場内・外ともに活動していない。 
 
２．１の質問で（Ａ）、（Ｂ）と回答された方に質問です。（職場内で活動している方）             
  職場内ではどのような活動を行っていますか？（複数回答可） 
  □ 養成講座修了証の掲示   

□ コーディネーターバッジの着用 
  □ 肝炎医療コーディネーター活動応援団の LINE 友達になっている 
  □ 同部署（あるいは他部署）職員への肝疾患知識の伝達 
  □ パンフレット等の掲示、配布   

□ 肝疾患患者や家族への声かけ・相談対応（受検等勧奨、健康相談、助成制度の説明等） 
□ 肝疾患以外での受診者や家族への声かけ・相談対応（受検等勧奨、健康相談、助成制度の説明等） 

  □ 職場内の勉強会や健康教室の開催、講演、参加   
□ その他（あるいは、上記活動の具体的内容記載など何でも） 

 
 
 
 
３．１の質問で（Ａ）、（Ｃ）と回答された方に質問です。（職場外で活動している方）             
  職場外ではどのような活動を行っていますか？（複数回答可） 
  □ 職場外のつながり（家族、友人、地域住民）への肝疾患知識の伝達 
  □ パンフレット等の掲示、配布   

□ 肝疾患患者や家族への声かけ・相談対応（受検等勧奨、健康相談、県助成制度の説明等） 
  □ 職場外の勉強会や健康教室の開催、講演、参加   

□ その他（あるいは、上記活動の具体的内容記載など何でも） 
 
  

裏面へ続きます 



４．１の質問で（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）と回答された方に質問です。（職場内や職場外で活動していない方）    
  活動ができていない理由について教えてください。（複数回答可） 

※（Ｄ）の方は、左右それぞれ回答してください。 
 職場外で活動していない理由 

（１の質問で（Ｂ）、（Ｄ）と回答された方） 
職場内で活動していない理由 
（１の質問で（Ｃ）、（Ｄ）と回答された方） 

① □ 活動時間がない □ 活動時間がない 
② □ 活動の場がない □ 活動の場がない 
③ □ 何をしていいか分からない □ 何をしていいか分からない 
④ □ 職場の理解が得られない □ 職場の理解が得られない 
⑤ □ その他 □ その他 

 
５．４の質問で「③何をしていいか分からない」と回答された方に質問です。                 
  活動を支援するための方法について、ご希望があれば教えてください。（複数回答可） 

※（Ｄ）の方は、左右それぞれ回答してください。 
職場外で活動していない方 職場内で活動していない方 
□ 活動事例の提供 □ 活動事例の提供 
□ 啓発資材の提供 □ 啓発資材の提供 
□ 活動方法の勉強会開催 □ 活動方法の勉強会開催 
□ 県、肝疾患センター等からのイベント等案内 □ 職種別の声掛けマニュアルの提供 
□ その他 
 
 

□ その他 
 
 

 
６．何かしたい活動などがあれば、ご自由に記載してください。                    
 
 
 
 
 
７．県や肝疾患センターへの要望等があれば、何でもよいので教えてください。                
 
 
 

ご協力ありがとうございました。 

お問い合わせ先 
熊本大学病院 肝疾患センター 

ＴＥＬ：０９６－３７２－１３７１ 
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はじめに
　日本肝炎デーは世界肝炎デーに連携して制
定されています。世界肝炎デーとは WHO に
よってウイルス性肝炎（HBV, HCV）の認識を
高め、予防・検査・治療の促進、患者・感染者
に対する差別・偏見を解消することを目的とし
て 2010 年に制定されました。主に肝炎ウイル
スに関する啓発活動が行われますが、最終的に
は肝不全、肝がん患者の減少が目的です。しか
し、ご存じの先生方も多いと思いますが、沖縄
県における肝臓病の特徴として① HBV 持続感
染者の割合は高率だが臨床経過は大人しい場合

が多く治療適応者はそれほど多くないこと 1, 2）、
② HCV 感染者の割合は全国平均よりも低率で
あること 3）があげられます。

沖縄県における肝硬変、肝臓がんの原因について
　急性肝炎を除いて多くの肝臓病では慢性的に
経過し肝硬変、肝がんへ進行する場合がありま
す。沖縄県における肝硬変の原因としてはアル
コール性が最も多く（図 1）、肝がんの原因と
してもアルコールを含む NonB/NonC 肝がんが
主な基礎疾患となっています（図 2）。発がん

日本肝炎デーに因んで。 
～アルコール性肝疾患について～

前城　達次琉球大学病院第一内科

図 1　肝硬変の原因　2014 年　第 50 回日本肝臓学会総会　新垣伸吾

図 2　施設別起因別割合　九州肝がん研究会 1996 ～ 2020 年（21,205 例）

－ 114（1400）－
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率は HCV, HBV が高率のため肝がん死亡率は
幸いまだ低率です。しかし肝がんを除く肝疾患

（主に肝硬変・肝不全）死亡率は沖縄県が全国
一で、かつアルコール性による死亡率は男女と
もに全国平均の約 2 倍と高率です（図 3, 4）。

アルコール性肝疾患患者について
　当院における肝硬変診断時年齢は他の原因
疾患と比較してアルコール性は約 10 歳ほど若
く（図 5）、さらにアルコール性肝疾患の死亡
時年齢では 50 歳代が最多で、女性では 40 歳
代が多数でした（図 6）。言い換えるとアルコー
ル性肝硬変では肝がんではなく肝不全で、比較
的若年での死亡例が多数でした。医師会会員の
先生方、特に消化器内科の先生方にとってはお
そらく稀なことではないと実感できるかと思
います。

図 3　肝疾患死亡率　人 /10 万人　平成 27 年度 人口動態別年齢調整死亡率

図 4　アルコール性肝疾患死亡率（人口 10 万人対）厚生労働省人口動態統計

図 5　肝硬変診断時年齢 @ 琉球大学病院、関連施設

図 6　アルコール性肝疾患 死亡時年齢　琉球大学病院

－ 115（1401）－
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若年で肝硬変へ進行、予後不良な状況について
考えること
　肝硬変、肝不全まで進行するにはある程度の
飲酒期間、飲酒量を要することから飲酒開始時
期、飲酒習慣に関しても検討しました。沖縄県
保健医療部によって県民の飲酒習慣に関する調
査が行われました。その 1 項目に依存症になる
リスクの高い飲酒習慣と関連する AUDIT（ア
ルコール使用障害同定テスト）があります。沖
縄県では男女ともに若年での AUDIT スコアが
高値であり若年時の飲酒習慣の問題があげら

れます（図 7）。また別項目で初飲年齢も調査
され全国平均に比べて沖縄県での初飲年齢が若
く、未成年の時期から飲酒機会が身近にあると
思われました。特に興味深いのは初飲年齢が若
いほど、成人後も AUDIT スコアが高値であっ
たことです（図 8）。アルコール性肝硬変患者
全てが当てはまるわけではありませんが、多く
の患者さんでは初飲年齢が早く、その後の成人
期でも依存症になりやすい飲酒習慣を継続し比
較的若年で肝硬変、肝不全へ進行している可能
性もあると思われます。

図 7　依存症の危険性が高い飲酒習慣（AUDIT>15 以上の割合）

図 8　初診年齢の割合（全国調査との比較）と初飲年齢別の AUDIT スコア

－ 116（1402）－
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これからについて
　沖縄県のアルコール健康問題を解決するため
に、患者さんや同居家族のご苦労を減らすため
に、二つの段階に分けて啓発できればと考えま
す。一つはまだ肝硬変に進行していない段階、
特に若い方々には適切な飲酒習慣について、そ
れにあたり個人的な問題だけとはせず、周囲と
の関連性、社会経済的な面で沖縄県には問題が
あることも認めながら情報提供して啓発すべき
ではないかと。もう一つは肝硬変に進行した段
階についてです。当院と関連施設で予後を確認
できた 215 名の肝硬変患者で断酒の有無別の生
存率に明らかな差を認めました。また断酒でき
ずとも節酒など飲酒習慣を少しでもコントロー
ルすることで予後に期待が持てる場合もありま
す（図 9）。肝硬変患者にはそのような情報も
説明しながら啓発ができればと考えます。
　アルコール健康問題について、一人の医者だ
けでも、消化器内科医だけでも、さらに内科
医だけでも解決不可能です。さらに断酒、節
酒しないかぎりは解決へのスタートラインに
も立てません。肝不全になれば肝移植による治
療選択肢も考えられますが断酒が絶対条件であ
り、ドナー選定の問題、再飲酒を避けるための

サポート体制など、ご家族の精神的、身体的、
社会的負担などを考慮すると慎重に適応を考え
ないといけません。肝硬変まで進行したが移植
に繋がらない場合、できるだけ精神科を受診さ
せ、断酒節酒を必須とし、対処療法を行いなが
ら肝機能の回復を待つことしかできません。だ
からそこ肝硬変まで進行させないために飲酒習
慣の改善が重要です。しかし人間の飲酒を含む
生活習慣を改善することが相当難しいことは自
分の反省も含めて痛感しています。精神科の先
生のように冷静で効果的な説明が我々内科医、
特に私には難しいことも多く、結構脅かすよう
な説明になることが多いのが実情です。簡単で
はありませんが理想的には患者一人一人の性格
を見極めながら、あの手この手の説明方法を用
いて、内容も飲酒継続によるこわ～いこと、断
酒による良いことについて説明し、少しずつ適
正飲酒に繋げることができればと思います。

1)	 Nakayoshi T, et al. J Med Virol. 2003 Jul;70(3):350-4.
2)	 Maeshiro T, et al. World J Gastroenterol. 2007 Sep 

14;13(34):4560-5.
3)	 健康促進事業；https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/

kekkakukansenshou09/pdf/kensa-15.pdf

図 9　断酒及び節酒の有無別生存率　琉球大学病院　関連施設

－ 117（1403）－










































